
予算概算要求の主要事項

平成 25年度

【計数については、整理上、変動があり得る。 】
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Ⅰ：「平成２５年度予算概算要求総括表」 
・要求額（一般会計・特別会計）、予算の概算要求組替え基準の概略図（厚生労働省 
概算要求のフレーム） 

 
Ⅱ：「予算概算要求のポイント」 
・予算概算要求の中でポイントとなる、①日本再生戦略の実現に向けた主な取組み、 
②主な新規施策等、③特別重点要求・重点要求施策一覧、④東日本大震災からの 
復興に向けた主な施策、について整理し、取りまとめたもの。 

 
Ⅲ：「主要事項」 
・予算概算要求の主要な予算項目の内容を、施策分野ごとに網羅的に取りまとめたもの。
 
Ⅳ：「主要事項（復興関連）」 
・Ⅲのうち、東日本大震災からの復興に向けた施策を整理し、取りまとめたもの。 

 
（注）本資料で記載されている予算額については、「特別重点要求・重点要求」で要求 

している予算も含んだ形で計上されている。 

（注）（特別重点）、（重点）と記載のあるものは、それぞれ特別重点要求、重点要求項目。

（注）（復興）と記載のあるものは、東日本大震災復興特別会計経費。 
うち、（復興（復興庁計上））と記載あるものは、復興庁計上分。 

（復興）のみの記載のものは、厚生労働省計上分。 
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○ 平成 25 年度概算要求の特別重点要求・重点要求施策一覧 

○ 東日本大震災からの復興に向けた主な施策 

Ⅲ 主要事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

～すべての人々のための社会・生活基盤の構築～ 

第１ 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備  ・・・・・・・・・・・３０ 

１ 待機児童の解消などに向けた取組 

２ 児童手当制度 

３ 児童虐待・DV 対策、社会的養護の充実 

４ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 

５ 母子保健医療対策の推進 

６ 仕事と育児の両立支援策の推進 

 

第２ 「全員参加型社会」の実現に向けた雇用・生活安定の確保 ・・・・・・・３４ 

１ 働く「なでしこ」大作戦の推進（女性の活躍促進による経済活性化） 

２ 「全員参加型社会」の実現 

３ 成長分野などでの雇用創出、人材の育成の推進 

４ 重層的なセーフティネットの構築 

５ 震災復興のための雇用対策 

 

第３ 「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」の実現 ・・・４３ 

 １「望ましい働き方ビジョン」の実現に向けて（非正規雇用労働者の雇用の安定・処 
遇の改善） 

 ２ ワーク・ライフ・バランスの実現 

 ３ 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり 

 ４ 良質な労働環境の確保 

 ５ 震災復興のための労働安全衛生対策 

 

- 目次１ - 
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第４ 自立した生活の実現と暮らしの安心確保 ・・・・・・・・・・・・・・・４９ 

 １ 生活困窮者の経済的困窮と社会的孤立からの脱却、「貧困の連鎖」の防止 

 ２ 自殺・うつ病対策の推進 

３ 災害救助法による災害救助など 

４ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護など 

 

第５ 信頼できる年金制度に向けて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５４ 

１ 持続可能で安心できる年金制度の運営 

２ 年金記録問題への取組 

３ 厚生年金保険や国民年金の適用・保険料収納対策の取組強化 

４ 日本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営 
 

～どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・介護サービスが 

受けられる社会の実現～ 
 

第１ 安心で質の高い医療・介護サービスの安定的な提供 ・・・・・・・・・・５６ 

１ 医療イノベーションの推進など 

２ 医療提供体制の機能強化 

３ 安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保 

４ 安心で質の高い介護サービスの確保 

５ 福祉・介護人材の確保対策の推進 

 

第２ 健康で安全な生活の確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２ 

１ 新型インフルエンザなどの感染症対策 

２ がん対策 

３ 肝炎対策 

４ 難病などの各種疾病対策、移植対策、健康増進対策 

５ 健康危機管理対策の推進 

６ 保健衛生施設などの災害復旧に対する支援 

７ 食の安全・安心の確保 

８ 水道事業の適切な運営など 

９ 生活衛生関係営業の指導や振興の推進など 

１０ B 型肝炎訴訟の給付金などの支給 

１１ 原爆被爆者の援護 

１２ ハンセン病対策の推進 

１３ カネミ油症患者に対する新たな総合的な支援策の実施 

１４ 血液製剤対策の推進 

１５ 違法ドラッグを含む薬物乱用・依存症対策の推進 

 
第３ 障害者支援の総合的な推進 

１ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・者支援の推進 ・・・・８４ 

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 

- 目次２ - - 目次２ - 
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３ 発達障害者など支援施策の推進 

４ 障害者への就労支援の推進 
 

～施策横断的な課題への対応～ 

１ 社会保障に対する国民の理解の推進 

２ 国際問題への対応 

３ 科学技術の振興 

 

Ⅳ 主要事項（復興関連） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９４ 

東日本大震災からの復興に向けた施策 

 第１ 地域における暮らしの再生 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９５ 

 第２ 原子力災害からの復興 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００ 

 第３ 今後の災害への備え ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０１ 

 

・平成 25 年度厚生労働省予算概算要求の主要事項一覧表 ・・・・・・・・・・１０３ 

・主要事項の担当部局課室名 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０６ 

・平成 25 年度厚生労働省関係財政投融資資金要求の概要 ・・・・・・・・・・１１８ 
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Ⅰ 平成２５年度予算概算要求総括表 
 

 

 

－1－
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（単位：億円） 

 

（注１）平成 24 年度予算額は当初予算額である。  

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。  

（注３）年金・医療等に係る経費等には、年金差額分（基礎年金国庫負担割合１／２と３６.５％分との差額： 

24 年度２兆４，８７９億円、 25 年度要求２兆５，６７２億円）を含む。  

（注４）平成 24 年度予算額及び平成 25 年度要求額には、Ｂ型肝炎の給付金等支給経費（24 年度 ３４５億円、 

25 年度要求 ５７２億円）を含む。 

 

○ 予算編成過程で検討 

１ 医療保険における 70 歳以上 75 歳未満の患者負担の取扱い 

２ 過去の年金国庫負担繰り延べの返済 

３ 年金保険料の事務費への充当の解消 

４ 社会保障・税番号制度関係システムの導入 

５ 雇用保険・求職者支援の国庫負担の本則戻し 

６ 高齢者医療支援金の総報酬に応じた負担と協会けんぽの国庫補助の取扱い 

７ 生活保護基準の検証・見直し 

８ 難病対策等の見直し       等 

区  分 

平 成 2 4 年 度 

予  算  額 

（Ａ） 

平 成 2 5 年 度

要 求 額

（Ｂ） 

増△減額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）) 

増△減率 

 

(Ｃ)／(Ａ)

一 般 会 計 

 

２９１，７５２

 

 

３００，２６６

 

８，５１４ ２.９％

 

うち 

年 金 ･ 医 療 等 

に 係 る 経 費 等 

２７７，９２５ ２８６，３３８ ８，４１２ ３.０％

うち 

  特 別 重 点 ・ 

重 点 要 求 

－ １，０８８ １，０８８ ― 

平平成成 2255 年年度度  厚厚生生労労働働省省予予算算概概算算要要求求総総括括表表  

一般会計 

－2－
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 (単位：億円)  
 

 
（注１）平成 24 年度予算額は、当初予算額である。 

（注２）特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別会計におい

ては、徴収勘定を除いたものである。 

（注３）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 

 
 

 

 

 

 

 

区  分 

平 成 2 4 年 度 

予  算  額 

（Ａ） 

平 成 2 5 年 度

要 求 額

（Ｂ） 

増△減額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増△減率 

 

（Ｃ）／（Ａ）

労働保険 

特別会計 
３８，８８７ ３７，１８０ △１，７０７ △４.４％

年金特別会計 ８０４，６９１ ７９６，９５１ △７，７４０ △１.０％

東日本大震災 

復興特別会計 
１，２７６ ２，３７６ １，１００  ８６.２％

厚生労働省 

計上分 
２８３ ６５９ ３７７ １３３.２％

復興庁計上分 ９９３ １，７１７ ７２３  ７２.８％

特別会計 

－3－
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－4－
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ラ
イ
フ

農
林

漁
業

グ
リ
ー
ン

特
別

重
点
要
求
・
重
点
要
求
（
イ

メ
ー

ジ
）

重
点

要
求

「
日
本
再
生
戦
略
」
に

関
連
す
る
施
策

「
日
本
再
生
戦
略
」
に

適
合
す
る
施
策

特
別

重
点

要
求

×
1
.
2
倍

×
1
.
5
倍

国
家

機
関

費
削

減
分

３
％

そ
の

他
の

経
費

削
減

分
１

０
％

グ
リ

ー
ン

×
4
倍

ラ
イ

フ
・

農
林

漁
業

×
2
倍

－5－
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Ⅱ 平成２５年度予算概算要求のポイント 
 

－6－
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○
日
本
再
生
戦
略
（
H
2
4
.7
.3
1
閣
議
決
定
）
は
、

・
す
べ

て
の

人
に
「
居
場
所
」
と
「
出
番
」
が
あ
る
「
共

創
の

国
」

・
超
高

齢
社

会
等

の
困
難
を
乗
り
越
え
、
世
界
に
範

を
示

す

「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
国
家
」

の
実
現
を
目
指
す
も
の

○
２
５
年
度
概
算
要
求
に
よ
り
、

①
す
べ
て
の
人
々
の
た
め
の
社
会
・
生
活
基
盤
を
構
築
す
る

「
生

活
・
雇

用
戦
略
」

②
世
界
最
高
水
準
の
医
療
・
介
護
等
を
創
出
す
る

「
ラ
イ
フ
成

長
戦
略
」

を
推

進

日
本

再
生

戦
略

の
実

現
に
向

け
た
主

な
取

組
み

－7－
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○
「
望

ま
し
い
働

き
方

ビ
ジ
ョ
ン
」
の

実
現

に
向

け
て
（
非

正
規

雇
用

の
労

働
者

の
雇

用
の

安
定

・
処

遇
の

改
善

）

・
有

期
・
短

時
間

・
派

遣
労

働
者

等
安

定
雇

用
実

現
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
仮

称
）
の

推
進

（
企

業
内

で
の

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
を
総

合
的

に
支

援
）

・
パ

ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
均
等
・
均
衡
待
遇
の

確
保

と
正

社
員

転
換

の
推

進

○
地

域
雇

用
創

造
総

合
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

実
施

地
域
の
産
業
政
策
と
一
体
と
な
っ
た
質
の
高
い
雇
用
の
戦
略
的
な
創
造

な
ど

○
働

く
「
な
で
し
こ
」
大

作
戦

の
推

進
（
女

性
の

活
躍

促
進

に
よ
る
経

済
活

性
化

）

「
女
性

の
活

躍
促
進
・
企
業
活
性
化
推
進
営
業
大

作
戦

」
（
企
業
に
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の

取
組
を
促

す
直
接

的
な
働
き
か
け
）
の

本
格

実
施

○
「
若

者
雇

用
戦

略
」
の

推
進

（
若

者
の

安
定

雇
用

の
確

保
）

大
学

内
へ

の
ジ
ョ
ブ
サ

ポ
ー
タ
ー
相

談
窓

口
の

設
置

・
出

張
相

談
の

強
化

、
「
若

者
応

援
企

業
宣

言
」

○
生

活
支

援
戦

略
の

着
実

な
実

施

「
包

括
的

」
「
伴
走
型
」
の
支
援
を
行
う
総
合
相
談

支
援

セ
ン
タ
ー

（
仮

称
）
の

設
置

な
ど

Ⅰ
生

活
・
雇

用
戦

略
関

連

○
地

域
子

ど
も
・
子

育
て
支

援
基

盤
の

再
生

・
す
べ
て
の
子
ど
も
・
子
育
て
家
庭
に
対
す
る
地
域
支
援
機
能
の
強
化

（
地

域
子

育
て
支

援
拠

点
や

一
時

預
か

り
の

機
能

強
化

）

・
虐
待

を
受

け
た
子
ど
も
な
ど
社
会
的
養
護
が

必
要

な
子

ど
も
の

支
援

の
強

化
（
児

童
養

護
施

設
等

の
家

庭
的

養
護

へ
の

転
換

）

○
待

機
児

童
解

消
策
の

推
進

保
育
所
な
ど
の
受
入
児
童
数
の
拡
大
、
保
護
者
や
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
多
様
な
保
育
の
充
実

な
ど

【
実

現
す
る
社

会
】

「
働

く
『
な
で
し
こ
』
大

作
戦

」
な
ど
、
す
べ

て
の

人
が

能
力

を
発

揮
で
き
る
環

境
の

整
備

安
定

雇
用

実
現

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
、
非

正
規

雇
用

対
策

の
実

施
、
質

の
高

い
雇

用
の

創
出

地
域

子
ど
も
・
子

育
て
支

援
基

盤
の

再
生

な
ど
、
子

ど
も
・
子

育
て
環

境
の

整
備

全 員 参 加 型 社 会

分 厚 い 中 間 層 の 復 活

日
本

再
生

戦
略

の
実

現
に
向

け
た
主

な
取

組
み

－8－
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Ⅱ
ラ
イ
フ
成

長
戦

略
関

連

○
革
新
的
医
薬
品
・
医
療
機
器
の
創
出

・
「
創

薬
支

援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の

構
築

、
が

ん
や

難
病

な
ど
の

重
点

領
域

の
創

薬
研

究
開

発
の

推
進

・
臨

床
研

究
中

核
病

院
の

整
備

、
審

査
の

迅
速

化
・
質

の
向

上

○
世
界
最
先
端
の
医
療
の
実
現

・
再

生
医

療
の

推
進

（
iP
S
細

胞
な
ど
を
用

い
た
創

薬
の

研
究

支
援

）

・
個

別
化

医
療

（
個

々
人

の
体

質
や

病
態

に
あ
っ
た
治

療
法

）
の

推
進

（
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ
ン
タ
ー
で
の

バ
イ
オ
バ

ン
ク
の

整
備

）
な
ど

○
認

知
症

の
人

と
そ
の

家
族

を
支

え
る
体

制
の
緊
急
整
備

・
認

知
症

ケ
ア
パ

ス
（
状

態
に
応

じ
た
適

切
な
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ
ス
提

供
の

流
れ

）
の

作
成

・
普

及
・
早

期
診

断
・
早

期
対

応
の

体
制

整
備

（
認

知
症

初
期

集
中

支
援

チ
ー
ム
の

設
置

な
ど
）

・
地

域
ケ
ア
会

議
の

開
催

支
援

な
ど

○
が

ん
の
早
期
発
見

乳
が

ん
、
子

宮
頸

が
ん
に
つ
い
て
、
特

に
罹

患
率

の
高

い
年

代
の

女
性

の
が

ん
検

診
を
重

点
的

に
推

進

○
が

ん
と
診
断
さ
れ
た
時
か
ら
の
緩
和
ケ
ア
の
推
進

が
ん
に
よ
る
痛

み
緩

和
の

相
談

支
援

の
実

施

○
が

ん
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援

が
ん
な
ど
の

患
者

に
対

す
る
就

労
支

援
な
ど

○
障

害
者

等
の

住
ま
い
（
「
居
場
所
」）
と
社
会
参
加
の
機
会
（「
出
番

」）
の
確

保

・
グ
ル

ー
プ
ホ
ー
ム
な
ど
の

住
ま
い
の

場
の

整
備

促
進

・
障

害
者

の
社

会
参

加
を
支

援
す
る
人

材
の

育
成

・
活

用
（
意

思
疎

通
や

意
思

決
定

の
支

援
）

な
ど

医
療

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
５
か

年
戦

略
の

着
実

な
推

進

認
知

症
施

策
推

進
５
か

年
計

画
の

着
実

な
実

施

が
ん
に
対

す
る
質

の
高

い
医

療
提

供
体

制
の

構
築

○
在
宅
療
養
者
の
不
安
に
応
え
る
在
宅
医
療
連
携
体
制
の
推
進

病
状

が
急

変
し
た
人

や
N
IC
U
退

院
後

の
お
子

さ
ん
な
ど
で
も
必

要
な
医

療
が

受
け
ら
れ

る
在

宅
医

療
の

連
携

体
制

づ
く
り
を
推

進

○
離

れ
た
地

域
に
あ
る
医
療
機
関
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
強
化

へ
き
地

の
「
患

者
輸

送
車

（
艇

）
」
の

運
行

支
援

、
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
の

運
航

体
制

の
強

化
な
ど

地
域

医
療

の
強

化
の

た
め
の

緊
急

対
策

障
害

者
の

日
常

生
活

・
社

会
生

活
支

援
の

た
め
の

体
制

の
整

備

【
実

現
す
る
社

会
】

高 齢 社 会 の 中 で 、

・ ど こ に 住 ん で い て も 適 切 な 医 療 ・ 介 護 サ ー ビ ス が 受 け ら れ る 社 会

・ 地 域 社 会 の 中 で 、 医 療 、 介 護 、 予 防 、 住 ま い 、 生 活 支 援 サ ー ビ ス を

包 括 的 に 受 け る こ と が で き る 社 会
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（待機児童解消策の推進など保育の充実）        【４，６１２億円】 

 ○ 保育所などの受入児童数の拡大（約７万人）を図るとともに、保護者や地域の

実情に応じた多様な保育を提供するため、家庭的保育（保育ママ）（１万人→1.3万人）、

延長保育（58.0万人→60.2万人）、休日・夜間保育（休日：10万人→11万人、夜間：224箇所→252箇

所）、病児・病後児保育（延べ143.7万人→延べ171.8万人）などを充実 

 

 （放課後児童対策の充実）                         【３１７億円】 

 ○ 保育の利用者が就学後に引き続き放課後児童クラブが利用できるよう実施箇所

数を増（26,310箇所→27,029箇所） 

 

（地域子ども・子育て支援基盤の再生）【重点】          【１００億円】 

 

 

 

 

  ①地域子ども・子育て支援事業の機能強化 

   すべての子ども・子育て家庭に対する地域支援機能の強化を図るため、 

   ・ 地域子育て支援拠点事業について、「地域機能強化型」を創設し、①子ども・

子育て家庭が多様な事業や制度などの中から適切な選択を行うことができる

よう情報の集約・提供などの利用者支援を実施するとともに、②世代間交流

や地域ボランティアとの協働など地域との支援・協力関係を構築 

   ・ 一時預かり事業について、「基幹型施設」を創設し、①休日などの開所や②

時間延長を実施 

   

 

平成２５年度厚生労働省概算要求の主な新規施策等 

＜Ⅰ 未来への投資（子ども・子育て支援の強化）＞ 

～ すべての人々のための社会・生活基盤の構築 ～ 

  社会保障と税の一体改革による子ども・子育て新制度の施行に向け、地域の

子ども・子育て支援機能を新しい形で再生させ、子育てしやすい社会の実現とす

べての子どもの育ちを支えるため、以下の取組を推進 
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②児童養護施設等の家庭的養護への転換 

虐待を受けた子どもなど社会的養護が必要な子どもを、地域社会の中で、よ

り家庭的な環境の下で育成するため、小規模グループケア、グループホーム等

の整備を重点的に支援し、児童養護施設等の小規模化・地域分散化を強力に推

進 

 

 

 

 

 

 
 

全員参加型社会の実現 

１．働く「なでしこ」大作戦の推進（女性の活躍促進による経済活性化） 

（女性の活躍促進のための営業大作戦の本格実施）         【６．６億円】 

 ○ 「女性の活躍促進・企業活性化推進営業大作戦」（企業にポジティブ・アクション

への取組を促す直接的な働きかけ）を本格実施しつつ、ポジティブ・アクションの

推進に向けた以下の取組を実施 

  ・ポータルサイトにより、企業の女性の活躍状況の「見える化」を促進 

  ・企業の労使で男女の均等度合いを把握してポジティブ・アクションにつなげる

ためのシステムづくりの支援 

  ・メンターやロールモデルの確保・育成のための企業間のネットワークづくりの

支援 

 

（仕事と育児の両立支援策の推進）                      【７８億円】 

 ○ 育児・介護休業法の周知徹底、期間雇用者の育児休業や短時間勤務の取得など

の好事例の収集・普及、両立支援に取り組む事業主などへの助成、イクメンプロジ

ェクトの拡充による男性の育児休業取得などを促進 

 

（仕事と介護の両立支援策の推進）                【５２百万円】 

 ○ 企業向けの両立支援対応策モデルの構築、周知を図るとともに、両立支援制度

や両立モデルなどを内容とする労働者向けハンドブックの作成などを実施 

 

＜Ⅱ 全員参加型社会、ディーセント・ワークの実現＞ 
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２．「若者雇用戦略」の推進（若者の安定雇用の確保） 

（大学などの新卒者・既卒者に対する就職支援の推進）          【１０６億円】 

 ○ 大学内へのジョブサポーター相談窓口の設置・出張相談の強化などにより新卒

者・既卒者に対する就職支援を推進 

 

（若者と中小企業とのマッチングの強化（「若者応援企業」宣言の実施））【２．７億円】 

○ 中小企業とのマッチングを強化するため、若者の採用・育成に積極的な中小企

業による「若者応援企業」宣言を行う仕組みを構築し、若者応援企業を集めた面

接会やジョブサポーターによる定着支援を実施 

 

３．成長分野などの雇用創出の推進 

（地域雇用創造総合プログラム） 【重点】               【５６億円】 

 ○ 良質かつ安定的な雇用機会の創出に向けた取組を推進するため、次の取組を積

極的に支援 

   ・製造業などの戦略産業を対象として産業政策と一体となって実施する地域の自

主的な雇用創造プロジェクト 

    ・地域資源の調査・分析など雇用創造の取組への準備が必要な地域の雇用創出力

強化 

 

（成長分野における積極的な雇用創出・人材育成・就職支援）     【３.８億円】 

 ○ 日本の「雇用をつくる」人材（グローバルな視点をもって仕事をして成果を出

せる人材、創業・起業や新事業展開を支える人材など）を確保・育成していくため

に、人材像の明確化、確保・育成の手法の開発などを実施 

 
 

ディーセント・ワークの実現 
 

＜「望ましい働き方ビジョン」の実現に向けて（非正規雇用労働者の雇用の安定・処

遇の改善）＞ 

 

（有期・短時間・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト（仮称）の推進）【５８億円】 

 ○ 平成24年３月に策定した「望ましい働き方ビジョン」などを踏まえ、非正規雇

用の労働者の企業内でのキャリア・アップを総合的に支援 
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    ・正規雇用転換、人材育成、処遇改善などに向けたガイドライン策定 

    ・事業主の取組を促進する包括的な助成措置の創設 

    ・ハローワークによる指導援助体制の抜本的な強化 など 

 

（パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進）  【１６億円】 

 ○ パートタイム労働法制の整備を行うとともに、パートタイム労働者の均等・均

衡待遇の確保や、正社員への転換を推進 

    ・パートタイム労働法制の整備、制度の周知 

    ・パートタイム労働法に基づく指導、専門家による相談・援助、助成金による支援 

    ・職務分析・職務評価の導入支援、雇用管理改善のモデル事業の実施 など 

 

 

 

 

 

 
 

＜生活支援戦略（仮称）の着実な実施＞ 【重点】         【１９２億円】 

      一般会計【１４２億円】 

 

 

 

（１）生活困窮者支援モデル事業 

（「包括的」かつ「伴走型」の支援態勢の構築）                 【５５億円】 

 ○ 「包括的」かつ「伴走型」の支援を実施する総合相談支援センター（仮称）の

設置、多様な就労支援や生活支援事業など生活困窮者支援のモデル事業を実施 

 

（２）就労支援 

（生活保護受給者等就職実現プロジェクト（仮称）の創設）          【５０億円】 

 ○ 生活保護受給者やボーダー層など、生活困窮者を広く対象に、自治体とハローワー

クが一体となった就労支援体制を全国的に整備し、早期支援を徹底するなど、就労支

援を抜本的に強化 

＜Ⅲ 貧困・格差対策の強化（重層的セーフティネットの構築）＞ 

 生活困窮者が経済的困窮と社会的孤立から脱却するとともに、親から子への「貧

困の連鎖」を防止するため、今年秋を目処に策定する「生活支援戦略」（仮称）に

基づき、次の取組を推進 
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（３）居住確保支援 

（生活保護受給者への居住支援）                     【５．６億円】 

 ○ 生活保護受給者の地域での自立した生活を支援するため、民間団体などを活用

して生活の見守りを行い、併せて居住支援の一環として代理納付（自治体が受給者

に代わり家賃を納付する形での現物給付の仕組み）を積極的に促進することで、住

まいの選択肢を拡大 

 

（４）子ども・若者支援 

（地域若者サポートステーション（「サポステ」）と学校の連携推進）    【１６億円】 

 ○ サポステと学校の連携体制を構築し、新たに在学生に対するアウトリーチ（訪

問支援）を実施。また、切れ目のない支援を行えるよう、サポステと学校などが

中退者情報を共有し、中退者の支援を強化 

 

（介護福祉士等修学資金貸付の充実）                       【８．３億円】 

 ○ 生活保護世帯の子どもが高校卒業後に介護福祉士養成施設などに就学を希望す

る場合に、授業料などの修学資金に加えて、生活費の一部を貸付け、生活保護世

帯の子どもの自立と生活の安定につながる資格の取得を支援 

 

（ひきこもりの人やその家族への支援）                         【７億円】 

 ○ ひきこもりの人やその家族に対するきめ細かで継続的な相談支援や早期の把握

が可能となるよう、「ひきこもりサポーター」を養成し、市町村によるひきこもり

サポーター派遣事業を実施 

 

 

 

 

 

 

（持続可能で安心できる年金制度の運営）     【１０兆７，５２５億円】 

 ○ 消費税引上げ分を償還財源とするつなぎ公債（年金特例公債）の発行により確

保される財源を活用して、基礎年金国庫負担割合２分の１を維持 

 

＜Ⅳ 年金 ＞ 
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（年金記録に関する紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進）【４５２億円】 

 ○ 被保険者の方々について、紙台帳などとコンピュータ上の年金記録の突合せを

全件行うとともに、平成２４年度中に突合せを終える年金受給者の方々を含め、

その結果について必要なお知らせなどを推進 

 

（厚生年金保険や国民年金の適用・保険料収納対策の取組強化）  【３７億円】 

 ○ 年金制度の安定的な運営と負担の公平を確保するため、厚生年金保険の未適用

事業所の加入促進対策や、国民年金の保険料納付率を向上させる対策の取組を強

化 

 

※ 過去の年金国庫負担繰り延べの返済、年金保険料の事務費への充当の解消については、予算編

成過程で検討 
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＜医療イノベーション５か年戦略の着実な推進＞ 【特別重点】  【４１１億円】 

 

 

 

（１）革新的医薬品・医療機器の創出             【３４１億円】 

（創薬支援ネットワークの構築）                  【４１億円】 

 ○ アカデミアなどの優れた基礎研究の成果を確実に医薬品の実用化につなげるた

め、医薬基盤研究所が中心となって本部機能を担い、理研、産総研や大学などの

創薬関係機関で構成する「創薬支援ネットワーク」を構築 

 

（重点領域の創薬研究開発の推進）                【１３９億円】 

 ○ 「医療イノベーション５か年戦略」に定められた８つの重点領域の有望シーズ

の実用化支援、治験への導出を推進 

  ※ ８つの重点領域：①がん ②難病・希少疾病 ③肝炎 ④感染症 ⑤糖尿病 ⑥脳心血管系疾患  

⑦精神・神経疾患 ⑧小児の先天性疾患など 

  ※ 例えば、がんや難病については以下の取組を実施 

  （がん） 

     ・難治性がんを含む希少がんを中心に、がんペプチドワクチンなどの創薬研究に関し、適応拡

大も含め、国際水準の非臨床試験や医師主導治験を強力に推進 

     ・早期診断を可能とする革新的な診断方法の実用化研究を推進 

      ・がん治療薬について、審査員と研究者が一体となり実用化を推進するとともに、最先端の技

術の有効性と安全性を評価するためのガイドラインを整備 

   （難病） 

       ・難病・希少疾病に対する医薬品・医療機器開発のための臨床研究・医師主導治験等を推進 

       ・再生医療の実用化に向けた研究や患者由来のiPS細胞を用いた難病・希少疾病の原因解析や

＜Ⅰ 医療イノベーション ＞ 

～ どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・ 

介護サービスが受けられる社会の実現 ～ 

 「医療イノベーション５か年戦略」（Ｈ24.6.6 医療イノベーション会議決定）に基

づき、国民が安心して利用できる最新の医療 環境を整備するとともに、日本発の

革新的医薬品・医療機器や再生医療製品などを世界に先駆けて開発し、医療関連市

場の活性化と我が国の経済成長を実現し、積極的に海外市場へ展開するため、次の

取組を推進 
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創薬等に関する研究などを推進 

       ・難病患者の全遺伝子の解析を進め、原因究明や新たな治療法の開発につなげる研究を推進 

 

 
（臨床研究・治験環境の整備）                  【１０４億円】 

   ① 臨床研究中核病院の整備                  【６１億円】 

    臨床研究中核病院を新たに７箇所整備し、難病、小児疾患などの医師主導治験

とネットワーク構築を重点的に推進するとともに、既存の臨床研究中核病院に

ついて、がん・再生医療などの分野で質の高い臨床研究を実施する基盤として

中心的役割を果たすよう体制を強化 

  ②  橋渡し研究などの推進                   【４３億円】 

        国立高度専門医療研究センター（ナショナルセンター）の機能を活用し、産

官学の連携、海外との連携による共同研究、研究所と病院の連携による橋渡し

研究（トランスレーショナルリサーチ）などを推進 

 

 

（審査の合理化・迅速化・質の向上と安全対策の強化など）      【５７億円】 

 ○ 革新的医薬品、医療機器、再生医療製品を創出するため、以下の取組を推進 

  ・医薬品医療機器総合機構（PMDA）で、開発に見通しを与え迅速な実用化を促進

するための薬事戦略相談の拡充、最先端の技術の有効性と安全性を評価するため

のガイドライン作成などの推進 

  ・PMDAで、中小・ベンチャー企業などに対する相談・承認申請手数料の軽減を実

施 

  ・医療機器・再生医療製品の特性を踏まえた薬事法などの制度改正、諸外国との

連携を推進 

 ○ 市販後安全対策を充実するため、電子カルテなどの医療情報の安全対策への利

活用を推進 

 ○ 審査の迅速化と市販後安全対策を充実するため、PMDAの体制を強化 

 

 

（イノベーションの適切な評価）                     【１億円】 

 ○ 疾患毎の費用などを算出するためのデータベースや海外での費用対効果の評価

事例を収集したデータベースを整備し、個別の医療技術の費用対効果の評価やそ

の評価手法などの検討を効果的に推進 
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（２）世界最先端の医療の実現                【６９億円】 

（再生医療の推進）                         【３７億円】 

 ○ 再生医療の実用化に向け、以下の取組を推進 

  ・臨床研究情報ネットワーク基盤やヒト幹細胞の長期保存体制を構築し、臨床研

究体制の基盤を整備 

  ・ヒト幹細胞の腫瘍化リスクなどに対する安全性の確保、機能不全となった組織・

臓器の個別治療法の技術開発やiPS細胞などを用いた創薬の基盤となる技術開

発に関する個別研究を支援 

 ○ 再生医療製品の審査の迅速化を図り、実用化を推進するため、PMDAの審査員と

研究者が一体となり、最先端の技術の有効性と安全性を評価するためのガイドラ

インを策定するとともに、市販後安全対策を充実するため、再生医療製品を使用

した患者の登録システムを構築 
 

（個別化医療(※)の推進）                      【３２億円】 

  ※ 個別化医療：患者一人ひとりの体質や病態にあった有効かつ副作用の少ない治療法、（オーダー

メード医療）や予防法（個別化予防）  

 ① 個別化医療推進のためのインフラ整備と研究の推進       【２７億円】 

    国立高度専門医療研究センター（ナショナルセンター）で、病態の解明や新た

な診断・治療法開発のため、受診患者からバイオリソースや診療情報などを効果

的・効率的に収集し、データベース（バイオバンク）として整備するとともに、

個別化医療の実現に向けた研究開発を推進 

 ② 個別化医療に資する医薬品開発の推進              【５億円】 

    治療薬の効果や副作用を予測し投与が適切な患者を選定することを目的とした

検査薬の開発を推進。特に新薬については、当該検査薬との同時開発・同時審査

を推進 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅱ 安心で質の高い医療・介護サービスの安定的な提供等＞ 
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１．地域医療の強化のための緊急対策 【特別重点】         【１０５億円】 

 

 

（１）在宅医療の充実強化                                    【２３億円】 

（病状急変時の対応などを強化した在宅医療連携体制の推進）     【２０億円】 

 ○ 病状が急変した人やNICU退院後のお子さんなどに対し、多職種が一体となって

医療・介護を提供する体制の確保など、市町村などが中心となって在宅医療・介

護の関係機関間の連携を推進 

 

（小児在宅医療患者の相談支援体制の整備）            【１．１億円】 

  ○ 小児在宅患者の保護者の在宅療養への不安感を解消するため、小児在宅患者の

症状などに応じて療養上の助言やかかりつけ医との調整などを行うための相談支

援体制を整備 

 

（薬局を活用した薬物療法提供体制の強化）               【２億円】 

 ○ 誰もが安心して抗がん剤や麻薬など、使い方の難しい薬を用いた治療や適切な

服薬指導などを在宅で受けられるよう、薬剤師がチーム医療の一員として、訪問

や相談、情報提供をスムーズに行うための体制を整備するなど、地域での適切な

薬物療法を推進 

 

（２）へき地や救急医療でのアクセス強化                 【８２億円】 

 ○ へき地に居住する人を含めて医療を必要とする人が地域の医療資源を確実に利

用できるよう、以下の取組を実施 

  ・無医地区などと近隣医療機関を巡回する「患者輸送車（艇）」の運行に必要な経

費に対し財政支援を実施 

・ドクターヘリの運航に必要な経費や格納庫などの整備について財政支援を実施

するとともに、ドクターヘリ事業従事者の研修を実施 

   また、災害時の患者搬送体制を確保するため、災害拠点病院のヘリポート整備

について財政支援を実施 

 

 「社会保障・税一体改革大綱」（H24.2.17 閣議決定）に基づき、どこに住んでい

ても、その人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる社会の実現に向け、

地域全体にわたって切れ目なく必要な医療を確保するため、特に緊急の対応が求め

られる次の取組を推進  
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２．認知症施策推進５か年計画の着実な実施【特別重点】       【３７億円】 

 

 

（認知症ケアパスの作成・普及）                   

 ○ 認知症の人ができる限り住み慣れた自宅で暮らし続けられるよう、市町村で、

地域の実情に応じて、その地域ごとの認知症ケアパス（状態に応じた適切な医療

や介護サービス提供の流れ）の作成・普及を促進 

 

（認知症の早期診断・早期対応の体制整備（初期集中支援チームの設置など）） 

 ○ 認知症の人とその家族に対する早期診断や早期対応を行うため、看護職員、作

業療法士などの専門家からなる「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援セ

ンターなどに配置。また、いわゆる「身近型認知症疾患医療センター」の機能に

ついて、認知症サポート医の活動状況なども含めた調査を行い検証を実施 

 

（地域での生活を支える医療・介護サービスの構築） 

 ○ 医療・介護サービス従事者の認知症対応力の向上とその活用を図るため、以下

の取組を推進 

   ・一般病院や介護保険施設などの職員に対して行動・心理症状などで対応困難な事例に

関するアドバイスや研修を実施 

   ・「グループホーム」「小規模多機能型居宅介護」の事業所などが、在宅で生活する認知

症の人やその家族への相談や支援を実施 

 

（地域での日常生活・家族の支援の強化）                       

 ○ 認知症の人の地域での日常生活とその家族への支援を行う以下のような市町村

の取組を支援 

  ・認知症地域支援推進員を配置し、各種サービスのネットワークの構築による効果的な

支援の実施 

  ・高齢者の虐待防止のための対応マニュアルの作成やネットワークの構築の推進 

  ・市民後見人の育成や、地域での市民後見活動の仕組みづくり 

  ・認知症に関する知識の習得や情報交換を行う「家族教室」や誰もが参加し集う場であ

る「認知症カフェ」などでの認知症の人とその家族の支援 

 

 今後、対象者の増加が見込まれる認知症高齢者施策について、全国の自治体で認

知症の人とその家族の支援体制を緊急かつ計画的に整備するため、次の取組を推進
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（医療・介護サービスを担う人材の育成）                        

 ○ 市町村で認知症ケアに携わる医療、介護従事者の双方が共通して理解しておく

べき基礎的知識に関する研修など、認知症ケアに携わる多職種の協働研修などを

実施 

 

（地域ケア会議の開催支援）                                  

 ○ 医療、介護の専門家など多職種が協働してケア方針を検討し、高齢者の自立支援、

認知症の人の地域支援などを推進する「地域ケア会議」の普及・定着を促進 
 

３．がんに対する質の高い医療提供体制の構築【特別重点】  【１２９億円】 

 

 

 

 

（がんの早期発見）                          【１１６億円】 

 ○ 死亡率が上昇している女性特有のがんの早期発見のため、子宮頸がん検診につ

いて、細胞診に加えて新たにＨＰＶ検診を３０代の女性に実施するなど、特に罹

患率の高い年代の女性の乳がん・子宮頸がん検診を重点的に実施 

 

（がんと診断された時からの緩和ケアの推進）            【８．２億円】 

  ○ がんと診断された時から切れ目のない緩和ケアが提供されるよう、以下の取組

を実施 

  ・がん診療連携拠点病院などでがん性疼痛緩和に係る相談支援などを実施 

  ・重度のがん性疾患が発症した場合に緊急かつ徹底した治療を実施するための病

床の確保などを行う緩和ケアセンターの整備 

 

（がん患者などの治療と職業生活の両立）              【５．１億円】 

 ○ 就労継続を希望するがん患者などに対し、がん診療連携拠点病院などの相談窓

口で社労士や産業カウンセラーなどを配置し、「治療と職業生活の両立」に関する

各種相談や適切な情報提供を行うとともに、就労支援機関などとの連携を強化 

 

 

 

 「がん対策推進基本計画」（閣議決定、H24.6 改定)に基づき、がんに対する質の

高い医療提供体制を構築し、がんによる死亡率を減少させるため、特に対策の充実

を図ることが必要な次の取組を推進 
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４．安全で安心できる水道水の供給に向けた高度浄水処理の推進【重点】【３０億円】 

 ○ 有機化学物質や病原性原虫などによる水質汚染への対処の必要性が高まる中、

平成２４年５月に利根川水系でホルムアルデヒドによる水質汚染事故も発生した

ことから、同様の水質汚染事故の未然防止などを図るため、緊急的に市町村での

高度浄水施設の整備を推進 

 

５．違法ドラッグ対策の強化                 【２．５億円】 

 ○ 社会問題化している違法ドラッグの乱用を食い止めるため、指定薬物や麻薬に

指定されていない新たな化学物質の指定の迅速化、類似の化学物質を包括的に指

定する仕組みを見据えた分析体制の充実強化、乱用防止のための情報の収集・提

供や啓発などの取組を強化 

 

６．カネミ油症患者に対する新たな総合的な支援策の実施     【６．３億円】 

 ○ ダイオキシン類の直接の経口摂取による健康被害という特殊性から、油症患者

の健康実態調査を実施し、健康調査支援金（一人当たり19万円）を支給するとと

もに、研究・検診・相談事業を推進 

 

 

 

 

 

 
（障害者の日常生活・社会生活支援のための体制の整備～障害者の「居場所」と「出

番」のある「全員参加型」の共生社会の実現～ ）【重点】          【１２０億円】 

 

 

 

 

 

   ①住まいの確保（「居場所」） 

     グループホームなどの「住まいの場」の整備促進、発達障害を含む障害児に対

する身近な地域での支援を強化する拠点となる児童発達支援センターの整備促

進や、小規模グループによる療育ケアの推進 

＜Ⅲ 障害者施策＞ 

 「障害者総合支援法」の理念に基づき、障害者等が当たり前に地域で暮らし、

社会参加できる共生社会の実現に向け、障害者等の住まい（「居場所」）と社会参

加の機会（「出番」）を確保するため、以下の取組を推進 
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   ②社会参加の機会の確保（「出番」） 

    障害者の社会参加を支援するため、意思疎通支援を行う人材や意思決定支援を

行う後見業務を適正に担うことができる人材など、障害者の地域生活の支援を担

うことができる人材の育成・活用などを実施 
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進
し
、
医
師
主
導
治
験
な
ど
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
医
療
へ
の
実
用
化
を
図
る
。
ま
た
、
iP
S細

胞
を
用
い
た
再
生
医
療
技
術

を
応

用
し
、
難

病
の

原
因

解
析

に
つ
い
て
取

り
組

む
と
共

に
、
重

篤
な
患

者
に
対

し
て
は

、
新

た
な
治

療
法

等
の

開
発

に
向

け
、
適

切
な
遺

伝
子

検
査

提
供

体
制

の
構

築
等

に
取

り
組

む
。

41
1

地
域
医
療
の
強
化
の
た
め
の
緊
急
対

策

「
社

会
保

障
・
税

一
体

改
革

大
綱

」
（
H
2
4
.2
.1
7
閣

議
決

定
）
に
基

づ
き
、
ど
こ
に
住

ん
で
い
て
も
、
そ
の

人
に
と
っ
て
適

切
な
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ
ス
が

受
け
ら
れ

る
社

会
の

実
現

に
向

け
、
地

域
全

体
に
わ

た
っ
て
切

れ
目

な
く
必

要
な
医

療
を
確

保
す
る
た
め
、
特

に
緊

急
の

対
応

が
求

め
ら
れ

る
次

の
取

組
を
推

進
す
る
。

①
在

宅
医

療
の

充
実

強
化

比
較

的
状

態
の

安
定

し
た
高

齢
者

に
加

え
、
在

宅
療

養
中

に
病

状
が
急
変
し
た
人
や
Ｎ
ＩＣ

Ｕ
退
院
後
の
子
ど
も
な
ど
に
も
対
応

で
き
る
よ
う
、
地

域
に
お
け
る
在

宅
医

療
の

連
携

体
制

を
構

築

②
へ
き
地
や
救
急
医
療
に
お
け
る
ア
ク
セ
ス
強
化

へ
き
地

に
居

住
す
る
人

を
含

め
て
医

療
を
必

要
と
す
る
人

が
地

域
の

医
療

資
源

を
確

実
に
利

用
で
き
る
よ
う
、
へ

き
地

の
「
患

者
輸

送
車

（
艇

）
」
の

運
行

支
援

や
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
の

運
航

体
制

の
強

化
に
よ
り
、
へ

き
地

や
救

急
医

療
で
の

医
療

機
関

へ
の

ア
ク
セ
ス
を

強
化

10
5

平
成
25

年
度

概
算

要
求

の
特

別
重

点
要

求
・
重

点
要

求
施

策
一

覧

－24－
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事
項

事
業

内
容

等
25

年
度

要
求
額

(億
円
)

認
知
症
施
策
推
進
５
か
年
計
画
の
着

実
な
実
施

「
認

知
症

施
策

推
進

５
か

年
計

画
」
に
基

づ
き
、
今

後
、
対

象
者

の
増

加
が

見
込

ま
れ

る
認

知
症

高
齢

者
施

策
に
つ
い
て
、
全

国
の

自
治

体
で
認

知
症

の
人

と
そ
の

家
族

の
支

援
体

制
を
緊

急
か

つ
計

画
的
に
整
備
す
る
た
め
、
次
の
取
組
を
推
進
す
る
。

①
認

知
症

ケ
ア
パ

ス
（
状

態
に
応

じ
た
適

切
な
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ
ス
提

供
の

流
れ

）
の

作
成

・
普

及
②

認
知

症
の

早
期

診
断

・
早

期
対

応
の

体
制

整
備

（
認

知
症

初
期

集
中
支
援
チ
ー
ム
の
設
置

な
ど
）

③
地

域
で
の

生
活

を
支

え
る
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ
ス
の

構
築

（
一

般
病

院
や

介
護

保
険

施
設

等
で
の

認
知

症
対

応
力

向
上

推
進

な
ど
）

④
地

域
で
の

日
常

生
活

・
家

族
の

支
援

の
強

化
や

医
療

・
介

護
サ

ー
ビ
ス
を
担

う
人

材
の

育
成

（
認

知
症

地
域

支
援

推
進

員
の

設
置

促
進

・
市

民
後

見
人

の
育

成
と
そ
の

活
動

支
援

な
ど
）

⑤
地

域
ケ
ア
会

議
の

開
催

支
援

37

が
ん
に
対
す
る
質
の
高
い
医
療
提
供

体
制
の
構
築

「
が

ん
対

策
推

進
基

本
計

画
」
（
閣

議
決

定
、
H2

4.
6改

定
)に

基
づ
き
、
が
ん
に
対
す
る
質
の
高
い
医
療
提
供
体
制
を
構
築
し
、
が
ん

に
よ
る
死

亡
率

を
減

少
さ
せ

る
た
め
、
特

に
対

策
の

充
実

を
図

る
こ
と
が

必
要

な
次

の
取

組
を
推

進
す
る
。

①
が
ん
の
早
期
発
見

死
亡
率
が
上
昇
し
て
い
る
乳
が
ん
、
子
宮
頸
が
ん
に
つ
い
て
、
特
に
罹
患
率
の
高
い
年
代
の
女
性
の
が
ん
検
診
を
重
点
的
に
推
進

②
が
ん
と
診
断
さ
れ
た
時
か
ら
の
緩
和
ケ
ア
の
推
進

が
ん
と
診
断
さ
れ
た
時
か
ら
緩
和
ケ
ア
が
提
供
さ
れ
る
よ
う
、
が
ん
診
療
連
携
拠
点
病
院
な
ど
で
が
ん
性
疼
痛
緩
和
に
か
か
る
相

談
支
援
な
ど
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
緩
和
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
の
整
備
、
緊
急
緩
和
ケ
ア
病
床
の
確
保
な
ど
を
実
施

③
が
ん
患
者
な
ど
の
治
療
と
職
業
生
活
の
両
立

働
く
世

代
が

治
療

を
行

い
な
が

ら
就

労
を
維

持
す
る
環

境
整

備
を
行

う
た
め
、
が

ん
等

の
長

期
に
治

療
等

が
必

要
な
疾

病
を
抱

え
た
患

者
に
対

す
る
就

労
支

援
を
実

施

12
9

【
重

点
要

求
】

障
害
者
の
日
常
生
活
・社

会
生
活
支

援
の
た
め
の
体
制
の
整
備
（
障
害
者

の
「
居
場
所
」
と
「
出
番
」
の
あ
る

「
全
員
参
加
型
」
の
共
生
社
会
の
実

現
）

「
障

害
者

総
合

支
援

法
」
の

理
念

に
基

づ
き
、
障

害
者

等
が

当
た
り
前

に
地

域
で
暮

ら
し
、
社

会
参

加
で
き
る
共

生
社

会
の

実
現

に
向

け
、
障

害
者

等
の

住
ま
い
（
「
居

場
所

」
）
と
社

会
参

加
の

機
会

（
「
出

番
」
）
と
を
確

保
す
る
た
め
、
次

の
取

組
を
推

進
す
る
。

①
住

ま
い
の

確
保

（
「
居

場
所

」
）

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
な
ど
の
「
住
ま
い
の
場
」
の
整
備
促
進
、
発
達
障
害
を
含
む
障
害
児
が
身
近
な
地
域
に
お
け
る
支
援
体
制
強
化

の
拠
点
と
な
る
児
童
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
の
整
備
促
進
や
、
小
規
模
グ
ル
ー
プ
に
よ
る
療
育
ケ
ア
の
推
進

②
社

会
参

加
の

機
会

の
確

保
（
「
出

番
」
）

障
害

者
の

社
会

参
加

を
支

援
す
る
た
め
、
意

思
疎

通
支

援
を
行

う
人

材
や

意
思

決
定

支
援

を
行

う
後

見
業

務
を
適

正
に
担

う
こ
と

が
で
き
る
人

材
な
ど
、
障

害
者

の
地

域
生

活
の

支
援

を
担

う
こ
と
が

で
き
る
人

材
の

育
成

・
活

用
な
ど
を
実

施

12
0

－25－
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厚
生
労
働
省
合
計

１
，
０
８
８
億

円

事
項

事
業

内
容

等
25

年
度

要
求
額

(億
円
)

地
域
子
ど
も
・子

育
て
支
援
基
盤
の

再
生

社
会

保
障

と
税

の
一

体
改

革
に
よ
る
子

ど
も
・
子

育
て
新

制
度

の
施

行
に
向
け
、
地
域
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
機
能
を
新
し
い
形

で
再

生
さ
せ

、
子

育
て
し
や

す
い
社

会
の

実
現

と
、
す
べ

て
の

子
ど
も
の
育
ち
を
支
え
る
た
め
、
次
の
取
組
を
推
進
す
る
。

①
地

域
子

ど
も
・
子

育
て
支

援
事

業
の

機
能

強
化

す
べ

て
の

子
ど
も
・
子

育
て
家

庭
に
対

す
る
地

域
支

援
機

能
の

強
化

を
図

る
た
め
、
以

下
の

事
業

を
実

施
・
地

域
子

育
て
支

援
拠

点
事

業
に
つ
い
て
、
「
地

域
機

能
強

化
型

」
を
創

設
し
、
①

子
ど
も
・
子

育
て
家

庭
が

多
様

な
事

業
や

制
度

な
ど

の
中

か
ら
適

切
な
選

択
を
行

う
こ
と
が

で
き
る
よ
う
情

報
の

集
約

・
提

供
な
ど
の

利
用

者
支

援
を
実

施
す
る
と
と
も
に
、
②

世
代

間
交

流
や

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
の

協
働

な
ど
地

域
と
の

支
援

・
協

力
関

係
を
構

築
・
一

時
預

か
り
事

業
に
つ
い
て
、
「
基

幹
型

施
設

」
を
創

設
し
、
①

休
日

な
ど
の

開
所

や
②

時
間

延
長

を
実

施

②
児

童
養

護
施

設
等

の
家

庭
的

養
護

へ
の

転
換

虐
待

を
受

け
た
子

ど
も
な
ど
社

会
的

養
護

が
必

要
な
子

ど
も
を
、
地

域
社
会
の
中
で
、
よ
り
家
庭
的
な
環
境
の
下
で
育
成

す
る
た
め
、

小
規

模
グ
ル

ー
プ
ケ
ア
、
グ
ル

ー
プ
ホ
ー
ム
等

の
整

備
を
重

点
的

に
支

援
し
、
児
童
養
護
施
設
等
の
小
規
模
化
・
地
域
分
散
化
を
強
力

に
推

進

10
0

生
活
支
援
戦
略
の
着
実
な
実
施

生
活

困
窮

者
が

経
済

的
困

窮
と
社

会
的

孤
立

か
ら
脱

却
す
る
と
と
も
に
、
親

か
ら
子

へ
の

「
貧

困
の

連
鎖

」
を
防

止
す
る
た
め
、
今

年
秋

を
目

処
に
策

定
す
る
「
生

活
支

援
戦

略
」
（
仮

称
）
に
基

づ
き
、
次

の
取

組
を
推

進
す
る
。

①
生
活
困
窮
者
支
援
モ
デ
ル
事
業

・
「
包

括
的

」
か

つ
「
伴

走
型

」
の

支
援

を
行

う
総

合
相

談
支

援
セ
ン
タ
ー
（
仮

称
）
の

設
置

な
ど
の

モ
デ
ル

事
業

を
実

施
②

就
労

支
援

・
生

活
保

護
受

給
者

等
就

職
実

現
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
仮

称
）
の

創
設

に
よ
り
就

労
支

援
を
抜

本
強

化
③

居
住

確
保

支
援

・
生

活
保

護
受

給
者

へ
の

居
住

支
援

④
子

ど
も
・
若

者
支

援
・
地

域
若

者
サ

ポ
ー
ト
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（
「
サ

ポ
ス
テ
」
）
と
学

校
の

連
携

推
進

・
介

護
福

祉
士

等
修

学
資

金
貸

付
事

業
の

拡
充

・
ひ
き
こ
も
り
サ

ポ
ー
タ
ー
の

養
成

・
派

遣

14
2

地
域
雇
用
創
造
総
合
プ
ロ
グ
ラ
ム

良
質

か
つ
安

定
的

な
雇

用
機

会
の

創
出

に
向

け
た
取

組
を
推

進
す
る
た
め
、
次
の
取
組
を
積
極
的
に
支
援
す
る
。

・
製

造
業

な
ど
の

戦
略

産
業

を
対

象
と
し
て
産

業
政

策
と
一

体
と
な
っ
て
実
施
す
る
地
域
の
自
主
的
な
雇
用
創
造
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参

加
す
る
企

業
に
低

利
融

資
を
行

う
た
め
の

利
子
補
給
を
含
む
）

・
地

域
資

源
の

調
査

・
分

析
な
ど
雇

用
創

造
の

取
組

へ
の

準
備

が
必

要
な
地

域
の

雇
用

創
出

力
強

化

14

安
全
で
安
心
で
き
る
水
道
水
の
供
給

に
向
け
た
高
度
浄
水
処
理
の
推
進

有
機

化
学

物
質

や
病

原
性

原
虫

な
ど
に
よ
る
水

質
汚

染
へ

の
対

処
の

必
要

性
が

高
ま
る
中

、
平

成
２
４
年

５
月

に
利

根
川

水
系

で
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド
に
よ
る
水
質
汚
染
事
故
も
発
生
し
た
こ
と
か
ら
、
同
様
の
水
質
汚
染
事
故
を
未
然
に
防
止
し
、
水
道
水
の
安
全
性
の

確
保

、
安

定
供

給
を
図

る
た
め
、
緊

急
的

に
市

町
村

で
の

高
度

浄
水

施
設

の
整

備
を
推

進
30

－26－
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事
項

事
業

内
容

25
年

度
要

求
額

（
億
円
）

＜
第
１

地
域
に
お
け
る
暮
ら
し
の
再
生
＞

（
被
災
者
・被

災
施
設
の
支
援
）

①
災
害
救
助
法
に
よ
る
災
害
救
助

被
災
者
の
方
々
に
供
与
し
て
い
る
応
急
仮
設
住
宅
の
延
長
な
ど
に
伴
う
経
費
を
負
担
す
る
。

64
8

②
介
護
な
ど
の
サ
ポ
ー
ト
拠
点
に
対
す
る

支
援

応
急
仮
設
住
宅
に
入
居
さ
れ
た
高
齢
者
な
ど
の
日
常
生
活
を
支
え
る
「
サ
ポ
ー
ト
拠
点
」
（
総
合

相
談

支
援

、
地

域
交

流
な
ど
）
の

設
置

・
運

営
の

支
援

を
引

き
続

き
行

う
。

30

③
被
災
地
心
の
ケ
ア
支
援
体
制
の
整
備

被
災

地
に
設

置
し
た
「
心

の
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
」
に
お
い
て
、
訪

問
相

談
や

医
療

の
提

供
支

援
な
ど

心
の

ケ
ア
体

制
の

整
備

等
の

支
援

を
引

き
続

き
行

う
。

18

④
社
会
的
包
摂
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
相
談
支
援

事
業

電
話

相
談

窓
口

や
地

域
支

援
セ
ン
タ
ー
の

設
置

な
ど
、
被

災
者

の
方

々
を
は

じ
め
と
し
て
、
暮

ら
し

に
く
さ
を
抱

え
て
い
る
方

々
の

悩
み

を
傾

聴
し
、
支

援
策

の
紹

介
や

寄
り
添

い
支

援
を
行

う
。

16

⑤
警

戒
区
域
な
ど
で
の
医
療
・介

護
・

障
害
福
祉
制
度
の
特
別
措
置

現
在

、
警

戒
区

域
な
ど
の

住
民

の
方

々
に
つ
い
て
、
医

療
保

険
・
介

護
保

険
・
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

一
部

負
担

金
（
利

用
者

負
担

）
や

保
険

料
の

免
除

な
ど
の

措
置

を
講

じ
た
保

険
者

な
ど
に

対
す
る
財

政
支

援
を
実

施
し
て
い
る
が

、
平

成
25

年
度

の
取

扱
い
に
つ
い
て
は

、
予

算
編

成
過

程
で
検

討
す
る
。

14
2

⑥
児
童
福
祉
施
設
、
介
護
施
設
、
障
害
福

祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
、
保
健
衛
生
施
設

等
の
災
害
復
旧
に
対
す
る
支
援

被
災

し
た
各

種
施

設
等

（
自

治
体

の
復

興
計

画
上

、
２
５
年

度
に
復

旧
予

定
の

も
の

）
の

復
旧

に
対
す
る
財
政
支
援
を
行
う
。

10
7

⑦
水
道
施
設
の
復
旧
・復

興
津

波
等

で
甚

大
な
被

害
を
受

け
た
地

域
で
、
都

市
計

画
の

見
直

し
を
伴

う
な
ど
、
通

常
の

原
形

復
旧
で
は
対
応
で
き
な
い
水
道
施
設
の
復
旧
・
復
興
を
図
る
。

20
0

（
雇
用
の
確
保
）

⑧
震
災
等
緊
急
雇
用
対
応
事
業
の
拡
充

被
災

さ
れ

た
方

々
の

当
面

の
雇

用
の

場
を
確

保
し
、
生

活
の

安
定

を
図

る
と
と
も
に
、
全

国
各

地
に
避
難
し
て
い
る
被
災
者
の
帰
還
を
支
援
す
る
た
め
、
震
災
等
緊
急
雇
用
対
応
事
業
の
基
金
を

積
み
増
す
と
と
も
に
実
施
期
間
を
延
長
す
る
。

50
0

⑨
被
災
新
卒
者
等
に
対
す
る
就
職
支
援

の
推

進
被

災
地

域
の

就
職

環
境

が
厳

し
い
状

況
で
あ
る
こ
と
を
踏

ま
え
、
ジ
ョ
ブ
サ

ポ
ー
タ
ー
を
活

用
し
、

被
災

新
卒

者
等

の
就

職
の

促
進

を
図

る
。

2.
1

⑩
求
職
者
支
援
制
度
に
よ
る
支
援

「
求

職
者

支
援

制
度

」
に
よ
り
、
雇

用
保

険
を
受

給
で
き
な
い
求

職
者

に
対

し
、
新

た
な
技

術
や

知
識
を
身
に
つ
け
る
た
め
の
職
業
訓
練
を
実
施
し
、
訓
練
期
間
中
の
生
活
を
支
援
す
る
た
め

の
給
付
金
の
支
給
を
行
う
。

36

東
日

本
大

震
災

か
ら
の

復
興

に
向

け
た
主

な
施

策
※

復
興
庁
で
計
上
さ
れ
る
経
費

※ ※ ※ ※ ※ ※ ※※ ※
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事
項

事
業

内
容

25
年

度
要

求
額

（
億
円
）

（
被
災
地
域
の
臨
床
研
究
な
ど
の
支
援
）

⑪
被
災
地
域
の
復
興
に
向
け
た
医
薬
品
・

医
療
機
器
の
実
用
化
支
援

革
新
的
な
医
薬
品
・
医
療
機
器
の
創
出
、
産
業
の
発
展
や
雇
用
の
創
出
を
通
じ
た
復
興
の
た
め
、

被
災

地
域

で
の

大
学

、
研

究
機

関
発

の
シ
ー
ズ
開
発

を
後

押
し
し
、
臨

床
研

究
・
医

師
主

導
治

験
を
支

援
す
る
。

10

＜
第

２
原

子
力
災
害
か
ら
の
復
興
＞

⑫
食
品
中
の
放
射
性
物
質
対
策
の
推
進

食
品

中
の

放
射

性
物

質
の

安
全

対
策

を
推

進
す
る
た
め
、
新

た
に
設

定
し
た
基

準
値

に
つ
い
て
、

食
品
の
汚
染
状
況
等
を
調
査
し
継
続
的
に
検
証
す
る
と
と
も
に
、
流
通
段
階
で
の
買
上
調
査
な
ど

を
行
う
。
ま
た
、
各
自
治
体
が
行
う
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
検
査
機
器
の
整
備
な
ど
に
対
す
る
補
助
を
行
う
。

4.
3

＜
第
３

今
後
の
災
害
へ
の
備
え
＞

⑬
医
療
情
報
連
携
・保

全
基
盤
の
整
備

医
療

機
関

の
主

要
な
診

療
デ
ー
タ
を
外

部
保

存
し
、
災

害
時

に
バ

ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
と
と
も
に
、
連

携
医
療
機
関
相
互
で
デ
ー
タ
の
閲
覧
を
可
能
と
す
る
。

9.
5

⑭
国
立
病
院
機
構
の
災
害
対
応
設
備
の

充
実

・強
化

国
立
病
院
機
構
の
災
害
拠
点
病
院
に
つ
い
て
、
災
害
に
強
い
次
世
代
型
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
の

構
築

や
自

家
発

電
設

備
の

更
新

・
増

設
を
実

施
す
る
。

20
5

⑮
災
害
時
に
拠
点
と
な
る
薬
局
の
整
備

災
害
時
に
医
薬
品
な
ど
の
供
給
や
支
援
薬
剤
師
受
け
入
れ
の
拠
点
と
な
る
薬
局
の
設
備
を
整
備

す
る
。

5

⑯
災
害
時
に
拠
点
と
な
る
血
液
セ
ン
タ
ー

の
整

備
災

害
時

に
血

液
製

剤
を
供

給
す
る
た
め
の

拠
点

と
な
る
血

液
セ
ン
タ
ー
の

設
備

を
整

備
す
る
。

4.
9

⑰
福
祉
避
難
所
の
設
置
促
進

災
害
時
に
災
害
時
要
援
護
者
へ
の
配
慮
が
行
わ
れ
る
福
祉
避
難
所
に
つ
い
て
、
市
町
村
で
円
滑

に
指
定
等
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
短
期
間
に
重
点
的
に
財
政
支
援
を
行
う
。

19

⑱
水
道
施
設
の
防
災
対
策

大
震

災
の

切
迫

性
が

高
い
と
想

定
さ
れ

る
地

域
で
の

水
道

の
耐

震
化

を
推

進
す
る
。

25
6

（
参

考
）

東
日

本
大

震
災

復
興

特
別

会
計

合
計

２
，

３
７
６
億

円
（
内
訳
）

（
厚
生
労
働
省
計
上
分
合
計

６
５
９
億
円
）

（
復

興
庁

計
上

分
合

計
１，

７
１７

億
円

）

※

－28－
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Ⅲ 主 要 事 項 
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（１）待機児童解消策の推進など保育の充実      ４，６１２億円（４，３０４億円） 

待機児童の解消を図るため、保育所などの受入児童数の拡大（約７万人）を図ると

ともに、保護者や地域の実情に応じた多様な保育を提供するため、家庭的保育（保育

ママ）（１万人→1.3 万人）、延長保育（58.0 万人→60.2 万人）、休日・夜間保育（休日：

10 万人→11 万人、夜間：224 箇所→252 箇所）、病児・病後児保育（延べ 143.7 万人→

延べ 171.8 万人）などの充実を図る。 
 

（２）放課後児童対策の充実                           ３１７億円（３０８億円） 

保育の利用者が就学後に引き続き放課後児童クラブが利用できるよう、箇所数の増

（26,310 箇所→27,029 箇所）を図る。 

 
（３）地域の子育て支援の充実（一部重点）           ３４４億円（３０７億円） 

すべての子育て家庭を対象とした様々な子育て支援事業を推進するため、市町村に交

付金を交付する。 

特に、地域の子ども・子育て支援の機能強化を図るため、地域子育て支援拠点事業に

ついて、子育て家庭が多様な事業や給付の中から適切な選択を行うことができるよう情

報の集約・提供などの利用者支援を行うとともに、世代間交流や地域ボランティアとの

協働など地域との協力体制を強化した「地域機能強化型」を創設する。 

また、一時預かり事業について、子育て家庭の切実なニーズに対応し、休日などの開

所や通常の開所時間を超えて時間延長を行う「基幹型施設」を創設する。 

 

（４）児童福祉施設などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上））    ３７億円 

東日本大震災で被災した児童福祉施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成 25

年度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 
 

 

第１ 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備 

すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもの健やかな育ちを社会全体で支援

するため、子育てに係る支援策を充実させるなど、総合的な子ども・子育て支援を推進する。 

～すべての人々のための社会・生活基盤の構築～ 

１ 待機児童の解消などに向けた取組   ５，３１０億円（４，９１９億円）

－30－
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次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するため、児童手当の支給に必要な額を

確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）児童虐待防止対策の推進、社会的養護の充実    ９３２億円（９１５億円） 

①児童虐待防止対策の推進 

児童相談所などの専門性の確保・向上を図り、相談機能を強化するとともに、未

成年後見人制度の普及促進などを図る。 

 

②家庭的養護の推進 

家庭的養護への転換を図るため、里親・ファミリーホームへの委託を推進すると

ともに、既存の建物の賃借料の支援（月額 10 万円）により小規模グループケアや地

域小規模児童養護施設などでの養護を推進する。 

 

③被虐待児童などへの支援の充実 

児童家庭支援センターなどにより、在宅の子どもや保護者の虐待などに関する相

談・支援を行うとともに、児童養護施設の心理療法担当職員の配置の推進、母子生活

支援施設の特別生活指導費加算や保育士配置の充実を図る。 

 

④要保護児童の自立支援の充実【一部新規】 

児童養護施設などの措置を延長した大学進学者などに対して、入学時の支度費を

含め、特別育成費を支給するとともに、措置解除時に自立生活支度費などを支給する。

また、中卒・高校中退などの児童にも、自立に役立つ資格取得に必要な経費を支給す

る。 

 

３ 児童虐待・DV 対策、社会的養護の充実 

９８９億円（９６３億円）

２ 児童手当制度          １兆４，３１１億円（１兆４，５８５億円） 
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（２）児童養護施設などの家庭的養護への転換を図るための施設整備の充実（一

部重点）                                ３６億円（２７億円） 

児童養護施設などの小規模化・地域分散化を通じ、家庭的養護への転換を強力に推進

するため、各都道府県で策定する小規模化などの計画に基づく施設整備を評価した上で、

小規模グループケアや地域小規模児童養護施設などの整備を重点的に支援する。 

 

（３）配偶者からの暴力（DV）防止                        ４３億円（４３億円） 

配偶者からの暴力（DV）被害者に対して、婦人相談所などで行う相談、保護、自立

支援などの取組を推進する。 
 
 
 
 

 

 

 

 

（１）ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進             ３９億円（３７億円） 

母子家庭の母などへの就業支援、養育費の確保や面会交流の支援など総合的な自立

支援施策を推進する。また、高等技能訓練促進費等事業などについて、新たに父子家

庭の父を対象に加える。 
 

（２）自立を促進するための経済的支援         １，８５３億円（１，８１９億円） 

ひとり親家庭の自立を支援するため、児童扶養手当を支給する。また、母子家庭な

どの自立を促進するため、技能取得などに必要な資金の貸付けを行う母子寡婦福祉貸

付金による経済的支援を行う。 
 
（３）女性の就業希望の実現（再掲・３４ページ参照）        ２４億円（２３億円） 
 
 
 
 
 
 

（１）不妊治療などへの支援【一部新規】                  ９４億円（１０５億円） 

医療保険が適用されず、高額の治療費がかかる配偶者間の不妊治療に必要な費用の

５ 母子保健医療対策の推進             ２６２億円（２７１億円） 

４ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 

１，９１７億円（１，８８０億円）
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一部を助成し、経済的負担の軽減を図るとともに、不育症に悩む人への相談体制の充

実を図る。 

また、離島振興法の改正に伴い、離島に居住する妊婦の健康診査を受診するための

交通費などの支援を行う。 

 

（２）小児の慢性疾患などへの支援                    １６５億円（１６４億円） 

小児期に小児がんなどの特定の疾患に罹患し、長期間の療養を必要とする児童など

の健全育成を図るため、その治療の確立と普及を図り、併せて患者家庭の医療費の負

担を軽減する（小児慢性特定疾患治療研究事業）。なお、難病対策に係る検討（75 ペー

ジ参照）と併せ、当該事業の在り方について、予算編成過程で検討する。 
また、未熟児の養育医療費の給付などを行う。 

 

 

 

 

 
 

 
 

６ 仕事と育児の両立支援策の推進（再掲・３４ページ参照） 

    ７８億円（９２億円）
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（１）女性の活躍促進のための営業大作戦の本格実施【一部新規】 

     ６．６億円（５．７億円） 

企業のポジティブ・アクションの取組を促進するため、「女性の活躍促進・企業活性

化推進営業大作戦」の本格実施により、企業に直接働きかける。また、専用ポータル

サイトでの開示などによる女性の活躍状況の「見える化」を促進するとともに、企業

の労使で男女の均等度合いを把握してポジティブ・アクションにつなげるためのシス

テムづくり（格差の見える化）や、メンター（※1）やロールモデル（※2）の確保・

育成が困難な企業がネットワークをつくることによる女性の相互研鑽、研修などを行

う仕組みづくりを支援する。 

※1メンター：後輩から相談を受け、その問題をサポートする人物 

※2ロールモデル：豊富な職務経験を持ち模範となる人物 

 

（２）女性の就業希望の実現                             ２４億円（２３億円） 

子育て中の女性などがその能力を発揮できる職場を確保できるよう、実施拠点を拡

充するなど、マザーズハローワーク事業の一層の強化などを図る。 

 

（３）仕事と育児の両立支援策の推進【一部新規】           ７８億円（９２億円） 
仕事と育児の両立を実現するため、育児・介護休業法の周知徹底、期間雇用者の育

児休業や短時間勤務の取得などに関する好事例の収集・普及などを行うとともに、両

立支援に取り組む事業主などへの助成を行う。また、イクメンプロジェクトの拡充な

どにより、男性の育児休業の取得を促進する。 

第２ 「全員参加型社会」の実現に向けた雇用・生活安定 

の確保 

分厚い中間層の復活を目指し、労働市場への「参加保障」の理念により、できる限り多くの

人が働きがいのある人間らしい仕事ができるよう、若者の安定雇用の確保、女性の活躍促

進、障害者・高齢者の就労促進、成長分野などでの雇用創出、人材の育成の推進、就職困難

者などすべての求職者の就労に向けた重層的なセーフティネットの構築、震災復興のための

雇用対策により、「全員参加型社会」の実現を図る。  

１ 働く「なでしこ」大作戦の推進（女性の活躍促進による経済活性

化）                         １８７億円（１４９億円） 
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なお、事業所内保育施設設置・運営等支援助成金については、平成 24 年６月に実施

した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結果などに基づき、助成内容や支

給要件などの抜本的見直しを行う。 

 

（４）仕事と介護の両立支援策の推進【新規】                     ５２百万円 

労働者の仕事と介護の両立を支援し、継続就業を促進するため、企業向けの両立支

援対応策モデルを構築し、その周知を図るとともに、両立支援制度や両立モデルなど

を内容とする労働者向けハンドブックの作成、シンポジウムの開催などを行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

（５）パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進【一部新規】

（再掲・４３ページ参照）                       １６億円（２５億円） 

 

（６）改正労働契約法などの円滑かつ着実な施行（有期労働契約に関する新たなル

ールなどの円滑な実施）（再掲・４４ページ参照）      ３．８億円（３．４億円） 

 

（７）有期・短時間・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト（仮称）の推進【新規】

（再掲・４３ページ参照）                              ５８億円 

 

 

 

 

 

（１）「若者雇用戦略」の推進（若者の安定雇用の確保）     ３５９億円（３１７億円） 

①大学などの新卒者・既卒者に対する就職支援の推進（一部復興（復興庁計上）） 

          １０６億円（１１２億円） 

大学などの未就職卒業者を減少させるため、ジョブサポーターの全校担当制や、

大学などへのジョブサポーターの相談窓口設置・出張相談の強化を図るとともに、

中小企業団体・ハローワーク・大学等間の連携強化・情報共有化などにより、関係

省庁一体となって新卒者・既卒者に対する就職支援を促進する。 

なお、被災地域の就職環境が厳しい状況にあることから、ジョブサポーターを活

用し、被災新卒者などの就職の促進を図る。 

 
②若者と中小企業とのマッチングの強化（「若者応援企業」宣言の実施）【新規】 

２．７億円 

中小企業とのマッチングを強化するため、若者の採用・育成に積極的な中小企業

２ 「全員参加型社会」の実現          １，０７１億円（９８９億円）
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による「若者応援企業」宣言を行う仕組みを構築する。 

また、若者応援企業を集めた面接会の実施、ジョブサポーターによる定着支援な

どを行う。 

 

③キャリア教育の推進                               ２８百万円（１４百万円） 

教育行政と連携しながらキャリア・コンサルティングの手法を活用し、中学、高

校、大学などの段階ごとに、キャリア教育を効果的に指導できる専門人材を養成す

る。 

また、若者雇用戦略に基づき設置される「地域キャリア教育支援協議会」への労

働局や公共職業能力開発施設の参画などにより、地域の人材ニーズに基づいたキャ

リア教育を推進する。 

 

④キャリア・コンサルティングの活用促進                       １．４億円（１．３億円） 

キャリア・コンサルタントの体系的な養成や質の向上を図るため、キャリア・コ

ンサルタントの指導者養成などを行うとともに、キャリア・コンサルタントについ

ての情報提供体制を整備し、キャリア・コンサルティングの活用を推進する。 

 

⑤フリーターなどのキャリア形成・正社員転換などの支援          １０４億円（６５億円） 

わかものハローワークなどで、若者雇用支援の専門員による個別指導、トライア

ル雇用やジョブ・カードを活用した有期実習型訓練により、フリーターなどの就職

支援、キャリア・アップを促進する。 

また、非正規雇用で働く労働者のキャリア・アップ（正規雇用への転換、人材育

成、処遇改善など）に取り組む企業に対して、ハローワークを中心に、総合的な支

援を行う。 

 

⑥ジョブ・カード制度の推進【一部新規】                         ９５億円（１０５億円） 

公共職業訓練や求職者支援訓練でのジョブ・カードの活用促進や、ジョブ・カー

ドを採用面接の応募書類として活用する「ジョブ・カード普及サポーター企業」の

開拓、学生用ジョブ・カードの活用の好事例の収集・普及などにより、ジョブ・カ

ードを取得した訓練受講者などの円滑な就職を促進する。 

 

⑦ニートなどの若者の職業的自立支援の強化                  ３４億円（２０億円） 

ア 地域若者サポートステーションの拡充                   １８億円（２０億円） 

地域若者サポートステーション（サポステ）の設置拠点の拡充（115 カ所→140

カ所）や積極的な周知により、ニートなどの若者の職業的自立支援を強化する。 

 

－36－

46



イ サポステ・学校連携推進事業【新規】（重点）                      １６億円 

サポステと学校の連携体制を構築し、新たに在学生に対するアウトリーチ（訪問

支援）を行う。また、切れ目のない支援を行えるよう、サポステと学校などが中退

者情報を共有し、中退者の支援を強化する。 

 

⑧高校中退者などに対する学卒者訓練の受講支援【新規】                １．２億円 

就業意欲のある高校中退者や中卒者の職業訓練の機会を確保するため、高校中退

者などに対する学卒者訓練の受講支援を行う。 

 

（２）働く「なでしこ」大作戦の推進（女性の活躍促進による経済活性化）（再掲・３４

ページ参照）                           １８７億円（１４９億円） 

 

（３）障害者の就労促進（障害者が誇りと生きがいを持って働ける社会の実現） 

                   ２２６億円（２１９億円） 

①障害者権利条約の批准などに向けた障害者雇用促進制度の見直し【一部新規】 

４１百万円（１１百万円） 

障害者権利条約の批准などに対応するため、労働政策審議会の議論を受けて、労

働・雇用分野での障害を理由とする差別の禁止、職場での合理的配慮の提供を確保

するための措置など、障害者雇用促進制度の見直しについて検討し、必要な措置を

講ずる。 

 

②中小企業への支援などの強化や、地域の就労支援力の更なる強化【一部新規】 

８８億円（８２億円） 

職場実習の促進を図るための事業の実施などによる中小企業への支援や、法定雇

用率引き上げに対応するための雇用率達成指導の強化を行う。 

また、雇用と福祉の連携のための「障害者就業・生活支援センター」の拡充・機

能強化を図る。 

 

③障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実・強化【一部新規】 

    ３６億円（３０億円） 

ハローワークでの精神障害者、発達障害者、難病患者に対する就職支援体制の充

実を図る。 

また、医療機関での精神障害者の就労支援の取組・連携を促進するためのモデル

事業を実施する。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 
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④障害者の職業能力開発支援の充実【一部新規】             ５４億円（５５億円） 

平成 24 年６月に実施した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結果な

どに基づき、委託先開拓のための委託費単価の見直し、担当者制で一貫して支援を

行う職業訓練コーチへの支援体制の集約化などを行い、委託訓練の充実を図る。 

また、障害者に対する指導技法の開発・実務演習などを行うとともに、都道府県

が中心となって、地域の関係機関との連携・協力体制を構築することにより、障害

者職業訓練の強化を図る。 

 

（４）高齢者の就労促進（「生涯現役社会」の実現）         ２９８億円（３０５億円） 

①年齢にかかわりなく意欲と能力に応じて働くことができる「生涯現役社会」の実現に向けた

高齢者の就労促進【新規】                                  １０５億円 

年齢にかかわりなく働くことができる企業の普及に向けた支援を充実するととも

に、高齢期にさしかかった段階で、高齢期の生き方を見つめ直すことを奨励するな

ど、生涯現役社会の実現に向けた社会的な機運の醸成を図る運動を実施する。 

 

②高齢者などの再就職の援助・促進【一部新規】                ３５億円（２２億円） 

高齢者が安心して再就職支援を受けることができるよう、全国の主要なハローワ

ークで職業生活の再設計に係る支援や担当者制による就労支援を実施するなど、再

就職支援を充実・強化する。 

 

③高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大  １３３億円（１２４億円） 

シルバー人材センターの活用などにより、定年退職後などの高齢者の多様な就業

ニーズに応じた就業機会を確保する。 

 

（５）治療と職業生活の両立支援の推進                        ４０百万円 

①疾病を抱える労働者に対する就労継続支援【新規】                 １３百万円 

疾病を抱える労働者の治療と職業生活の両立の支援を図るため、企業や医療機関

向けの就労継続支援の手引の作成、企業からの相談体制の整備などの取組を行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

②長期にわたる治療などが必要な疾病を抱えた求職者に対する就職支援【新規】 

     ２７百万円 

ハローワークと医療機関などとの連携体制の構築に向け、ハローワークに専門の

就職支援ナビゲーターをモデル的に配置するなど、長期にわたる治療などが必要な

疾病を抱えた求職者の就職支援を行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 
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（１）成長分野などでの雇用創出の推進              １３５億円（５４億円） 

①都道府県による産業政策と一体となった雇用創造の支援の抜本的な強化（「地域雇用創

造総合プログラム」の創設）【新規】（一部重点）                     ５６億円 

良質かつ安定的な雇用機会の創出に向けた取組を推進するため、製造業などの戦

略産業を対象として産業政策と一体となって実施する地域の自主的な雇用創造プロ

ジェクトを支援する。また、雇用創造に向けた取組への準備が必要な地域について

は、必要な支援により地域の雇用創出力を強化する。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

②成長分野での積極的な雇用創出・人材育成・就職支援【新規】            ３．８億円 

日本の「雇用をつくる」人材（グローバルな視点をもって仕事をして成果を出せ

る人材、創業・起業や新事業展開を支える人材など）を確保・育成していくために、

人材像の明確化や、確保・育成の手法について開発を行う。 

また、主要ハローワークで、成長分野への事業展開などを行う企業に対する人材

確保や人材育成の支援、求人・求職のマッチングなどを強化する。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

③成長分野などの中小企業による魅力的な職場づくりの取組の支援【新規】     ４４億円 

働きやすく、働きがいのある魅力的な職場づくりを進めるため、先駆的な事例を

集めたケースブックの作成・普及、新たな助成金の創設など、中小企業が行う雇用

管理の改善の取組への総合的かつきめ細かな支援を行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

④介護・医療・保育職種の人材確保に向けた支援の強化（一部後述・４６ページ参照） 

３１億円（５４億円） 

人材不足が深刻化する介護・医療・保育職種の人材確保に向け、主要ハローワー

クの「福祉人材コーナー」の運営体制の拡充を図るなど、福祉分野の職種を希望す

る方々に対する支援を強化する。 

また、介護・医療現場での勤務環境の改善に向けた取組を推進する。 

 

 

３ 成長分野などでの雇用創出、人材の育成の推進 

２，４６０億円（２，８２５億円）
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（２）成長分野などでの人材育成の推進         ２，１２２億円（２，５８９億円） 

①成長分野・ものづくり分野での離職者訓練や在職者訓練の推進（一部復興（復興庁計上）） 

                        ２，０８０億円（２，５８２億円） 

離職者に対して、民間教育機関などを活用し、被災地の求職者への対応も含め、

介護、情報通信、環境・エネルギー分野などの成長分野の実践的な公共職業訓練や

求職者支援訓練を推進するとともに、訓練修了者に対する就職支援を強化する。ま

た、地域や産業ニーズに基づき、ものづくり分野の公共職業訓練を実施する。 

さらに、在職者に対して、業界団体などと連携し、成長分野へ展開を図る企業の

人材育成に資する訓練カリキュラムを開発し、これを基に在職者訓練を実施する。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

②長期の訓練コースの開発・設定【新規】                         ８．７億円 

公共職業訓練で、関係省庁と連携し、成長分野などでの中核人材育成などを可能

とする長期の訓練コースの開発や積極的な設定を進める。 

 

③ものづくり立国の推進【一部新規】                            ４２億円（６．２億円） 

企業 OB などの優れた技能者（ものづくりマイスター（仮称））が実技指導などを

行う「若年技能者人材育成支援等事業（仮称）」により、技能競技大会参加者の拡大

や若年技能者のスキルアップ、効果的な技能の継承などの支援を行う。 

また、熟練技能者の技能について、文書や映像などで保存するとともに、優れた

技能を紹介するイベント・ものづくり体験教室の開催や、卓越した技能者への表彰

を行う。 

 

④新事業展開地域人材育成支援事業の推進                      １億円（１億円） 

地場産業が集積する地域の業界団体など（事業協同組合など）が教育訓練機関と

連携し、これまで培ってきた技能・技術を活かし新たな事業展開を図る企業に対し、

必要となる技能の付与を行うための教育訓練カリキュラムの開発・教育訓練の実施な

どの人材育成支援を行う。 

 

（３）職業生涯を通じたキャリア形成支援の一層の推進     ２０３億円（１８２億円） 

①労働者・企業に対する職業能力開発への支援【一部新規】        １２３億円（９５億円） 

ア 政策課題に沿った人材育成への支援                  １１５億円（９１億円） 

事業主が労働者に対して職業訓練を実施する場合などに必要な経費などの助成を

行うキャリア形成促進助成金を、政策課題（若年者、グローバル人材、成長分野や

ものづくり分野の人材育成など）に沿った訓練に重点助成する。 

また、非正規雇用で働く労働者の人材育成については、その抜本的な強化に向け
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た検討の結果に基づいた新たな取組を推進する。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

イ 中小企業などでのキャリア形成支援【一部新規】          ８．４億円（４．１億円） 

キャリア・コンサルタントの派遣などにより、非正規雇用や中小企業の若年労働

者がキャリア・コンサルティングを受けられるようにするとともに、計画的な人材

育成のための助言など中小企業への総合的な支援を強化する。 

また、ワーキングホリデーなどの海外経験を希望する若者に対して、キャリア・

コンサルティングなどによりキャリア形成を支援する。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

②キャリア・コンサルティングの活用促進（再掲・３６ページ参照）   １．４億円（１．３億円） 

 

③ジョブ・カード制度の推進（再掲・３６ページ参照）             ９５億円（１０５億円） 

 

④職業能力評価基準の整備・活用促進                     １．８億円（２．５億円） 

職種ごとに必要な能力要件を明確化した職業能力評価基準の策定・改訂を推進し、

業界ごとの実情に基づいて人材育成・評価のためのツール（キャリアマップ、職業

能力評価シート）の開発・導入を進めながら、社内検定や業界検定につなげるなど、

職業能力評価基準の一層の活用を図る。 

 

⑤技能検定制度の整備                                  １０億円（１４億円） 

産業技術の高度化などに対応した検定基準・課題の見直し、社会的ニーズに基づ

いた検定職種の作業などの見直しとともに、国、都道府県、職業能力開発協会や関係

団体との連携強化や民間機関の活力の活用促進により、技能検定制度の整備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生活保護受給者などの生活困窮者に対する就労支援の抜本強化（「生活保護

受給者等就職実現プロジェクト（仮称）」の創設）【新規】（一部重点） 

１００億円 
「生活保護受給者等就職実現プロジェクト（仮称）」を創設し、生活保護受給者やボ

４ 重層的なセーフティネットの構築 

３，８８２億円（４，３２６億円）
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ーダー層など、生活困窮者を広く対象に、自治体とハローワークが一体となった就労

支援体制を全国的に整備し、早期支援を徹底するなど、就労支援を抜本的に強化する。 

また、これに併せ、対象者の課題に応じた能力開発などの支援施策の充実を図る。 

 

（２）公共職業訓練、求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給を通じた能

力開発や訓練機関とハローワークとの連携を通じた就職支援（一部復興（復興

庁計上））（一部前述・４０ページ参照）        ２，０７３億円（２，５７２億円） 

被災地の求職者への対応も含め、就職のために能力の向上が必要な者に対し、公共

職業訓練や求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給を実施する。 

労働局と都道府県などとの連携や訓練機関への巡回指導の強化を図るとともに、ハ

ローワークの就職支援体制を強化し、きめ細かな就職支援を行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

※ 雇用保険制度（1/4）や求職者支援制度（1/2）の国庫負担金の本則復帰に係る経

費については、予算編成過程で検討する。 

※ 失業等給付費として、1兆 7,732 億円（1兆 7,790 億円）を計上。 

 
 
 
 

 

（１）震災等緊急雇用対応事業の拡充（復興（復興庁計上））          ５００億円 

東日本大震災の被災者の当面の雇用の場を確保し、生活の安定を図るとともに、全

国各地に避難している被災者の帰還を支援するため、震災等緊急雇用対応事業の基金

を積み増すとともに実施期間を延長する。 

 

（２）福島避難者帰還就職支援総合プロジェクト【新規】              ８億円 

自治体や経済団体から構成される協議会に対し、避難解除区域への帰還者の雇用促

進に資する就職活動支援セミナーなどの支援事業を委託する。 

また、福島県の市町村に対し助成金など雇用創出の支援ツールについて、市町村の

実情に応じた活用方法の提案や、手続・運営などに関するアドバイスを行う。 

さらに、福島県外の避難者の就職支援体制を充実する。 

５ 震災復興のための雇用対策       １，１２３億円（８７６億円）
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（１）有期・短時間・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト(仮称)の推進【新規】 

                 ５８億円 
平成 24 年３月に策定した「望ましい働き方ビジョン」などに基づき、非正規雇用で

働く労働者の企業内でのキャリア・アップを総合的に支援する。具体的には、正規雇

用転換、人材育成、処遇改善などに向けたガイドラインを策定するとともに、事業主

のこれらの取組を促進する包括的な助成措置など、ハローワークによる指導援助体制

を抜本的に強化する。併せて、非正規雇用の問題についての国民的議論を喚起する。 

このほか、非正規雇用で働く労働者の人材育成については、その抜本的な強化に向

けた検討の結果に基づいた新たな取組を推進する。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

（２）パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進【一部新規】 

１６億円（２５億円） 
パートタイム労働法制の整備を進め、制度の周知を図る。 

また、パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保、正社員への転換を推進するた

め、パートタイム労働法に基づく指導、専門家による相談・援助、助成金の活用によ

る支援、職務分析・職務評価の導入支援や雇用管理改善のモデル事業を実施する。 

さらに、短時間正社員制度の導入・定着促進のため、ノウハウの提供や助成金の活

用による支援などを行う。 

 

第３ 「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕

事）」の実現 

１ 「望ましい働き方ビジョン」の実現に向けて（非正規雇用労働者の

雇用の安定・処遇の改善）          ３２５億円（２８３億円） 

分厚い中間層の復活を目指し、就労形態にかかわらず公正に処遇され、安心して働くこと

ができるよう、非正規労働者の働き方をめぐるルールの整備、ワーク・ライフ・バランスの実

現、労働者が生涯を通じて安全で健康に働くことができる労働環境の整備などを推進し、「デ

ィーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」の実現を図る。  

－43－

53



（３）改正労働契約法などの円滑かつ着実な施行（有期労働契約に関する新たなル

ールなどの円滑な実施）                     ３．８億円（３．４億円） 
改正労働契約法の改正内容の周知を行うとともに、有期労働契約から無期労働契約

への円滑な転換が可能となるよう、無期転換の好事例の収集や社内制度化に向けた取

組モデルの開発・普及を行う。 

また、有期契約労働者を雇用する事業主に対し、労働基準法や「有期労働契約の締

結、更新及び雇止めに関する基準」について、必要な指導などを行う。 

 

（４）今後の労働者派遣制度の在り方についての検討   ６９百万円（８１百万円） 
改正労働者派遣法や附帯決議などに基づき、期間制限・専門 26 業務の在り方や、登

録型派遣・製造業務派遣・特定労働者派遣事業の在り方などについて検討する。 

 

（５）職業能力評価基準の整備・活用促進（再掲・４１ページ参照） 

１．８億円（２．５億円） 

 

（６）最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援や最低賃金の遵

守の徹底（再掲・４７ページ参照）                     ３５億円（４１億円） 

 

（７）フリーターなどのキャリア形成、正社員転換などの就職支援の強化（再掲・３６

ページ参照）                            １０４億円（６５億円） 
 

（８）ジョブ・カード制度の推進（再掲・３６ページ参照）      ９５億円（１０５億円） 

 

 

 

 

 

 

（１）過重労働の解消と仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み方の見直し 

     １０億円（１２億円） 
年次有給休暇の取得促進などのための各種ツールの開発・普及や、恒常的な長時間

労働の実態にある業種や職種に重点化した長時間労働の抑制への対応など、労使の自

主的な取組の支援を行う。 

長時間労働の実態などに関する調査を実施し、必要な検討を行う。 

 

 

２ ワーク・ライフ・バランスの実現           ９３億円（１０９億円）
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（２）医療従事者の勤務環境の改善に向けた取組の推進 

９８百万円（５２百万円） 
看護師などの医療従事者の勤務環境を改善するため、医療労働に関する専門的な相

談体制を拡充するとともに、医療機関などでの労働時間の管理の改善に向けた地域の

取組体制を強化する。 

 

（３）バス、トラック、タクシーの自動車運転者の長時間労働抑制【一部新規】 

  １．５億円（９７百万円） 
運輸事業の新規参入者に対し、国土交通省と連携して、労働基準関係法令などの講

習を行う。また、国土交通省との都道府県単位の連絡会議を設置し、自動車運転者の

労働条件改善などに係る情報・意見交換を行う。 

さらに、業界団体未加入の事業者を中心に、労働基準関係法令などの周知などを行

う。 

 

（４）適正な労働条件下でのテレワークの推進、良好な在宅就業環境の確保など 

６７百万円（７２百万円） 

「在宅勤務ガイドライン」の周知、テレワーク相談センターでの相談の実施や、労

務管理などに関するセミナーの開催により、適正な労働条件を確保しつつ、テレワー

クの普及促進を図る。 

また、在宅就業を良好な就業形態とするため、在宅就業者や仲介機関など発注者を

対象とした支援事業を実施する。 

 

（５）仕事と育児の両立支援策の推進（再掲・３４ページ参照）  

   ７８億円（９２億円） 

 

（６）仕事と介護の両立支援策の推進（再掲・３５ページ参照）       ５２百万円 

 

（７）疾病を抱える労働者に対する就労継続支援（再掲・３８ページ参照）  

   １３百万円 

 

（８）短時間正社員制度の導入・定着の促進（一部前述・４３ページ参照） 

 ９７百万円（３億円） 

短時間正社員制度の導入・定着促進のため、ノウハウの提供や助成金の活用による

支援などを行う。 
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（１）業種の特性に応じた労働災害防止対策の推進【一部新規】（一部前述・３９ペ

ージ参照）                             ５．３億円（１．１億円） 
労働災害の発生件数が多く、安全に対する意識の低い傾向にある第三次産業（小売

業、社会福祉施設など）について、事業者に対するコンサルティングを実施し、安全

に対する動機付け・意識高揚を図りつつ労働災害防止のための取組を推進する。 

また、陸上貨物運送事業の荷役作業現場での墜落・転落防止のためのガイドライン

の策定、指導や建設業の手すり先行工法や個人用保護具の普及により、墜落・転落災

害の防止を図る。 

 

（２）復興工事に従事する労働者の安全確保（再掲・４８ページ参照）【一部新規】 

 ２．５億円（３億円） 

 

（３）東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策（再掲・４８ペー

ジ参照）                                ５．１億円（６億円） 

 

（４）原発事故からの復旧・復興事業者の適正な放射線管理実施の指導（再掲・４８

ページ参照）【新規】                              １．６億円 

 

（５）石綿ばく露防止対策の推進【一部新規】               １５億円（１５億円） 
引き続き建築物などの解体作業での石綿ばく露防止対策の徹底を図るとともに、石

綿含有製品の輸入などの禁止の徹底を図る。 

また、改正が予定される労働安全衛生法による電動ファン付き呼吸用保護具の型式

検定や譲渡制度の円滑な施行を図る。 

 

（６）職場での化学物質対策の強化【一部新規】           ９．９億円（８．９億円） 
職場で利用されている化学物質について、発がん性に重点を置いた有害性評価を 10

年間で集中的に実施する。（「既存化学物質評価 10 ヵ年計画」） 

 

（７）職場でのメンタルヘルス対策の推進               ３３億円（３６億円） 
平成 24 年６月に実施した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結果など

に基づき、改正が予定される労働安全衛生法による小規模事業場などに対する面接指

導の実施などを支援する。 

３ 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり 

 ８３億円（７７億円）
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また、事業場でのメンタルヘルス不調者の職場復帰支援について、モデルプログラ

ムの策定などにより充実を図る。 

 

（８）職場での受動喫煙防止対策の推進               １２億円（７．４億円） 

職場での受動喫煙防止対策を推進するため、中小企業事業主に対する喫煙室設置に

係る財政的支援を拡充する。 

また、受動喫煙の有害性や対策の必要性についての周知、啓発を行う。 

 

 

 

 

 

 

（１）最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援や最低賃金の遵

守の徹底                                    ３５億円（４１億円） 

雇用戦略対話での合意に基づき、最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業

への支援を引き続き実施する。 

また、最低賃金の遵守の徹底を図る。 

 

（２）労働問題に関するワンストップ相談体制の整備         １６億円（１５億円） 

依然として高水準で推移し、また「いじめ・嫌がらせ」といった相談が増加するな

ど、複雑・困難化している個別労働紛争（個々の労働者と事業主との間での職場のト

ラブル）の円滑かつ迅速な解決の促進を図るため、総合労働相談コーナーの体制の強

化を図る。 

 

（３）職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた環境整備【一部新規】 

９０百万円（７２百万円） 
「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」などに基づき、この問題

の予防・解決に向けて国民や労使に周知・広報を実施する。 

また、労使がこの問題への取組を進める際に活用できる参考資料を作成するととも

に、具体的な取組を促していくためのセミナーを開催する。 

 

（４）労働法制の基礎知識の普及促進               ５０百万円（２３百万円） 

若者を中心に事業所の法違反やトラブルによる早期退職を防止するため、労働法制

の基礎知識の普及を図る。 

また、個別労働紛争の未然防止・早期解決を図るため、労働者・事業者などに対し、

４ 良質な労働環境の確保                  ７１億円（７４億円） 
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労働契約法などの労働関係法令の教育、情報提供などを実施する。 

 

（５）義肢等補装具費支給制度の拡充【一部新規】       ８６百万円（５２百万円） 

筋電電動義手など、義肢等補装具費支給制度の拡充を図る。 

 

（６）労働保険未手続事業一掃対策の推進と労働保険料の収納率の向上 

  １８億円（１７億円） 
労働者のセーフティネットである労働保険制度の健全な運営と費用負担の公平を期

するため、労働保険の未手続事業一掃対策を推進するとともに、口座振替制度の利用

促進などにより、労働保険料の収納率の向上を図る。 

 

※ 労働者災害補償保険法に基づく業務災害や通勤災害を受けた労働者への保険給付など

として 8,913 億円（8,957 億円）を計上。 

 

※ 国家公務員の自律的労使関係制度の措置に伴う中央労働委員会の体制整備に必要な経

費については、予算編成過程で必要に応じて措置を講ずる。 

 

 

 

 

 

（１）復興工事に従事する労働者の安全確保【一部新規】    ２．５億円（３億円） 

被災地での復旧・復興工事の進捗状況に応じて職長、管理監督者などに対する安全

衛生に関する教育・研修を支援する。 

 

(２)東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策 

５．１億円（６億円） 

東京電力福島第一原発での緊急作業従事者への被ばく防護措置などについて立入調

査などによる適切な指導を行う。また、被ばく線量等管理データベースを運用すると

ともに、緊急作業従事者に対する健康相談や保健指導を行うほか、一定の被ばく線量

を超えた緊急作業従事者に対し、がん検診などを実施する。 

 

（３）原発事故からの復旧・復興従事者の適正な放射線管理実施の指導【新規】 

   １．６億円 
除染、復旧・復興作業などを行う中小零細企業の団体を通じて、適切な放射線管理

の実施について指導を行う。 

５ 震災復興のための労働安全衛生対策      ９．２億円（９億円） 

－48－

58



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生活困窮者支援体系の確立        ２１０（うち重点１４２）億円（２０億円） 

①「包括的」かつ「伴走型」の支援態勢の構築など【新規】（重点）           ５５億円 

平成 24 年秋を目途に策定される生活支援戦略（仮称）に基づき、「包括的」かつ

「伴走型」の支援を実施する総合相談支援センター（仮称）の設置、多様な就労支

援や生活支援事業など生活困窮者支援のモデル事業を行う。 

 

②生活保護受給者などの生活困窮者に対する就労支援の抜本強化（「生活保護受給者等

就職実現プロジェクト（仮称）」の創設）【新規】（一部重点）（再掲・４１ページ参照）  

 １００億円 

 

③生活保護受給者への居住支援【新規】（重点）（再掲・５０ページ参照）      ５．６億円 

 

④ニートなどの若者の職業的自立支援の強化【一部新規】（一部重点）（再掲・３６ページ参

照）                                         ３４億円（２０億円） 

 

⑤子どもの貧困対策支援の充実（「貧困の連鎖」の防止）（再掲・５０ページ参照） 

セーフティネット支援対策等事業費補助金２５６億円の内数 

 

⑥介護福祉士等修学資金貸付事業の拡充（重点）【新規】              ８．３億円 

生活保護世帯の子どもが高校卒業後に介護福祉士養成施設などに就学を希望する

場合に、現在の授業料などの修学資金に加えて、生活費の一部を貸付することによ

り、生活保護世帯の子どもの自立と生活の安定につながる資格の取得を支援する。 

 

⑦ひきこもりの人やその家族への支援【新規】（重点）                    ７億円 

ひきこもりの人やその家族に対するきめ細かで継続的な相談支援や早期の把握が

第４ 自立した生活の実現と暮らしの安心確保 

生活困窮者の経済的困窮と社会的孤立からの脱却と貧困の連鎖の防止対策、自殺・うつ

病対策、災害救助法による災害救助などにより暮らしの安心を確保する。  

１ 生活困窮者の経済的困窮と社会的孤立からの脱却、「貧困の連

鎖」の防止             ２兆９，７０４億円（２兆８，１８２億円） 
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可能となるよう、「ひきこもりサポーター」を養成し、市町村によるひきこもりサポ

ーター派遣事業を実施する。 

 

（２）国民の信頼に応えた生活保護制度の構築 

２兆９，３１９億円（２兆７，９２４億円） 

①生活保護に係る国庫負担                ２兆９，３１３億円（２兆７，９２４億円） 

生活保護を必要としている人に対して適切に保護を行うため、生活保護制度に係

る国庫負担に必要な経費を確保する。 

また、平成 24 年秋を目途に策定される生活支援戦略（仮称）に基づき、生活保護

受給者の状況に応じた自立の助長を一層図るとともに、給付の適正化などを徹底す

る観点から生活保護制度の見直しを実施する。 

※ 生活保護基準の検証・見直しの具体的内容については、予算編成過程で検討す

る。 

 

②生活保護受給者への居住支援【新規】（重点）                     ５．６億円 

生活保護受給者の地域での自立した生活を支援するため、民間団体などを活用し

て生活支援の見守りを行い、併せて居住支援の一環として代理納付（自治体が受給

者に代わり家賃を納付する形での現物給付の仕組み）を積極的に促進することで、

住まいの選択肢を拡大する。 

 

③子どもの貧困対策支援の充実（「貧困の連鎖」の防止）【一部新規】 

セーフティネット支援対策等事業費補助金２５６億円の内数 

「貧困の連鎖」の防止を図るため、生活保護世帯の親子への養育相談・学習支援

などを実施するとともに、生活保護世帯の子どもが日常生活上の支援を受けられる居

場所の確保や就労体験の機会を提供する。  

 

 

 

 

 
    
（１）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）体制の整備 （再掲・

８６ページ参照）                              ７．５億円（７．９億円） 

 

（２）認知行動療法の普及の推進（再掲・８７ページ参照）    １億円（９８百万円） 

 

２ 自殺・うつ病対策の推進                 ６５億円（５１億円） 
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（３）地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援 

                   ３．２億円（３．３億円） 

都道府県・指定都市に設置されている「地域自殺予防情報センター」での専門相談

の実施のほか、関係機関のネットワーク化などにより、うつ病対策、依存症対策など

の精神保健的な取組を行うとともに、地域の保健所と職域の産業医、産業保健師など

との連携の強化による自殺対策の向上を図る。また、自殺未遂者や自死遺族などへの

ケアに当たる人材を育成するための研修を行う。さらに、先進的かつ効果的な自殺対

策を行っている民間団体に対し支援を行う。 

 

（４）自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成         ３３億円（３７億円） 

うつ病の早期発見・早期治療につなげるため、一般内科医、小児科医、ケースワー

カーなどの地域で活動する方々に対するうつ病の基礎知識、診断、治療などに関する

研修や地域でのメンタルヘルスを担う従事者に対する精神保健などに関する研修を行

うことなどにより、地域の各種相談機関と精神保健医療体制の連携強化を図る。 

また、メンタルヘルス不調の発生防止のため、職場でのストレスなどの要因に対し

て適切な対応が実施されるよう、メンタルヘルス対策への取り組み方が分からない事

業者などに対し支援を行う。 

 

（５）災害時心のケア支援体制の整備（再掲・８７ページ参照） 

１．１億円（１．１億円） 

 

（６）被災地心のケア支援体制の整備（復興（復興庁計上））（再掲・８８ページ参照） 
 １８億円 

 

 

 

 

 

 

（１）災害救助法による災害救助（復興（復興庁計上））      ６４８億円（４９４億円） 

東日本大震災による被災者の方々に供与している応急仮設住宅の延長などに伴う経

費を負担する。 

 

（２）社会的包摂ワンストップ相談支援事業の継続実施（復興）        １６億円 

東日本大震災発災後、生きにくさ、暮らしにくさを抱える方々が、いつでもどこで

３ 災害救助法による災害救助など        ６８３億円（４９４億円）
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も相談でき、誰でも適切な支援を迅速に受けられるための拠り所として、問題を抱え

る方々の悩みを傾聴するとともに、各種支援策や実施機関の紹介や必要に応じた寄り

添い支援を行う「社会的包摂ワンストップ相談支援事業」を継続実施する。 
 

（３）福祉避難所の設置促進【新規】（復興）                   １９億円 

災害時に災害時要援護者（高齢者・障害者など支援が必要な方々）に対し一定の配

慮が行われる福祉避難所について、市町村で円滑にその指定や運営が行われるよう、

設置計画の作成のための協議会の開催、災害発生を想定した運営訓練や、福祉避難所

として必要な備品、消耗品などの購入経費について、短期間に重点的に財政措置を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）戦没者等の妻及び戦没者の父母等に対する特別給付金の継続（支給事務費） 

９９百万円 

戦没者等の妻及び戦没者の父母等に対する特別給付金について、現行の特別給付金

国債が最終償還を迎えることから、国として改めて特別の慰藉を行うこととし、継続

して支給する。 

 

（２）戦没者慰霊事業などの推進                         ２１億円（２２億円） 

戦後 70 周年にあたる平成 27 年度に向けて、未だ特定に至っていない抑留中死亡者

の資料の入手や旧ソ連地域の遺骨帰還事業などを民間団体などの協力も得ながら集中

的に実施するほか、硫黄島からの遺骨帰還のための特命チームの定めた「遺骨帰還プ

ラン」に沿って、硫黄島での遺骨帰還事業を引き続き実施するなど、すべての地域で

可能な限り速やかに遺骨が御帰還できるような取組などを推進する。 

 

（３）中国残留邦人等の援護など                      １１０億円（１１２億円） 

中国残留邦人等への支援策を着実に実施するほか、戦没者などの援護関係資料につ

いて、先の大戦に関する歴史的資料でもあることから、後世への伝承や広く国民や研

究者などが利用できるよう、国立公文書館へ移管するための取組を行う｡ 

また、介護サービスを必要とする永住帰国者が円滑に介護や援護の制度を利用でき

４ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護など 

３５４億円（３８２億円）
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るよう、全国を７つのブロックに分けて、各ブロック内に介護コンサルタント（仮称）

を配置し、介護関係者などへの研修などを実施する自治体を支援する。 
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消費税引上げ分を償還財源とするつなぎ公債（年金特例公債）の発行により確保さ

れる財源を活用して、基礎年金国庫負担割合２分の１の維持を図る。 

 

 

 

 

 

 

（１）紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進          ４５２億円（６６０億円） 
被保険者の方々について、紙台帳などとコンピュータ上の年金記録の突合せを全件

行うとともに、平成 24 年度中に突合せを終える年金受給者の方々を含め、その結果に

ついて必要なお知らせなどを進める。 

 

（２）ねんきんネットを活用した年金記録の確認・記録問題の再発防止 

                ２１億円（２２億円） 

年金記録をより手軽に確認できるよう、ねんきんネットを活用した「e－年金通帳」

を開始するとともに、スマートフォンでの利用を可能にするなどの充実を図る。また、

インターネットを活用できない方のために、「e－年金通帳」の印刷交付サービスなど

を推進する。 

また、被保険者の方々などの届書や年金記録の正確性を確保し、新たな記録問題の

発生を防ぐため、ねんきんネットを活用して届書作成を支援するなど、機能の充実を

図る。 

 

２ 年金記録問題への取組              ７３７億円（９４４億円）

第５ 信頼できる年金制度に向けて 

公的年金制度は国民の老後の安定した生活を支えるセーフティネットであり、持続可能で

安心できる年金制度の構築に向け、基礎年金国庫負担２分の１を維持する。また、国家プロ

ジェクトである年金記録問題の解決に向けた取組を進める。 

１ 持続可能で安心できる年金制度の運営 

１０兆７，５２５億円（８兆９４５億円）
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※ 平成 25 年１月より、未だ持ち主が見つかっていない記録について、ねんきんネッ

トでの検索ができるようにするとともに、市町村・郵便局などの協力を得て、年金

記録の確認を呼びかけるキャンペーンを推進する。 

 

（３）その他必要な記録問題対策の推進など             ２６４億円（２６２億円） 

厚生年金基金の加入員記録と厚生年金の被保険者記録との突合せや基礎年金番号の

重複整理など、記録問題解決に向けた取り組みを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

年金制度の安定的な運営と負担の公平を確保するため、厚生年金保険の未適用事業

所の加入促進対策や、国民年金の保険料納付率を向上させる対策の取組強化を図る。 

 

 

 

 

 
 
 

日本年金機構で、国家プロジェクトである年金記録問題の解決に向けた取組を引き

続き促進するとともに、将来の無年金・低年金者の発生を防止するための後納制度の

円滑な実施、サービスの質の更なる向上や相談体制の拡充を行い、効率的かつ公正透

明な事業運営に取り組む。 

 

※ 過去の年金国庫負担繰り延べの返済、年金保険料の事務費への充当の解消については、

予算編成過程で検討する。 

 

４ 日本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営 

（一部前述・上記（２・３）参照）     ３，２６２億円（３，３７５億円） 

３ 厚生年金保険や国民年金の適用・保険料収納対策の取組強化 

３７億円（８．９億円）
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（１）医療イノベーション５か年戦略の着実な推進（特別重点）          ４１１億円 

（ⅰ）革新的医薬品・医療機器の創出                         ３４１億円 

①創薬支援ネットワークの構築                                 ４１億円 

アカデミアなどの優れた基礎研究の成果を確実に医薬品の実用化につなげるため、

医薬基盤研究所が中心となって本部機能を担い、理化学研究所や産業技術総合研究所、

大学などの創薬関係機関で構成する「創薬支援ネットワーク」を構築する。このネッ

トワークでは、「死の谷」と呼ばれる応用研究（特に最適化研究）から非臨床試験に

対して、平成 24 年６月に決定した「医療イノベーション５か年戦略」に定められたが

んや難病をはじめとする８つの重点領域の有望シーズを中心に切れ目のない実用化支

援を行い、治験への導出などを図る。 

 

②重点領域の創薬研究開発の推進                            １３９億円 

ア がん                                             ６０億円 

難治性がんや小児がんを含む希少がんなどを中心に、抗体医薬などの分子標的薬

や核酸医薬、がんペプチドワクチンなどの創薬研究に関して、適応拡大も含め、国

際水準の非臨床試験や医師主導治験を強力に推進する。 

また、早期診断を可能とする革新的な診断方法（診断薬など）の実用化へ向けた

研究を推進する。 

さらに、がん治療薬の実用化を推進するため、PMDA の審査員と研究者が一体とな

第１ 安心で質の高い医療・介護サービスの安定的な提供 

「医療イノベーション５か年戦略」（平成 24 年６月６日医療イノベーション会議決定）に基づ

き、革新的医薬品・医療機器の創出や世界最先端の医療の実現に向けた医療イノベーション

を推進する。 

どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる社会を実現す

るため、地域医療の強化のための緊急対策をはじめ、地域医療確保対策、在宅医療の推進

などを内容とする医療提供体制の機能強化を図る。 

また、安定的で持続可能な医療保険制度とするため、各医療保険制度に係る必要な経費

の確保などを図る。 

その他、認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進をはじめとする安心で質の高

い介護サービスの確保を図ることなどにより、安心で質の高い医療を提供する。 

～どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・ 

介護サービスが受けられる社会の実現～ 

１ 医療イノベーションの推進など        ６１７億円（２９０億円） 
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り、最先端の技術の有効性と安全性を評価するためのガイドラインを整備する。 

 

イ 難病・希少疾病                                        ２９億円 

（「創薬支援ネットワークの構築（４１億円）」（前述・５６ページ参照）の一部（５億円）を含む） 

（「再生医療の推進（３７億円）」（後述・５９ページ参照）の一部（６億円）を含む） 

難病・希少疾病の革新的診断・治療法開発のため、創薬関連研究をはじめ、再生

医療技術を用いた研究や個別化医療に関する研究を総合的・戦略的に推進する。 

また、希少疾患の中でもきわめて患者数の少ない疾病の医薬品や医療機器を開発

する企業などに対する支援の強化を図る。 

 

ウ 肝炎                                              ３２億円 

Ｂ型肝炎や肝硬変に対する新規治療薬などの開発を目指した研究などを推進する。 

また、肝炎研究の中核施設による先進的な臨床研究を行うことのできる体制整備

を図る。 

 

エ 感染症                                             １５億円 

新興・再興感染症などに対する次世代ワクチンや世界初のエイズ予防ワクチンの

開発、革新的 HIV 治療薬や合併症の治療薬の創薬研究を推進する。 

また、開発ワクチンの国内外への普及・展開を促進するための実用化研究を推進

する。 

さらに、国、日本の製薬企業、民間基金などが連携して資金を拠出し、熱帯病な

どの開発途上国向けの医薬品の研究開発や製品化を促進する。 

 

オ 糖尿病・脳心血管系疾患                                 ７．４億円 

合併症発症予防を推進するため、多くの生活習慣病の病態に共通して慢性炎症が

関与している点に着目し、慢性炎症や線維化の制御に有効な革新的治療薬の開発や

その効果指標となる分子イメージング技術などの新たなバイオマーカーの開発に取

組み、臨床情報の集積を図ることにより創薬研究や治験を推進し、国内外の糖尿病・

脳心血管系の疾患の診療技術を飛躍的に向上させる。 

 

カ 精神・神経疾患                                         ３億円 

発症前の認知症患者に対する根本的治療薬の開発やこの開発に関連する研究を推

進するとともに、パーキンソン病や筋萎縮性側索硬化症（ALS）などの神経変性難病

に対する成長因子治療などによる画期的治療法の開発を目指した研究を推進する。

また、うつ病などの気分障害の客観的診断法や効果的治療法の開発のための臨床研

究を推進する。 
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キ 小児の先天性疾患など                                    ３億円 

小児の先天性疾患について、有効な診断・治療を行い、障害の予防と予後の改善

を図るため、遺伝子・細胞治療の基盤整備や母子感染の実態把握を行うとともに、

検査・治療の開発研究を推進する。 

 

③臨床研究・治験環境の整備 

ア 臨床研究中核病院の整備                          ５４億円（２１億円） 

日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、国

際水準の臨床研究の実施や医師主導治験の中心的役割を担っている臨床研究中核病

院（５箇所のうち、復興分を除く４箇所）について、研究開発の重点領域であるが

ん・再生医療などの分野で質の高い臨床研究を実施する基盤として中心的役割を果

たせるよう、体制強化を図る。 

また、難病・希少疾病・小児疾患などの医師主導治験の実施とネットワーク構築

に重点を置いた臨床研究中核病院を新たに７箇所整備する。 

 

イ 国際水準で実施する臨床研究などの支援                         ７億円 

新たに整備する難病・希少疾病・小児疾患などの医師主導治験の実施とネットワ

ーク構築に重点を置いた臨床研究中核病院での国際水準の臨床研究を支援する。 

 

ウ 橋渡し研究などの推進【新規】                                     ４３億円 

国立高度専門医療研究センター（ナショナルセンター）の機能を活用し、産官学

の連携、海外との連携による共同研究などを推進するとともに、研究所と病院の連

携による橋渡し研究（トランスレーショナルリサーチ）を推進する。 

 

④審査の合理化・迅速化・質の向上と安全対策の強化など               ５７億円 

ア 審査基準の明確化                                     ３６億円 

最先端の技術の有効性と安全性を評価するためのガイドラインを整備する。 

また、アカデミアやベンチャーなどによる革新的医薬品・医療機器・再生医療製

品の開発や実用化を促進するため、薬事戦略相談の拡充や出張形式を導入する。 

さらに、安全性、有効性や品質管理の評価方法など、開発から市販後安全対策ま

での規制などについて、科学的合理性などに基づいた整備を行うための研究を推進

する。 

 

イ グローバル化への対応                                ４．１億円 

日本発の医療機器に関する規格などの国際標準化を推進するため、規格を審議す

る国際会議や関連する国際シンポジウムに積極的に貢献する。 

－58－

68



また、国内で流通する医薬品の製造拠点がアジア地域に加速的に展開しているこ

とから、品質確保のための試験検査などの体制を整備する。 

 

ウ 中小・ベンチャー企業などの実用化支援                      ２．５億円 
資金面の問題による実用化の遅れを防ぐため、中小・ベンチャー企業などが開発

を行う、革新的医薬品・医療機器・再生医療製品に係る相談・承認申請手数料を軽

減する。 

 

エ 安全対策の強化                                      １０億円 

市販後安全対策を強化するため、電子カルテなどの医療情報を活用した、疫学的

手法による副作用情報などの収集・分析のためのデータベースの高度化を行う。 

また、がんや生活習慣病などに使用される医薬品の長期的な副作用情報を収集し、

安全対策の強化を図るため、これらの医薬品を使用している患者を対象に、長期的

な薬剤使用の状況を追跡できる新たなデータベースを構築する。 

 

オ 医療機器の特性を踏まえた制度                           ３．９億円 

医療機器の審査の迅速化・合理化を図るため、後発医療機器などを対象に登録認

証機関を活用した承認・認証制度の拡充を行う。これに向けた環境整備として、登

録認証機関による後発医療機器の審査に必要な基準を作成するとともに、既承認品

目との性能などの比較ができるデータベースを整備する。 

 

※ 審査の合理化・迅速化・質の向上と安全対策の強化を図るため、審査基準の明確

化などの上記各事業の実施に必要な PMDA の体制を整備する。 

 

⑤イノベーションの適切な評価                               ９５百万円 

疾患毎の費用などを算出するためのデータベースや海外での費用対効果の評価事

例を収集したデータベースを整備し、個別の医療技術の費用対効果の評価やその評価

手法などの検討を効果的に推進する。 

 

（ⅱ）世界最先端の医療実現                               ６９億円 

①再生医療の推進【新規】                                   ３７億円 

再生医療の実用化に向け、臨床研究の効率化を促す臨床研究情報ネットワーク基

盤や長期的にヒト幹細胞を保存する体制を構築し、臨床研究体制の基盤を整備する

とともに、ヒト幹細胞の腫瘍化リスクなどに対する安全性の確保、機能不全となっ

た組織や臓器の個別治療法の技術開発や iPS 細胞などのヒト幹細胞を用いた創薬の

基盤となる技術開発に関する個別研究を支援する。 
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また、再生医療製品の審査の迅速化のため、PMDA の審査員と研究者が一体となり、

最先端の技術の有効性と安全性を評価するためのガイドラインを整備する。 

市販後安全対策を強化するため、再生医療製品を使用した患者の登録システムを

構築する。 

 

②個別化医療（※）の推進                                    ３２億円 

※ 個別化医療：患者一人ひとりの体質や病態にあった有効かつ副作用の少ない治療法（オーダーメ

ード医療）や予防法（個別化予防） 

ア 個別化医療推進のためのインフラ整備と研究の推進【一部新規】  ２７億円（２７億円） 

国立高度専門医療研究センター（ナショナルセンター）で、病態の解明や新たな

診断・治療法開発のため、受診患者からバイオリソースや診療情報などを効果的・

効率的に収集するとともに、個別化医療の実現に向けた研究開発を推進する。 

 

イ 個別化医療に資する医薬品開発の推進【新規】                     ５億円 

治療薬の効果や副作用を予測し、治療薬の投与が適切な患者の選定を目的とし

た検査薬の開発を推進する。特に新薬については、当該検査薬との同時開発・同時

審査を推進する。 

 

（２）臨床研究中核病院の整備（一部復興）（一部特別重点）（一部前述・５８ページ

参照）                                     ５８億円（２６億円） 

日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、国際

水準の臨床研究の実施や医師主導治験の中心的役割を担っている臨床研究中核病院

（復興分とあわせて５箇所）について、研究開発の重点領域であるがん・再生医療な

どの分野で質の高い臨床研究を実施する基盤として中心的役割を果たせるよう、体制

強化を図る。 

また、難病・希少疾病・小児疾患などの医師主導治験の実施とネットワーク構築に

重点を置いた臨床研究中核病院を新たに７箇所整備する。 

 

（３）国際水準で実施する臨床研究などの支援【一部新規】（一部復興）（一部特別

重点）（一部前述・５８ページ参照）                     １２億円（８億円） 

臨床研究中核病院での国際水準の臨床研究を支援する。被災地では、革新的な医薬

品・医療機器創出拠点の形成を通じ、質の高い臨床研究を実施するとともに、産業振

興、新産業創出により復興を図ることを目的とする。 

 

（４）早期・探索的臨床試験拠点の整備                   ２８億円（２９億円） 

世界に先駆けてヒトに初めて新規薬物を投与したり、医療機器を使用する臨床試験
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などの実施拠点となる早期・探索的臨床試験拠点に対し、人材確保、診断機器などの

整備、運営に必要な経費について財政支援を行う。 

 

（５）先進医療評価の迅速化・効率化【新規】                    ３９百万円 

先進医療の評価・確認手続きの簡素化を図るため、一定の要件を満たす医療機関が

医療上必要性の高い抗がん剤に関する先進医療を実施する場合の安全性・有効性につ

いて、外部機関による実施計画書の評価体制を整備する。 

 

（６）日本主導のグローバル臨床研究拠点の整備        ３．７億円（３．７億円） 

国際的な治験・臨床研究の実施により、日本発シーズによる革新的新薬・医療機器

の創出や、医療の質の向上のためのエビデンスの確立を図るため、日本主導でグロー

バル臨床研究を実施する体制を整備する。 

 

（７）再生医療の推進【一部新規】（一部特別重点）（一部前述・５９ページ参照） 

４４億円（１６億円） 

再生医療の実用化に向け、細胞情報を収集したヒト幹細胞データベース、臨床研究

の効率化を促す臨床研究情報ネットワーク基盤や長期的にヒト幹細胞を保存する体制

を構築し、臨床研究体制の基盤を整備するとともに、ヒト幹細胞の腫瘍化リスクなど

に対する安全性の確保、機能不全となった組織・臓器の個別治療法の技術開発や iPS

細胞などのヒト幹細胞を用いた創薬の基盤となる技術開発に関する個別研究を支援す

る。 

 

（８）後発医薬品の使用促進【一部新規】                   ６億円（４．８億円） 

患者や医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、品質・安定

供給の確保、情報提供の充実や普及啓発などによる環境整備に関する事業などを引き

続き実施する。 

さらに、医療関係者が品質に関する情報を簡便に入手することができるよう、デー

タベースを新たに整備し、情報提供の充実を図る。 

また、より医療現場に近いレベルで関係者の理解を図るため、都道府県が設置して

いる協議会に加え、市区町村若しくは保健所単位レベルで協議会を設置し、地域住民

への働きかけなど地域の実情に応じた取組を強化する。 

さらに、医薬品市場のグローバル化が進む中、我が国の後発品メーカーの国際競争

力を高めるため海外市場への進出や、バイオ後続品の可能性を見据えた調査・検討事

業を行うとともに、安定供給に関する海外の事例調査を行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 
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（９）被災地域の復興に向けた医薬品・医療機器の実用化支援（復興） 

１０億円（１０億円） 

革新的な医薬品・医療機器を創出するとともに、産業のさらなる発展や雇用の創出

を通じた震災からの復興に貢献することを目指して、被災地域での大学、研究機関発

のシーズ開発を後押しし、臨床研究・医師主導治験を支援する。 

 

 

 

 

 

 

（１）地域医療の強化のための緊急対策（特別重点）      １０５億円（１０億円） 

①在宅医療の充実強化                              ２３億円（１０億円） 

ア 病状急変時の対応などを強化した在宅医療連携体制の推進 

２０億円（１０億円） 

在宅医療・介護あんしん 2012 の取り組みを地域全体に拡大していくため、平成

24 年７月にとりまとめられた厚生労働省版「提言型政策仕分け」の提言などを踏ま

え、市町村などを中心とした多職種協働による医療と介護の連携の下で在宅医療が

提供される体制づくりを推進する。特に在宅療養者の病状が急変した場合の対応や、

在宅で療養する小児・障害者などを支える広域的な医療・福祉の連携体制の強化を

図る。 
※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 
イ 小児在宅医療患者の相談支援体制の整備【新規】                 １．１億円 

小児在宅患者の保護者の在宅療養への不安感を解消するため、小児在宅患者の症

状などに応じて療養上の助言やかかりつけ医などとの調整などを行うための相談支

援体制を整備する。 

 
ウ 薬局を活用した薬物療法提供体制の強化【新規】                   ２億円 

抗がん剤や麻薬など、使い方が難しい薬を用いた治療や適切な服薬指導など、誰も

が安心して在宅で受けられるよう、薬の専門家である薬剤師がチーム医療の一員とし

て、訪問や相談、情報提供をスムーズに行うための体制を整備するなど、地域での適

切な薬物療法を推進する。 

 

 

 

２ 医療提供体制の機能強化            ８８１億円（６０５億円）
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②へき地や救急医療でのアクセス強化                    ８２億円（３百万円） 

ア へき地患者の輸送支援【新規】                             １．５億円 

無医地区などのへき地住民に対する医療提供体制の確保を図るため、無医地区な

どと近隣医療機関を巡回する「患者輸送車（艇）」の運行に必要な経費について財政

支援を行う。 

 

イ ドクターヘリ運航体制のさらなる拡充【一部新規】          ８１億円（３百万円※） 

（※ほか医療提供体制推進事業費補助金（２５０億円）の内数） 

迅速な医療の提供が必要な全ての国民に、いち早い医療の提供を可能とすること

を目指し、ドクターヘリの運航に必要な経費や格納庫などの整備について財政支援

を行うとともに、ドクターヘリ事業従事者の研修を行う。 
また、災害時でも患者搬送体制を確保するため、災害拠点病院のヘリポート整備

について財政支援を行う 
 
（２）地域医療確保対策                            １０１億円（９１億円） 

①地域医療支援センターの整備の拡充                       １１億円（７．３億円） 

医師のキャリア形成支援と一体的に、地域の医師不足病院の医師確保を支援する

ため、都道府県が設置する「地域医療支援センター」の箇所数を拡充し、医師の地域

偏在解消に向けた取組を推進する。 

 

②専門医に関する新たな仕組みの導入に向けた体制整備【新規】          ２．５億円 

医師の質の一層の向上や医師の偏在是正を図るため、専門医に関する新たな仕組

みを導入することとし、専門医認定のための基準の検討や研修病院（群）が作成する

研修プログラムの認定など、研修実施体制を確保するために必要な経費について、中

立的な第三者機関に対して財政支援を行う。 
 

③医療提供体制の在り方などの検討                       ２６百万円（３百万円） 

医療提供体制に関する喫緊の課題に関して、求められる医療機能の在り方を含め、

高度な医療の提供を担う特定機能病院や地域医療の確保のための支援を行う地域医

療支援病院の在り方などについて、現状や将来を見据えた医療提供体制の在り方、病

院・病床の機能分化・強化の推進などを検討する。 

 

④医療計画の評価などの支援【新規】                                ３１百万円 

新たに策定する医療計画の評価などに対する支援として、都道府県が医療計画に

ついて必要な見直しを行えるよう数値目標や施策の進捗状況を評価・改善するための

指標の検討や医療計画の進捗状況などを公表するソフトの開発などを行う。 
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⑤チーム医療の推進                                        

ア チーム医療の普及推進【一部新規】                     ２．８億円（２．４億円） 

多職種協働のチーム医療の取組を全国に普及させるため、病院団体や各関係職種

の職能団体などに委託して複数の医療関係職種の合同研修を行い、職種間の相互理

解やコミュニケーション能力の向上を図る。 

また、チーム医療を推進するため、専門的な臨床実践能力を有する看護師が医師

の包括的指示を受け、幅広い医行為を含む看護業務を実施できる仕組みの構築に向

け、業務の安全性や効果の検証を行う。 

 

イ 看護補助者の活用【新規】                                     

看護職員と看護補助者の業務分担を進め、看護補助者を活用することにより、看

護職員の負担軽減に資するとともに雇用の質の向上を図るため、都道府県が看護管

理者（看護部長、看護師長など）向けに実施する看護補助者の活用も含めた看護サ

ービス管理能力の向上のための研修の実施に必要な経費について財政支援を行う。 
（医療提供体制推進事業費補助金（220 億円）の内数） 

 
⑥女性医師の離職防止・復職支援                   

出産や育児などにより離職している女性医師の復職支援のため、都道府県に受

付・相談窓口を設置し、研修受入医療機関の紹介や復職後の勤務様態に応じた研修な

どを実施する。 

また、病院内保育所の運営に必要な経費について財政支援を行い、子どもを持つ

女性医師や看護職員などの離職防止や復職支援を行う。 

（医療提供体制推進事業費補助金（220 億円）の内数の他、衛生関係指導者養成等委

託費 1.6 億円） 
 

⑦看護職員の確保対策の推進                            

地域医療に従事する看護職員の養成・確保を図るため、看護師等養成所の運営、

病院内保育所の運営や新人看護職員研修の実施などに必要な経費について財政支援

を行う。 
（医療提供体制推進事業費補助金（220 億円）の内数の他、医療関係者養成確保対策

費等補助金など 49 億円） 
 

⑧歯科口腔保健の推進【新規】                                       ９２百万円 

地域の実情に応じた総合的な歯科口腔保健医療施策を進めるための体制確保、障

害者・高齢者施設などの入所者で歯科口腔保健医療サービスを受けることが困難な者
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への対応やそれを担う人材の育成、医科・歯科連携の先駆的な取組に対する安全性や

効果などの実証などを行う。 
 

⑨歯科診療情報の活用【新規】                                       ２１百万円 

歯科医療機関が電子カルテで保有する身元確認に資する歯科診療情報の標準化と

その活用の在り方に関する検討を行うとともに、その内容をモデル事業を通じて実証

する。 
 

⑩保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）普及・啓発事業【新規】          ２７百万円 

インターネットを介して診療情報のやり取りを行う場合のなりすましや改ざんと

いったリスクを回避するため、保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）を普及・啓発

するために必要な経費について財政支援を行う。 
 

⑪医療情報連携・保全基盤の整備（復興）                    ９．５億円（９．５億円） 

医療機関の主要な診療データを、平時から標準的な形式で外部保存しバックアッ

プすることにより、災害時にも過去の診療情報を参照できる手段を確保し、継続した

医療の提供を可能とするとともに、平常時には連携医療機関相互でデータの閲覧を可

能とし、質の高い地域医療連携に活用できる医療情報連携・保全基盤を整備する。 

 

（３）在宅医療の推進                           ４１億円（３０億円） 

①在宅チーム医療を担う人材の育成                      １億円（１．１億円） 

平成 24 年７月にとりまとめられた厚生労働省版「提言型政策仕分け」の提言内容

などに基づき、今後、増加が見込まれる在宅療養者への質の高い在宅医療を提供でき

るよう、地域で多職種がチームとして協働し、在宅療養生活を支えるための人材を育

成する。 
※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

②病状急変時の対応などを強化した在宅医療連携体制の推進（特別重点）（再掲・６２ペー

ジ参照）                                       ２０億円（１０億円） 

 

③災害時の安心につながる在宅医療連携体制の推進（復興）       １０億円（１０億円） 

災害が発生した場合でも在宅医療を必要とする人が安心して医療サービスを受け

ることができるよう、市町村を中心とした、多職種協働による医療と介護の連携の下

で在宅医療が提供される体制づくりを推進するとともに、災害時の在宅医療に必要な

備品の整備を併せて行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 
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④小児在宅医療患者の相談支援体制の整備【新規】（特別重点）（再掲・６２ページ参照） 

１．１億円 

 

⑤薬局を活用した薬物療法提供体制の強化【新規】（特別重点）（再掲・６２ページ参照） 

２億円 

 

（４）救急・周産期医療などの体制整備 

医療提供体制推進事業費補助金（２２０億円）の内数の他、医療施設運営費等補助金など４０億円 

①救急医療体制の充実 

救急医療体制の充実・強化を図るため、重篤な救急患者を 24 時間体制で受け入れ

る救命救急センターなどへの財政支援を行う。 

 

②救急勤務医の離職防止・確保対策【新規】                       １．４億円 

救急医療に従事する医師の就労条件の改善、キャリア支援などを通じた離職防止、

医師確保対策として、各医療機関で実施されている先駆的な処遇改善方策に対し支援

を行うことにより実効性のある方策を収集し、全国の医療機関への周知を行う。 

 

③周産期医療体制の充実 

地域で安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの NICU（新生児集中治療

管理室）、MFICU（母体・胎児集中治療管理室）などへの財政支援を行う。 

 

④へき地保健医療対策の推進                          ３７億円（３６億円） 

へき地での医療提供体制の確保を図るため、総合的な企画・調整を行うへき地医

療支援機構の運営や、へき地診療所への代診医の派遣、無医地区などで巡回診療を行

うへき地医療拠点病院の運営などに必要な経費について財政支援を行う。 

 

（５）災害医療体制の強化                            ２１７億円（２億円） 

①災害派遣医療チーム（DMAT）の体制強化                  ２．１億円（２億円） 

災害時に被災都道府県や被災都道府県内の災害拠点病院などとの連絡調整などを

担う災害派遣医療チーム（DMAT）事務局について、首都直下型地震の発生を想定し、

事務局機能を分散させるため、西日本に拠点を設置する。 

 

②国立病院機構の災害対応設備の充実・強化【新規】（復興）            ２０５億円 

国立病院機構の災害拠点病院について、災害に強い次世代型医療情報システムの

構築や自家発電設備の更新・増設を実施する。 
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③災害時に拠点となる薬局の整備【新規】（復興）                      ５億円 

災害時に医薬品などの供給や支援薬剤師受入れの拠点となる薬局の設備を整備し、

災害発生初期の医療体制の確保を図る。 

 

④災害時に拠点となる血液センターの整備【新規】（復興）               ４．９億円 

災害時に血液製剤を供給するための拠点となる血液センターの設備を整備し、災害

発生時の血液製剤の安定供給の確保を図る。 

 

 

 

 
 
 
 

（１）各医療保険制度などに係る医療費国庫負担 

１０兆５，５３８億円（１０兆１，９６２億円） 

「社会保障・税一体改革大綱」などに基づき、医療保険制度改革に取り組む。その

中で、高齢者医療の支援金の総報酬に応じた負担と併せて、協会けんぽの平成 25 年度

以降の国庫補助についても、予算編成過程で検討する。 

 

（２）高額療養費制度の見直し 

高額療養費制度の見直しについては、「社会保障・税一体改革大綱」に基づき、引き

続き、予算編成過程で検討する。 

 

（３）高齢者医療制度の負担軽減措置 

現在の高齢者医療制度の負担軽減措置（70 歳以上 75 歳未満の患者負担など）の取

扱いについては、予算編成過程で検討する。 

 

（４）特定健診などの推進                      ２６０億円（２５５億円） 

特定健診などの効果の検証に取り組むとともに、引き続き医療保険者に対する特定

健診などの費用の助成を行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

（５）警戒区域などでの医療保険制度の特別措置（復興（復興庁計上）） 

９８億円（９８億円） 

現在、東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域などの住民の方々に

３ 安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保 

１０兆５，８９６億円（１０兆２，３１６億円）
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ついて、医療保険の一部負担金や保険料の免除などの措置を講じた保険者などに対す

る財政支援を実施しているが、平成 25 年度の取扱いについては、予算編成過程で検討

する。 

 

 

 
 

 

 

 
 

（１）認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進（一部特別重点） 

６３億円（２６億円） 

（ⅰ）認知症施策推進５か年計画の着実な実施【新規】（特別重点）        ３７億円 

認知症施策検討プロジェクトチームがとりまとめた「今後の認知症施策の方向性

について」や認知症高齢者数の将来推計を基に策定した「認知症施策推進５か年計画」

の着実な推進のため、全国の自治体で認知症の人とその家族の支援体制を計画的に整

備する。 

①標準的な認知症ケアパスの作成・普及 

認知症の人ができる限り住み慣れた自宅で暮らし続けられるよう、市町村で、地

域の実情に応じて、その地域ごとの認知症ケアパス（状態に応じた適切な医療や介

護サービス提供の流れ）の作成・普及を行う。 

 

②認知症の早期診断・早期対応の体制整備（初期集中支援チームの設置など） 

認知症の人とその家族に対する早期診断や早期対応を行うため、看護職員、作業

療法士などの専門家からなる「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センタ

ーなどに配置する。また、いわゆる「身近型認知症疾患医療センター」の機能（早

期診断・早期支援、危機回避支援）について、認知症サポート医の活動状況なども

含めた調査を行い、検証を実施する。 

 

③地域での生活を支える医療・介護サービスの構築 

ア 一般病院・介護保険施設などでの認知症対応力向上の推進 

一般病院や介護保険施設などの職員に対して行動・心理症状などで対応困難な

事例へのアドバイスや研修を行う。 

 

 

４ 安心で質の高い介護サービスの確保 

                 ２兆５，８２４億円（２兆４，３１４億円）
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イ グループホームなどでの在宅生活継続支援のための相談・支援 

「グループホーム」「小規模多機能型居宅介護」の事業所などが、その知識・経

験・人材などを生かして、在宅で生活する認知症の人やその家族への相談や支援を

行う。 

 

④地域での日常生活・家族の支援の強化や医療・介護サービスを担う人材の育成 

ア 認知症地域支援推進員の設置 

市町村などに認知症地域支援推進員を配置し、各種サービスのネットワークを

構築し、認知症の人とその家族への効果的な支援を行う。 

 

イ 高齢者虐待防止対応の推進 

市町村で高齢者の虐待防止のための対応マニュアルの作成やネットワークの構

築の推進などを行う。 

 

ウ 市民後見人の育成とその活動への支援 

市町村で市民後見人を育成するとともに、地域での市民後見活動の仕組みづく

りの推進を図る。 

 

エ 認知症の人の家族への支援 

認知症に関する知識の習得や情報交換を行う「家族教室」や誰もが参加でき集

う場である「認知症カフェ」などで認知症の人とその家族の支援を行う。 

 

オ 認知症ケアに携わる多職種の協働研修などの実施 

市町村で認知症ケアに携わる医療、介護従事者の双方が共通して理解しておく

べき基礎的知識に関する研修などを行う。 

 

⑤地域ケア会議の活用推進 

医療、介護の専門家など多職種が協働してケア方針を検討し、高齢者の自立支

援、認知症の人の地域支援などを推進する「地域ケア会議」の普及・定着を図る。 

 

（ⅱ）認知症施策の総合的な取組                      ２６億円（２６億円） 

「認知症施策推進 5か年計画」の着実な実施のため、広域的な観点から支援が必要

となる若年性認知症施策や一般病院勤務の医療従事者向けの集合研修などの実施に

必要な経費について財政支援を行う。 
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（２）持続可能な介護保険制度の運営      ２兆５，４６３億円（２兆４，０３３億円） 

社会保障・税一体改革に掲げられた地域包括ケアシステムの実現に向け、各保険者

が作成した「第５期介護保険事業計画」に基づく介護サービスの実施などに必要な経

費を確保する。 
 

（３）地域での介護基盤の整備                     ６０億円（５７億円） 

都市型軽費老人ホームなどの整備に必要な経費について財政支援を行う。 

また、高齢者が住み慣れた地域での在宅生活を継続することができるよう、定期巡

回・随時対応サービス、小規模多機能型居宅介護などの介護サービスをワンストップ

で提供する「都市型ケアステーション」や、農作業・ものづくりなどの「生産活動」

の場となる「地域支え合いセンター」のモデル的な整備に必要な経費について財政支

援を行う。 

 

（４）福祉用具・介護ロボットの実用化の支援           ８３百万円（８３百万円） 

介護や医療の現場での福祉用具や介護ロボットなどの実用化を支援するため、開発

実証研究の環境整備の推進を図る。 

 

（５）介護職員の研修に係る代替職員の確保【新規】             ２．４億円 

介護職員のキャリアアップを推進し、介護労働分野での人材の定着を図るため、介

護サービス事業者が介護職員として働く者を外部研修などに派遣する際、必要な代替

職員を確保する場合に必要な経費を補助する。 

 

（６）適切なサービス提供に向けた取組の支援         １２５億円（１５３億円） 

介護支援専門員の資質向上を図るため、体系的な研修事業を行い、必要な知識・技

術の修得を図る。また、介護サービス情報公表制度の着実な実施を図るため、都道府

県が行う調査・公表事務や実施体制整備などの取組を支援する。 

※ なお、平成 24 年６月に実施した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結

果などに基づき、ユニットケアの指導者や介護相談員指導者の養成研修事業を廃止

するとともに、認定調査員等研修事業については、介護認定審査会委員研修に重点

化するなどの対応を行う。 

 

（７）介護施設・事業所などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上））  

３６億円 

東日本大震災で被災した介護施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成 25 年度

に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 
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（８）介護などのサポート拠点に対する支援（復興（復興庁計上））       ３０億円 

被災３県（岩手、宮城、福島）の応急仮設住宅に入居された高齢者などの日常生活

を支えるため、総合相談支援や地域交流などの機能を有する「サポート拠点」の設置・

運営に必要な経費について、引き続き財政支援を行う。 

 
（９）警戒区域などでの介護保険制度の特別措置（復興（復興庁計上）） 

４４億円（４４億円） 

現在、東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域などの住民の方々に

ついて、介護保険の利用者負担や保険料の免除の措置を講じた保険者などに対する財

政支援を実施しているが、平成25年度の取扱いについては、予算編成過程で検討する。 

 
 
 
 

 

 

（１）介護福祉士等修学資金貸付事業の拡充【新規】 （再掲・４９ページ参照） 

８．３億円 

 

（２）介護職員の研修に係る代替職員の確保【新規】（再掲・７０ページ参照） 

２．４億円 

 

（３）介護・医療・保育職種の人材確保に向けた支援の強化（再掲・３９ページ参照） 

（｢業種の特性に応じた労働災害防止対策の推進（５．３億円）｣（再掲・４６ページ参照）の一部（０．８億円）を含む。） 

３１億円（５４億円） 

 

（４）成長分野での離職者訓練の推進（再掲・４０ページ参照） 

１，４７９億円（１，９４５億円） 

（５）政策課題に沿った人材育成への支援（再掲・４０ページ参照） 

１１５億円（９１億円） 

５ 福祉・介護人材の確保対策の推進 １，６３５億円（２，０９１億円） 
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（１）新型インフルエンザ対策の強化【新規】                     ６．２億円 

平成 24 年５月に公布された新型インフルエンザ等対策特別措置法では、新型インフ

ルエンザが発生した際に速やかにプレパンデミックワクチンを接種する必要がある社

会機能維持者などが従事する事業者は、厚生労働大臣の登録を受けることになってい

ることから、登録事業者を管理するための基盤整備などを行う。 

（注）抗インフルエンザウイルス薬やプレパンデミックワクチンの備蓄に係る経費の取扱について

は、予算編成過程で検討する。 

 

（２）予防接種の推進【一部新規】                   １４億円（１１億円） 

平成 24 年５月に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会より今後の予防接種制

度の在り方全般について提言された「予防接種制度の見直しについて（第二次提言）」

に基づき、定期接種ワクチンの追加などを内容とする予防接種法の改正について検討

し、必要な措置を講ずる。 

（注）概算要求額については、副反応報告制度の法定化など予防接種法改正に伴う必要経費を要求。 

 
（３）HTLV-１関連疾患に関する研究の推進                 １０億円（１０億円） 

HTLV-１（ヒト T 細胞白血病ウイルス１型）への感染対策と、これにより発症する

ATL（成人 T細胞白血病）や HAM（HTLV-1 関連脊髄症）の診断・治療法などに関する研

究を、感染症・がん・難病・母子保健対策が連携し、HTLV-１関連疾患研究領域として

総合的な推進を図る。 

 

 

 

 

第２ 健康で安全な生活の確保 

１ 新型インフルエンザなどの感染症対策   １４２億円（１３４億円） 

新型インフルエンザ対策の強化や予防接種の推進などの感染症対策、女性のためのがん

検診や緩和ケアの推進などのがん対策、肝炎治療促進のための環境整備などの肝炎対策、

難病等の各種疾病対策などを推進する。 

また、健康危機管理対策、輸入食品などの食品の安全対策、食品中の放射線物質対策、

食中毒対策などを推進する。 
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（１）がんに対する質の高い医療提供体制の構築（特別重点）       １２９億円 

①がんの早期発見【新規】                                  １１６億円 

死亡率が上昇している女性特有のがんの早期発見のため、子宮頸がん検診につい

て、細胞診に加えて新たに HPV 検診を 30 代の女性に実施するなど、特に罹患率の高

い年代の女性の乳がん・子宮頸がん検診を重点的に実施する。 
 

②がんと診断された時からの緩和ケアの推進【新規】                ８．２億円 

平成 24 年６月に閣議決定した「がん対策推進基本計画」で、「診断時からの緩和

ケアの推進」が重点課題に掲げられていることに基づき、がん診療連携拠点病院で、

がん性疼痛の緩和に関する相談支援事業や地域性に配慮した強固な緩和ケア診療

体制を構築するための緩和ケアセンターの整備を行う。 
また、同センターで、がん性疼痛による緊急入院に対応するための緩和ケア病床

を確保する。 
 

③がん患者などの治療と職業生活の両立【新規】                  ５．１億円 

「がん対策推進基本計画」などに基づき、就労継続などを希望するがん患者に

対し、がん診療連携拠点病院などの相談支援センターで、「治療と職業生活の両立」

に関する各種相談支援や適切な情報提供を行うため、相談支援体制や就労支援機関

などとの連携の強化を図る。 
また、がん診療連携拠点病院で、がん患者を取り巻く就労問題の実態を把握・

分析し、ニーズを明らかにするための調査を実施し、がん患者・医療従事者などに

対する情報提供の在り方について提言を行う。 
※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 
（２）小児がん対策の推進【一部新規】                     ４．８億円 

「がん対策推進基本計画」に基づき、小児がんの診療や緩和ケアを行う医療従事者

の育成と小児がん患者への相談支援や療育環境を確保するためのプレイルームの運営

などを推進するとともに、小児がん拠点病院を統括し、小児がん患者や臨床試験の情

報集約、小児がんに関する情報発信、診療実績などのデータベースの構築、コールセ

ンターなどによる相談支援などの機能を担う中核的な機関として、小児がんセンター

（仮称）を整備する。 

 
 

２ がん対策                     ３９２億円（２７５億円）

－73－

83



（３）がん治療薬創薬研究の推進（特別重点）（一部前述・５６ページ参照） 

５０億円 
平成 24 年６月に決定した「医療イノベーション５か年戦略」に基づき、難治性が

んや小児がんを含む希少がんなどを中心に、抗体医薬などの分子標的薬や核酸医薬、

がんペプチドワクチンなどの創薬研究に関して、適応拡大も含め、国際水準の非臨

床試験や医師主導治験を強力に推進する。また、早期診断を可能とする革新的な診

断方法（診断薬など）の実用化へ向けた研究を推進する。  

 
（４）禁煙対策の強化【新規】                            １．６億円 

「がん対策推進基本計画」や「健康日本 21（第２次）」（※）で、たばこをやめたい

人を支援して喫煙率を平成34年までに12％まで低下させることを目標としていること

に基づき、がん診療連携拠点病院に「たばこ相談員」を配置し、禁煙に関する電話相

談や禁煙に係る最寄りの医療機関などの情報提供を行う（たばこクイットライン）。 
※「健康日本 21（第２次）」：国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な事項を示し、平成

25 年度から 34 年度までの国民健康づくり運動を推進するもの。 

 

 
 

 

 

 

（１）早期発見・早期治療の促進のための環境整備        １４８億円（１７８億円） 

肝炎患者への医療費の助成に必要な経費を確保し、引き続き適切な医療の確保や受

療促進を図るとともに、治療を要する方が適切な治療を開始できるようサポートする。 
また、肝炎ウイルス健診の個別勧奨を引き続き実施するなど、肝炎ウイルス検査の

受検促進を図る。 
 

（２）肝炎治療研究などの強化【一部新規】（一部特別重点）（一部前述・５７ページ

参照）                                      ８１億円（４９億円） 

平成 24 年６月に決定した「医療イノベーション５か年戦略」に基づき、Ｂ型肝炎の

新規治療薬の開発などを目指した創薬研究の推進を図るとともに、Ｃ型肝炎ウイルス

などの持続感染機構の解明や肝硬変の病態の進展予防、新規治療法の開発を目指した

研究を行い、肝炎に関する基礎、臨床、疫学研究、行政研究などを推進する。 

また、肝炎研究の中核施設による先進的な臨床研究を行うことのできる体制整備を

図る。 

 

３ 肝炎対策                          ２４２億円（２３９億円） 
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（３）肝炎総合対策推進国民運動による普及啓発の推進【新規】        １億円 

肝炎に関する知識や肝炎ウイルス検査の必要性を分かりやすく伝え、あらゆる国民

が肝炎に係る正しい知識を持ち、自ら積極的に早期発見・早期治療に向けて行動変容

していく新たな国民運動を展開する。 

 

（４）肝炎患者の就労に関する相談支援体制の強化【新規】（特別重点） 

１．３億円 

「肝炎対策基本指針」などに基づき、就労継続などを希望する肝炎患者に対し、肝

疾患診療連携拠点病院の肝疾患相談センターなどで「治療と職業生活の両立」に関す

る各種相談や適切な情報提供を行うため、相談支援体制や就労支援機関などとの連携

の強化を図る。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

（１）難病対策                                    ４６９億円（４５９億円） 

①難病患者の生活支援などの推進                      ３５６億円（３５６億円） 

難病対策については、「社会保障・税一体改革大綱」（平成 24 年２月 17 日閣議決

定）と「平成 24 年度以降の子どものための手当等の取扱いについて」（平成 23 年

12 月 20 日四大臣合意（内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣））に基

づき、引き続き、予算編成過程で検討する。 

 

（注）厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会で、「今後の難病対策の在り方（中間報告）」

（平成 24 年８月 16 日）がとりまとめられた。 

 

【参考】社会保障・税一体改革大綱（抄） 

３．医療・介護等② 

(12)難病対策 

○ (3)の長期高額医療の高額療養費の見直しのほか、難病患者の長期かつ重度の精神的・

身体的・経済的負担を社会全体で支えるため、医療費助成について、法制化も視野に入れ、

助成対象の希少・難治性疾患の範囲の拡大を含め、より公平・安定的な支援の仕組みの構

４ 難病などの各種疾病対策、移植対策、健康増進対策 

６０２億円（５８０億円）
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築を目指す。 

また、治療研究、医療体制、福祉サービス、就労支援等の総合的な施策の実施や支援の

仕組みの構築を目指す。 

☆引き続き検討する。 

 

②難病に関する調査・研究などの推進【一部新規】（一部特別重点）（一部前述・５７ページ

参照）                                        １１３億円（１０２億円） 

難病の革新的診断・治療法の開発を促進するため、平成 24 年６月に決定した「医

療イノベーション５か年戦略」に基づき、創薬研究をはじめ、再生医療技術を用い

た研究や個別化医療に関する研究を総合的・戦略的に推進するとともに、国際ネッ

トワークへの参加などを通じて、難病対策の国際的連携の構築を図る。 
また、希少疾患の中でもきわめて患者数の少ない疾病の医薬品や医療機器を開発

する企業などに対する支援の強化を図る。 
 

（２）各種疾病対策                                     ６４億円（６５億円） 

①エイズ対策の推進（一部特別重点）（一部前述・５７ページ参照）    ５７億円（５７億円） 

平成24年６月に実施した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結果など

に基づき、HIV 検査・相談について、利便性に配慮した体制の整備、検査の必要性が

高い対象者や当該対象者の多い地域の重点化など、効率的・効果的な施策の推進を図

る。 

また、「医療イノベーション５か年戦略」に基づき、HIV 感染症のまん延の防止に

資する、世界初のエイズ予防ワクチンの開発を進めるとともに、新たな HIV 治療薬や

合併症の治療薬の開発を行い、HIV 感染症の長期予後の改善を図る。 

 

②リウマチ・アレルギー対策の推進                              ４億円（５．９億円） 

リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギーなど免疫ア

レルギー疾患の治療法などの研究を推進するとともに、医療従事者の資質向上や医

療連携体制の確保などに努める。 

 

③腎疾患対策の推進                                     ２．１億円（２．４億円） 

慢性腎臓病（CKD）に関する診断・治療法の研究開発を推進するとともに、慢性腎

臓病患者に対する生活、食事指導、医療従事者への研修や正しい知識の普及などに

努める。 
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（３）移植対策                                         ３２億円（２７億円） 

①造血幹細胞移植対策の推進【一部新規】（一部特別重点）          ２４億円（１８億円） 

骨髄移植、末梢血幹細胞移植や臍帯血移植の３種類の移植法について、患者の疾

病の種類やステージに応じて最適な方法で移植を実施できる体制を整備するため、ド

ナーと患者の移植後の健康状況の把握、分析のための取組の支援、造血幹細胞移植拠

点病院の整備、末梢血幹細胞移植を普及させるための体制整備を行うとともに、より

安全に臍帯血移植を実施していくための共同事業を支援するなど、造血幹細胞移植の

一層の推進を図る。 
 

②臓器移植対策の推進                                      ６．７億円（７億円） 

改正臓器移植法の施行に伴い、脳死下臓器提供事例が着実に増加しているなか、

臓器移植が適切に実施されるよう、あっせん業務に従事する人を増員（35 人→38 人）

するとともに、引き続き臓器移植の普及啓発を推進する。 

 

（４）健康増進対策                            ３７億円（３０億円） 

①健康づくり・生活習慣病対策の推進【一部新規】              ２０億円（１７億円） 

健康寿命の延伸を実現することなどを目的とした「健康日本 21（第２次）」を着実

に推進するため、国民一人ひとりが日々の生活の中で自発的に健康づくりの具体的な

行動を起こしていけるよう、地域で日頃の健康づくりに対する助言などを行う人材

（健康サポーター）の養成や民間企業との連携をさらに推進し、健康づくりの国民運

動化を推進する事業などを実施する。 
 

②生活習慣病予防に関する研究などの推進                     １７億円（１２億円） 

ア 生活習慣病の新規治療薬の開発など（一部特別重点）       １３億円（１２億円） 

生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的に実施する中で、

糖尿病などの合併症に特化した予防、診断、治療に関する研究を重点的に推進し、

今後の対策の推進に必要なエビデンスの構築を目指す。 

 

イ 新規治療薬の臨床応用に向けた基盤整備【新規】（特別重点）       ４．４億円 

糖尿病の新規治療薬の臨床応用に向けた糖尿病患者の血糖管理状況、合併症の

発生状況などの臨床情報の集積や医療従事者の研修などを行う糖尿病診療管理拠

点病院を整備する。 
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（１）健康安全・危機管理対策総合研究の推進            ４．５億円（４．６億円） 

感染症・バイオテロリズムの発生に備えた初動体制の確保、危機情報の共有や活用、

地域での健康危機管理体制の基盤強化などに資する健康安全・危機管理対策総合研究

事業により総合的な研究を推進する。 

 

（２）健康危機管理体制の整備                           ３億円（１．１億円） 

非常時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時から、各種訓練の実施、地

域での連携体制の構築などを行うとともに、地域での健康危機事例に的確に対応する

ため、専門家の養成などを行う。 

 

（３）国際健康危機管理対策の推進                    ７５百万円（８３百万円） 

国外での未知の感染症が疑われる事例の調査で、WHO などが編成する疫学調査チー

ムに国立感染症研究所が参加し、国際的な感染症の情報収集、分析、情報の還元など

を行う。また、国内外で分離される病原体のゲノム情報の解読、その情報のデータベ

ース化や疫学調査などへの利用を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災で被災した保健衛生施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成 25

年度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

 

 

 

 

 
 
（１）輸入食品の安全確保対策の推進                  １０５億円（１０１億円） 

輸入食品が増加する中で、検疫所のモニタリング検査について、食品群ごとの輸入

７ 食の安全・安心の確保               １２９億円（１３０億円） 

５ 健康危機管理対策の推進             ８．２億円（６．５億円）

６ 保健衛生施設などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上）） 

７．３億円
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量、違反率などに基づき必要とされる検体数を考慮して、体制整備を行いつつ適切に

実施する。 
また、輸出国での食品安全対策の実施状況に関する計画的な調査などを行い、輸入

食品の安全確保対策を推進する。 
 

（２）食品中の放射性物質対策の推進（復興（一部復興庁計上）） 

４．３億円（７．２億円） 

食品中の放射性物質の安全対策を推進するため、平成 24 年４月に設定した新たな基

準値について、食品の汚染状況や摂取状況を調査し、継続的に検証するとともに、国

で流通段階での買上調査を実施するなどの対策を行う。 

また、各自治体のモニタリング検査が円滑に実施できるよう、検査機器の整備に対

する補助を行うほか、食品中の放射性物質に関する調査研究を行う。 

 

（３）食中毒対策の推進                             ６７百万円（７４百万円） 

近年の大規模・広域化した食中毒事件の被害拡大防止のため、菌株収集などによる

原因究明調査を行うとともに、担当官を現地に派遣し疫学調査の支援を行うなど、食

中毒対策を推進する。 

 

（４）残留農薬等の安全確保対策の推進                 ９．３億円（１０億円） 

①残留農薬等のポジティブリスト制度などの推進                ７．６億円（８．８億円） 

平成 18 年度の「ポジティブリスト制度（※）」の導入の際に設定した農薬などの

基準について、引き続き、着実な見直しを進めるとともに、食品添加物について、国

際汎用添加物（※）の迅速な指定や安全性確保の取組を推進する。 
※ポジティブリスト制度：食品中に残留する農薬などについて、残留基準を設定し、基準を超えて食

品中に残留する場合、その食品の販売などを禁止するもの。 

※国際汎用添加物：国際的に安全性が確認され、欧米で広く使用が認められており、国が主体的に指

定に向けた検討を進めるもの。 

 

②食品汚染物質に係る安全確保対策の推進                   ５０百万円（５０百万円） 

食品中の汚染物質対策について、重金属、かび毒などの汚染実態や摂取量の調査

などを行い、基準の設定や見直しなどの安全性確保の取組を進める。 

 

③食品用容器包装等の安全確保対策の推進               ８５百万円（８４百万円） 

食品用容器包装等に用いられる化学物質の規制について、容器包装から食品への

溶出試験の実施などにより具体的なデータの蓄積を行い、欧米などで導入されている

ポジティブリスト化に向けた制度の検討を進める。 
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また、近年、利用が拡大し、食品用途にも応用されつつあるナノマテリアル（※）

について、溶出試験の実施などにより具体的データの蓄積を行い、リスク管理手法の

検討を進める。 
※ナノマテリアル：大きさが 100 ナノメートル以下の小さな物質（ナノとは１ミリの 100 万分の１）。 

 

④健康食品の安全確保対策の推進                          ３３百万円（３３百万円） 

いわゆる健康食品による健康被害を未然に防ぐため、食品成分についての安全性

試験や分析調査を行う。 
 

（５）食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 

９百万円（１１百万円） 

食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応するため、食品安全基本法や食

品衛生法に基づき、消費者などへの積極的な情報の提供や双方向の意見交換を行う。 

 
（６）食品の安全の確保に資する研究の推進             ８．６億円（９．８億円） 

食中毒の予防や食品中の化学物質への基準設定などの課題について、科学的根拠に

基づく調査研究を進める。 

 

 

 

 

 

 

(１) 安全で安心できる水道水の供給に向けた高度浄水処理の推進（重点） 

３０億円 

有機化学物質や病原性原虫などによる水質汚染への対処の必要性が高まる中、平成

24 年５月に利根川水系でホルムアルデヒドによる水質汚染事故も発生したことから、

同様の水質汚染事故を未然に防止し、水道水の安全性の確保、安定供給を図るため、緊

急的に市町村での高度浄水施設の整備を推進する。 
 

（２）水道事業の適切な運営                        １８５億円（２０６億円） 

水道の広域化と水道施設の適切な更新を進めるとともに、水道水による健康リスク

低減のため、引き続き水道水質基準の検討、水質検査体制の精度確保を図る。 
 

（３）水道施設の防災対策（復興）                    ２５６億円（１７６億円） 

東日本大震災を教訓として、東海地震や東南海・南海地震など、大地震の切迫性が

８ 水道事業の適切な運営など         ６７１億円（５８２億円） 
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高いと想定される地域での水道施設の耐震化を推進する（基幹管路の耐震化率31％：

平成22年度）。 

 

（４）水道施設の復旧・復興（復興（復興庁計上））         ２００億円（２００億円） 

東日本大震災の津波などで甚大な被害を受けた地域で、都市計画の見直しを伴うな

ど、通常の原形復旧では対応できない水道施設の復旧・復興を図る。 

 

 

 

 

 

 
 
 

（１）生活衛生関係営業の指導や振興の推進【一部新規】    ２６億円（２４億円） 

中小零細の生活衛生関係営業者の営業の振興と、衛生的で安心できるサービスの提

供を推進するため、全国生活衛生営業指導センターのシンクタンク機能や都道府県生

活衛生営業指導センターの総合調整機能の強化を図り、各生活衛生同業組合が連携し

て行う地域の活性化を図るなどの事業に対する支援・指導を行う。 

 

（２）被災した生活衛生関係営業者への支援（復興（復興庁計上）） 

１．４億円（１．４億円） 

東日本大震災により被災した営業者自らが復興の担い手となるよう、被災した営業

者の営業再開を支援する。 

 

 

 

 

 

 

「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」に基づき、B

型肝炎ウイルスの感染被害を受けられた人々への給付金などの支払いに万全を期すた

め、社会保険診療報酬支払基金に設置した基金に給付金などの支給に必要な費用を積

み増しする。 

 

 

９ 生活衛生関係営業の指導や振興の推進など 

２７億円（２６億円）

１０ B 型肝炎訴訟の給付金などの支給    ５７２億円（３４５億円）
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高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護

ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き推進する。 

また、「「原爆体験者等健康意識調査報告書」等に関する検討会」の報告書の趣旨に

基づき、広島原爆による黒い雨を体験したと訴える方々に対して、不安軽減のための

取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」などに基づき、ハンセン病療養所の

入所者への必要な療養の確保、退所者などへの社会生活支援策、偏見・差別の解消の

ための普及啓発などの施策を着実に実施する。また、ハンセン病療養所での歴史的建

造物などの保存に向けた取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

カネミ油症患者に対する新たな総合的な支援策の一環として、ダイオキシン類の直接

の経口摂取による健康被害という特殊性から、油症患者の健康実態調査を実施し、健康

調査支援金（一人当たり 19 万円）を支給するとともに、研究・検診・相談事業を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

血液製剤の安全性の向上を図るため、未知の感染症などの新たなリスクの早期探知、

１３ カネミ油症患者に対する新たな総合的な支援策の実施 

【一部新規】                   ６．３億円（２．１億円） 

１１ 原爆被爆者の援護【一部新規】   １，４７７億円（１，４７８億円）

１２ ハンセン病対策の推進               ３８１億円（３８８億円） 

１４ 血液製剤対策の推進                ３．２億円（４．２億円） 
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リスク評価や安全対策の効果の検証などを適切に実施する体制を強化する。 

また、将来の献血の担い手となる若年層の献血者の増加を図るため、新たに、高校生

に対して学校教育を通じて献血思想の普及啓発を行う取組みや、大学生などの学生ボラ

ンティアを育成する取組みなど、若年層対策を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）違法ドラッグ対策の強化                          ２．５億円（１．６億円） 

社会問題化している違法ドラッグの乱用を食い止めるため、指定薬物や麻薬への新

規物質の指定の迅速化、包括指定を見据えた分析体制などの充実強化、乱用防止のた

めの情報収集提供や啓発などの取組を強化する。 

 

（２）薬物などの依存症対策の推進                 ５１百万円（５３百万円） 

地域での薬物・アルコールを中心とした依存症対策を推進するため、実施自治体で

毎年度当初に「地域依存症対策支援計画」を策定し、この計画に基づく事業を実施す

る。また、依存症者の社会復帰支援を強化するため、家族支援員による相談支援のほ

か、関係者や依存症家族に対しての研修を行う。 

 

 

１５ 違法ドラッグを含む薬物乱用・依存症対策の推進 

９．５億円（９．０億円）
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（１）障害者の日常生活・社会生活支援のための体制の整備（障害者の「居場所」と

「出番」のある「全員参加型」の共生社会の実現）【新規】（重点）   １２０億円 

「障害者総合支援法」の理念に基づき、障害者などが当たり前に地域で暮らし、社

会参加できる共生社会の実現に向け、障害者などの社会参加の機会と住まいを確保す

るため、障害者の地域生活の支援を担うことができる人材の育成・活用など、障害者

の日常生活や社会生活を支援するため、意思疎通支援を行う人材の養成や意志決定支

援を行う後見業務を適正に担うことができる人材の育成・活用などを実施する。 
また、グループホームなどの「住まいの場」の整備促進、身近な地域での支援体制

強化の拠点となる児童発達支援センターの整備促進や、小規模グループによる療育ケ

アを推進する。 
 

（２）良質な障害福祉サービスの確保           ８，２０７億円（７，４３４億円） 

障害者などが地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスを総合

的に確保する。 
 

（３）地域生活支援事業の着実な実施【一部新規】（一部重点）（一部前述・８４ペー

ジ参照）                              ４８０億円（４５０億円） 

移動支援や意思疎通支援など障害児・者の地域生活を支援する事業について、市町

村などでの事業の着実な実施や定着を図る。 
また、児童発達支援センターについて、発達障害を含む多障害対応や早期専門対応

第３ 障害者支援の総合的な推進 

障害者の「居場所」と「出番」のある「全員参加型」の共生社会の実現に向け、障害があって

も当たり前に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実現するため、良質な障

害福祉サービスの確保や地域生活支援事業の着実な実施、精神障害者や発達障害者など

への支援施策の推進などを図る。 

また、平成 25 年４月から施行される障害者総合支援法に基づき、地域生活支援事業にお

ける必須事業の拡充や障害福祉サービスの基盤整備を図る。 

１ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・者支援

の推進                １兆３，８２５億円（１兆２，７４４億円） 

－84－

94



などの機能強化を図る。さらに、障害者総合支援法で必須事業化された意思疎通支援

を行う人材の養成や意思決定支援を行う後見業務を適正に担うことができる人材の育

成・活用など、障害者の社会参加を支援する。 
 

（４）障害者への良質かつ適切な医療の提供        ２，１９９億円（２，０５７億円） 

心身の障害の状態の軽減を図る自立支援医療（精神通院医療、身体障害者のための

更生医療、身体障害児のための育成医療）を提供する。 
また、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。 

 

（５）障害児・者への福祉サービス提供体制の基盤整備【一部新規】（一部重点）（一

部復興）（一部前述・８４ページ参照）              １５３億円（１１７億円） 

第３期障害福祉計画に基づき、障害児・者の地域移行を進め、生活介護や就労継続

支援などの「日中活動の場」の整備を推進する。 
また、グループホームなどの「住まいの場」の整備や、児童発達支援センターの地

域支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グループによる療育など、発達障害を含

む障害児支援の充実を図るための整備を推進する。 
さらに、障害福祉サービス事業所や障害児施設などに障害児・者の緊急の受入が可

能となる設備を備えるなど、防災拠点としての整備を推進する。 

 

（６）障害者虐待防止などに関する総合的な施策の推進    ４．１億円（４．２億円） 

都道府県や市町村で障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切

な支援を行うため、地域の関係機関の協力体制を整備するとともに、家庭訪問や関係

機関職員への研修、障害者虐待の通報義務などの制度の周知などによる支援体制の強

化を図る。 
 
（７）障害者スポーツに対する総合的な取組などの推進   ８．５億円（８．５億円） 

障害者スポーツの世界大会（パラリンピック競技大会、デフリンピック競技大会）

でのメダル獲得に向けたトップレベルの競技者に対し活動費を助成するとともに、障

害者スポーツ指導員の有効活用を図り、地域での障害者スポーツの参加機会を推進す

ることにより、障害者スポーツの振興を図る。 
 

（８）障害支援区分の施行に向けた所要の準備             ３．１億円（１億円） 

障害者総合支援法に規定された「障害支援区分」の平成 26 年４月からの施行に向け、

新たな調査項目による認定調査や調査結果に基づく障害支援区分の判定（一次、二次）

に関するモデル事業や、市町村が使用する判定ソフトの開発など、所要の準備を行う。 
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（９）重度訪問介護などの利用促進に係る市町村支援事業   ２２億円（２２億円） 

重度障害者の地域生活を支援するため、重度障害者の割合が著しく高いなどのこと

から、訪問系サービスの給付額が国庫負担基準を超えている財政力の弱い市町村に対

し財政支援を行う。 

 

（１０）障害福祉サービス事業所などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上）） 

２６億円 

東日本大震災で被災した障害福祉サービス事業所などのうち、各自治体の復興計画

で、平成 25 年度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政

支援を行う。 

 

（１１）障害福祉サービスの再構築支援（復興（復興庁計上））          １５億円 

被災地の障害者就労支援事業所の業務受注の確保、流通経路の再建の取組や障害福

祉サービス事業所などの事業再開に向けた体制整備などに必要な経費について、財政

支援を行う。 

 

（１２）警戒区域などでの障害福祉制度の特別措置（復興（復興庁計上）） 

   １６百万円（１６百万円） 

現在、東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域などの住民の方々に

ついて、障害福祉サービスなどの利用者負担の免除の措置を講じた市町村に対する財

政支援を実施しているが、平成25年度の取扱いについては、予算編成過程で検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）体制の整備 

                   ７．５億円（７．９億円） 

障害者の地域移行・地域生活支援の一環として、未治療の人、治療を中断している

患者などに対し、アウトリーチ（訪問支援）により、医療・保健・福祉サービスを包

括的に提供し、丁寧な支援を行うため、多職種チームによる訪問活動やこれらに従事

する人への研修などを実施する。 

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 

   ２８６億円（２７５億円）

－86－

96



 

（２）精神科救急医療体制の整備                         ２０億円（２０億円） 

精神疾患をもった救急患者が地域で適切に救急医療を受けられるよう体制の充実に

取り組むとともに、身体疾患を合併している患者に対応できる病床の確保や救急搬送

受入体制の強化などにより、精神科救急医療体制の整備を推進する。 
 

（３）高齢・長期入院の精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進 

      ２．１億円（３．３億円） 

「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づき、入院患者の約半数

を占める高齢入院患者に対して、退院に向けた包括的な地域支援プログラムによる治

療や支援などを行い、精神障害者の退院促進や地域定着に向けた事業を実施する。 
なお、平成 24 年６月に実施した厚生労働省行政事業レビューの公開プロセスの結果

などに基づき、地域コーディネーター事業について廃止するとともに、高齢・長期入

院患者に対する退院支援事業については、当該事業を行っていない医療機関を対照群

として設定し、対照群調査による比較を行うなど、その事業効果を検証する。 
 

（４）認知行動療法の普及の推進                       １億円（９８百万円） 

うつ病の治療で有効性が認められている認知行動療法（※）の普及を図るため、従

事者の養成を実施する。 

※認知行動療法：うつ病になりやすい考え方の偏りを、面接を通じて修正していく療法。 

 

（５）災害時心のケア支援体制の整備                 １．１億円（１．１億円） 

近年必要性が高まっている PTSD（心的外傷後ストレス障害）対策を中心とした事故・

災害などの被害者への心のケアの対策を推進するため、各都道府県で心のケアチーム

や緊急危機対応チームの定期的連絡会議を開催するなど、日常的な相談体制の強化や

事故・災害など発生時の緊急対応体制の強化を図る。 
また、大規模自然災害発生時の心のケア対応として、平成 23 年に独立行政法人国立

精神・神経医療研究センターに設置された「災害時こころの情報支援センター」で、「心

のケアチーム」派遣に係る迅速かつ適切な連絡調整業務や、各都道府県などで実施さ

れる心のケア活動への技術的指導を行い、東日本大震災被災者への継続的な対応や、

今後の災害発生に備えた都道府県などの体制整備を支援する。 
 

（６）心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保など 

 ２３５億円（２３６億円） 

心神喪失者等医療観察法を適切に施行するため、指定入院医療機関を確保し、通院

医療を含む継続的な医療提供体制の整備により、社会復帰の促進を図る。 
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あわせて、指定医療機関の医療従事者を対象とした研修や指定入院医療機関相互の

技術交流により、医療の質の向上を図る。 
 

（７）被災地心のケア支援体制の整備（復興（復興庁計上））           １８億円 

東日本大震災による被災者の心のケアなどを継続的に実施するため、被災３県（岩

手、宮城、福島）に設置した｢心のケアセンター｣で、精神保健福祉士などの専門職種

による自宅や仮設住宅などへの訪問相談、アウトリーチによる医療の提供支援などを

行うための体制整備を支援する。 
 

 

 

 

 

 

（１）発達障害者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成など 

                   ２．８億円（３．５億円） 

①支援手法の開発、人材の育成                              ２．２億円（２．７億円） 

生涯を通じて適切な支援が受けられるよう、発達障害者に対する各ライフステー

ジに応じた支援手法を開発するモデル事業を実施する。 
また、国立障害者リハビリテーションセンターなどで、発達障害者の就労支援に

関する支援手法の開発に取り組むとともに、発達障害者支援に携わる人に対する研修

を行い、人材の専門性の向上に取り組む。 
 

②発達障害に関する理解の促進                            ５７百万円（７１百万円） 

全国の発達障害者支援センターの中核拠点としての役割を担う、国立障害者リハ

ビリテーションセンターに設置された「発達障害情報・支援センター」で、発達障害

に関する各種情報を発信し、支援手法の普及や国民の理解の促進を図る。 
また、「世界自閉症啓発デー」(４月２日) など、自閉症をはじめとする発達障害

に関する正しい知識の浸透を図るための普及啓発を行う。 
 

（２）発達障害者の地域支援体制の確立                   １．９億円（２億円） 

発達障害の乳幼児期から成人期までの一貫した支援体制の整備を行うため、都道府

県などに設置された「発達障害者支援体制整備検討委員会」などの取り組みについて

支援する。 
また、都道府県などで、ペアレントメンター（※1）の養成とその活動を調整する人

の配置、健診などでのアセスメントツール（※2）の導入を促進する研修会の実施など

３ 発達障害者など支援施策の推進         ９億円（８．７億円） 
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を行う。 
※1 ペアレントメンター：発達障害者の子育て経験のある親であって、その経験を活かし、子どもが発

達障害の診断を受けて間もない親などに対して相談や助言を行う人のこと。 
※2 アセスメントツール：発達障害を早期発見し、その後の経過を評価するための確認票のこと。 

 

（３）発達障害の早期支援                             ３．８億円（２．７億円） 

市町村で、発達障害などに関して知識を有する専門員が保育所などを巡回し、施設

のスタッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言などの支援を行う（113

市町村→160 市町村）。 

 

 

 

 

 

 

（１）障害者の就労促進（障害者が誇りと生きがいを持って働ける社会の実現） 

（再掲・３７ページ参照）                          ２２６億円（２１９億円） 

 

①障害者権利条約の批准などに向けた障害者雇用促進制度の見直し【一部新規】 

４１百万円（１１百万円） 

 

②中小企業への支援などの強化や、地域の就労支援力の更なる強化【一部新規】 

        ８８億円（８２億円） 

 

③障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実・強化【一部新規】 

      ３６億円（３０億円） 

 

④障害者の職業能力開発支援の充実                          ５４億円（５５億円） 

 

（２）工賃向上のための取組の推進【一部新規】             ５．１億円（４億円） 

障害者の地域での自立した生活を支援する観点から、就労継続支援Ｂ型事業所の利

用者の工賃向上のため、経営改善や商品開発、市場開拓などを中心とした「工賃向上

計画（24 年度～26 年度）」による支援を行う。 

特に、障害者優先調達推進法（平成 25 年４月１日施行）の円滑な施行に資するよう、

共同受注窓口の体制整備について、官公需の発注に対応する体制にも配慮しつつ、未

整備の地方自治体の体制を整備するなど、重点的に充実・強化を図る。 

４ 障害者への就労支援の推進           ２４２億円（２３３億円） 
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（１）社会保障教育の推進                           ２０百万円（１６百万円） 

社会保障と税の一体改革をはじめ、社会保障に関する国民の理解と協力を得ること

がますます重要になっていることから、各地域に根ざした形で、民間団体や企業など

の「新しい公共」を担う主体により、体験学習を含めた実践的な社会保障教育を試行

し、その検証を進めることにより、社会保障教育のより効果的な展開を図る。 
 

（２）社会保障分野での情報化・情報連携の推進          ３．２億円（３．３億円） 

「社会保障・税に関わる番号制度」の円滑な施行に資するとともに、社会保障分野

での情報化・情報連携を一層推進する観点から、情報連携に求められる技術的要件の

明確化、技術開発などや制度面の検討を行う。 
 

※ 「社会保障・税番号大綱」（平成 23 年６月 30 日政府・与党社会保障改革検討本部

決定）に基づく新たなシステム導入に伴う経費などの平成 25 年度の取扱いについて

は、予算編成過程で検討する。 

 

 

 

 

 

 

（１）国際機関を通じた国際協力の推進                   １５億円（１５億円） 

①世界保健機関(WHO)などを通じた国際協力などの推進           １０億円（１１億円） 

WHO への拠出などを通じ、国際社会で日本の知見に期待が寄せられる高齢化対策や、

ユニバーサル･ヘルス･カバレッジ（全ての人が最低限の医療を平等に受けられる概

念）の達成に向けた取組、アジア地域やアフリカ地域での感染症対策事業、食品安全・

医療安全事業などを推進する。 

 

②国際労働機関(ILO) などを通じた国際協力の推進            ５．２億円（３．６億円） 

G20 サミット首脳宣言などで合意された「社会的保護の床」（※）の確立支援など

のため、ILO などへの拠出を通じ、日本の蓄積する経験・知見を活用し、ILO の専門

性を活かした「アジアにおける社会的保護制度整備支援事業」やアジア地域での若年

２ 国際問題への対応               １６８億円（１５２億円）

～施策横断的な課題への対応～ 

１ 社会保障に対する国民の理解の推進   ３．４億円（３．５億円） 
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者雇用対策支援などを実施し、社会セーフティネット構築のためのアジア・太平洋地

域の域内協力を推進する。 

※「社会的保護の床」：国内の状況･発展段階に応じて設ける最低限の社会保障を指す。国連、G20、

ILO などで議論が深められてきている。 

 

（２）高齢化対策に関する国際貢献の推進【一部新規】   ４７百万円（２９百万円） 

高齢化対策の日本の先進的な知見･経験を活用し、アクティブ･エイジング（健康寿

命を伸ばし、すべての人々が老後に生活の質を上げられること）に関する国際貢献戦

略の策定、国際会議を通じたASEAN諸国との知見の共有とニーズの把握、対象国のニー

ズ分析などに基づくプロジェクト形成支援を行う。 

 

（３）放射性物質による食品などの汚染に対する取組みへの WHO などによる支援 

（復興）                                      ９４百万円（９５百万円） 

WHOや国際がん研究機関（IARC）が食品などに関する検査などに対して助言や諸外国

から信頼される情報発信などの支援を行うに当たり必要な費用を拠出する。 

 

（４）開発途上国向け医薬品開発の促進（特別重点）（一部前述・５７ページ参照） 

              ７億円 

国、日本の製薬企業、民間基金が連携して資金を拠出し、熱帯病などの医薬品の研

究開発や製品化を促進する。 

 

（５）外国人労働者問題などへの適切な対応               ２５億円（２６億円） 

「外国人との共生社会の実現に向けて（中間的整理）」（平成 24 年 8 月 27 日策定「外

国人との共生社会」実現検討会議）などに基づき、以下の施策を実施する。 

①外国人の適正な就業の促進【一部新規】                       １０億円（１１億円） 

労働局が主体となって関係機関との連携を強化し、適正かつ安定した就労につな

がるよう、職業相談から定着支援までの一貫した就労支援に取り組む。 

また、高度外国人材活用のための実践マニュアルについて、企業のニーズに対応

した内容に見直し、高度外国人材の活用・定着の促進を図る。 

 

②日系人などの定住外国人に対する職業訓練の推進          ６．７億円（６．５億円） 

就労準備研修について、各地域のニーズを勘案しながら、介護などの雇用創出が

見込まれる分野の専門コースを拡充する。 

また、定住外国人職業訓練コーディネーターの配置など定住外国人に配慮した職

業訓練を実施する。 
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③外国人労働者の労働条件の確保                          ７２百万円（７３百万円） 

外国人労働者の労働条件をめぐる相談事例の外国語による情報提供を行うなど、

外国人労働者の労働条件の確保を図る。 

 

④技能実習制度の適切な運用                               ４．１億円（４．３億円） 

監理団体や実習実施機関（技能実習生の受入れ機関）への巡回指導、技能実習生

への母国語相談などを引き続き実施し、技能実習生が修得した技能の適切な評価を

促進することにより、適正で実効ある技能移転に向けて制度を運用する。 

 

⑤技能評価システムの移転など職業能力開発分野の国際協力の推進【一部新規】 

３億円（３．２億円） 

日本の技能評価システムの開発途上国への移転を引き続き実施する。 

また、ASEAN 向けの職業訓練指導員マニュアルの開発・普及などの国際機関を通

じた協力、職業訓練指導員の能力向上への支援など、開発途上国の人材育成に協力

する。 

 

（６）経済連携協定の円滑な実施                  ３．８億円（３．８億円） 

経済連携協定に基づき外国人看護師・介護福祉士候補者を円滑かつ適正に受け入れ

るため、看護・介護導入研修を行うとともに、受入施設に対する巡回指導や学習環境

の整備、候補者への日本語や専門知識の学習支援を行う。また、資格を取得できずに

帰国した候補者の母国での再チャレンジ支援（模擬試験の実施など）を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日閣議決定）、「社会保障・税一体改革成案」（平

成 23 年６月 30 日政府・与党社会保障改革検討本部決定）、「第４期科学技術基本計画」

（平成 23 年８月 19 日閣議決定）や東日本大震災の発生などに基づき、復興・再生並

びに災害からの安全性向上への対応や医療イノベーションに重点化して科学研究など

を推進する。 

 

・ 東日本大震災からの復興や大規模災害などへの対応に関する研究の実施（復興） 

２５億円（２５億円） 

３ 科学技術の振興            １，７１０億円（１，５２５億円） 
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東日本大震災からの復興を早期に遂げるとともに、地震、津波などによる自然

災害から国民の生命などを守り、より安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現す

るため、必要な研究を行う。 
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Ⅳ 主要事項（復興関連） 
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（被災者・被災施設の支援） 
 
○災害救助法による災害救助（復興（復興庁計上））        ６４８億円（４９４億円） 

東日本大震災による被災者の方々に供与している応急仮設住宅の延長などに伴う経費

を負担する。 

 

○介護などのサポート拠点に対する支援（復興（復興庁計上））         ３０億円 

被災３県（岩手、宮城、福島）の応急仮設住宅に入居された高齢者などの日常生活を支

えるため、総合相談支援や地域交流などの機能を有する「サポート拠点」の設置・運営に

必要な経費について、引き続き財政支援を行う。 

 
○被災地心のケア支援体制の整備（復興（復興庁計上））             １８億円 

東日本大震災による被災者の心のケアなどを継続的に実施するため、被災３県（岩手、

宮城、福島）に設置した｢心のケアセンター｣で、精神保健福祉士などの専門職種による自

宅や仮設住宅などへの訪問相談、アウトリーチによる医療の提供支援などを行うための体

制整備を支援する。 

 
○障害福祉サービスの再構築支援（復興（復興庁計上））             １５億円 

被災地の障害者就労支援事業所の業務受注の確保、流通経路の再建の取組や障害福祉サ

ービス事業所などの事業再開に向けた体制整備などに必要な経費について、財政支援を行

う。 

 

○社会的包摂ワンストップ相談支援事業の継続実施（復興）           １６億円 

東日本大震災発災後、生きにくさ、暮らしにくさを抱える方々が、いつでもどこでも相

談でき、誰でも適切な支援を迅速に受けられるための拠り所として、問題を抱える方々の

悩みを傾聴するとともに、各種支援策や実施機関の紹介や必要に応じた寄り添い支援を行

東日本大震災からの復興に向けた施策 

＜第１ 地域における暮らしの再生＞ 
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う「社会的包摂ワンストップ相談支援事業」を継続実施する。 

 
○警戒区域などでの医療保険制度の特別措置（復興（復興庁計上）） 

９８億円（９８億円） 

現在、東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域などの住民の方々につい

て、医療保険の一部負担金や保険料の免除などの措置を講じた保険者などに対する財政支

援を実施しているが、平成 25 年度の取扱いについては、予算編成過程で検討する。 

 
○警戒区域などでの介護保険制度の特別措置（復興（復興庁計上）） 

４４億円（４４億円） 

現在、東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域などの住民の方々につい

て、介護保険の利用者負担や保険料の免除の措置を講じた保険者などに対する財政支援を

実施しているが、平成 25 年度の取扱いについては、予算編成過程で検討する。 

 

○警戒区域などでの障害福祉制度の特別措置（復興（復興庁計上）） 

１６百万円（１６百万円） 

現在、東京電力福島第一原発の事故により設定された警戒区域などの住民の方々につい

て、障害福祉サービスなどの利用者負担の免除の措置を講じた市町村に対する財政支援を

実施しているが、平成 25 年度の取扱については、予算編成過程で検討する。 

 
○児童福祉施設などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上））       ３７億円 

東日本大震災で被災した児童福祉施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成 25 年

度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

 
○介護施設・事業所などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上））     ３６億円 

東日本大震災で被災した介護施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成 25 年度に

復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

 
○障害福祉サービス事業所などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上）） 

       ２６億円 

東日本大震災で被災した障害福祉サービス事業所などのうち、各自治体の復興計画で、

平成 25 年度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行
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う。 

 

○保健衛生施設などの災害復旧に対する支援（復興（復興庁計上））     ７．３億円 
東日本大震災で被災した保健衛生施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成 25 年度

に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

 
○水道施設の復旧・復興（復興（復興庁計上））             ２００億円（２００億円） 

東日本大震災の津波などで甚大な被害を受けた地域で、都市計画の見直しを伴うなど、

通常の原形復旧では対応できない水道施設の復旧・復興を図る。 

 

○被災した生活衛生関係営業者への支援（復興（復興庁計上）） 

１．４億円（１．４億円） 

東日本大震災により被災した営業者自らが復興の担い手となるよう、被災した営業者の

営業再開を支援する。 

 

 

（雇用の確保など） 
 
○震災等緊急雇用対応事業の拡充（復興（復興庁計上））            ５００億円 

東日本大震災の被災者の当面の雇用の場を確保し、生活の安定を図るとともに、全国各

地に避難している被災者の帰還を支援するため、震災等緊急対応事業の基金を積み増すと

ともに実施期間を延長する。 

 

○福島避難者帰還就職支援総合プロジェクトの実施【新規】             ８億円 

自治体や経済団体から構成される協議会に対し、避難解除区域への帰還者の雇用促進に

資する就職活動支援セミナーなどの支援事業を委託する。 

また、福島県の市町村に対し助成金など雇用創出の支援ツールについて、市町村の実情

に応じた活用方法の提案や、手続・運営などに関するアドバイスを行う。 

さらに、福島県外の避難者の就職支援体制を充実する。 

 

 

－97－

108



 

○被災新卒者等に対する就職支援の推進（一部復興（復興庁計上）） 

４．２億円（８．９億円） 

被災地域の就職環境が厳しい状況であることに基づき、ジョブサポーターを活用し、被

災新卒者などの就職の促進を図る。 

 

○復興工事に従事する労働者の安全確保【一部新規】       ２．５億円（３億円） 

被災地での復旧・復興工事の進捗状況に応じて職長、管理監督者などに対する安全衛生

に関する教育・研修を支援する。 

 

○求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給などを通じた就職支援（一部復興

（復興庁計上））                            １３３億円（２７７億円） 

被災地の雇用保険を受給できない求職者に対し、新たな技能や知識を身につけるための

職業訓練を実施し、訓練期間中の生活を支援するための給付金の支給を行う。 

 

 

（被災地域の臨床研究などの支援） 
 
○被災地域の復興に向けた臨床研究中核病院の整備（復興）  ４．４億円（５．１億円） 

被災地域での革新的な医薬品・医療機器創出拠点の形成を通じ、国際水準の臨床研究

などを実施するとともに、産業復興、新産業創出により復興を図ることを目的として整備

している、臨床研究中核病院（１箇所）について、研究開発の重点領域であるがんなどの

分野で質の高い臨床研究を実施する基盤として中心的役割を果たせるよう、体制強化を図

る。 

 

○被災地域の復興に向けた国際水準で実施する臨床研究などの支援（復興） 

  １億円（１億円） 

被災地域での革新的な医薬品・医療機器創出拠点の形成を通じ、質の高い臨床研究を

実施するとともに、産業復興、新産業創出により復興を図ることを目的として臨床研究中

核病院での国際水準の臨床研究を支援する。 

 

○被災地域の復興に向けた医薬品・医療機器の実用化支援（復興） 

１０億円（１０億円） 
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革新的な医薬品・医療機器を創出するとともに、産業のさらなる発展や雇用の創出を通

じた震災からの復興に貢献することを目指して、被災地域での大学、研究機関発のシーズ

開発を後押しし、臨床研究・医師主導治験を支援する。 
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○食品中の放射性物質対策の推進（復興（一部復興庁計上））  ４．３億円（７．２億円） 

食品中の放射性物質の安全対策を推進するため、平成 24 年４月に設定した新たな基準

値について、食品の汚染状況や摂取状況を調査し、継続的に検証するとともに、国で流通

段階での買上調査を実施するなどの対策を行う。 

また、各自治体のモニタリング検査が円滑に実施できるよう、検査機器の整備に対する

補助を行うほか、食品中の放射性物質に関する調査研究を行う。 

 
○東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策  ５．１億円（６億円） 

東京電力福島第一原発での緊急作業従事者への被ばく防護措置などについて立入調査

などによる適切な指導を行う。また、被ばく線量等管理データベースを運用するとともに、

緊急作業従事者に対する健康相談や保健指導を行うほか、一定の被ばく線量を超えた緊急

作業従事者に対し、がん検診などを実施する。 

 
○原発事故からの復旧・復興従事者の適正な放射線管理実施の指導【新規】 

                         １．６億円 
除染、復旧・復興作業などを行う中小零細企業の団体を通じて、適切な放射線管理の実

施について指導を行う。 

 

○放射性物質による食品などの汚染に対する取組みへの WHO などによる支援（復興） 

９４百万円（９５百万円） 

WHOや国際がん研究機関（IARC）が食品などに関する検査などに対して助言や諸外国か

ら信頼される情報発信などの支援を行うに当たり必要な費用を拠出する。 

 

 

  

＜第２ 原子力災害からの復興＞ 
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○医療情報連携・保全基盤の整備（復興）              ９．５億円（９．５億円） 

医療機関の主要な診療データを、平時から標準的な形式で外部保存しバックアップす

ることにより、災害時にも過去の診療情報を参照できる手段を確保し、継続した医療の

提供を可能とするとともに、平常時には連携医療機関相互でデータの閲覧を可能とし、

質の高い地域医療連携に活用できる医療情報連携・保全基盤を整備する。 

 

○国立病院機構の災害対応設備の充実・強化【新規】（復興）         ２０５億円 
国立病院機構の災害拠点病院について、災害に強い次世代型医療情報システムの構築

や自家発電設備の更新・増設を実施する。 

 

○災害時の安心につながる在宅医療連携体制の推進（復興）    １０億円（１０億円） 
災害が発生した場合でも在宅医療を必要とする人が安心して医療サービスを受ける

ことができるよう、市町村を中心とした、多職種協働による医療と介護の連携の下で在

宅医療が提供される体制づくりを推進するとともに、災害時の在宅医療に必要な備品の

整備を併せて行う。 

※ 厚生労働省版「提言型政策仕分け」（平成 24 年６月～７月実施）の提言関連 

 

○災害時に拠点となる薬局の整備【新規】（復興）                   ５億円 

災害時に医薬品などの供給や支援薬剤師受入れの拠点となる薬局の設備を整備し、災

害発生初期の医療体制の確保を図る。 

 

○災害時に拠点となる血液センターの整備【新規】（復興）            ４．９億円 

災害時に血液製剤を供給するための拠点となる血液センターの設備を整備し、災害発

生時の血液製剤の安定供給の確保を図る。 

 

○福祉避難所の設置促進【新規】（復興）                        １９億円 

災害時に災害時要援護者（高齢者・障害者など支援が必要な方々）に対し一定の配慮が

行われる福祉避難所について、市町村で円滑にその指定や運営が行われるよう、設置計画

の作成のための協議会の開催、災害発生を想定した運営訓練や、福祉避難所として必要な

備品、消耗品などの購入経費について、短期間に重点的に財政措置を行う。 

＜第３ 今後の災害への備え＞ 
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○水道施設の防災対策（復興）                        ２５６億円（１７６億円） 

東日本大震災を教訓として、東海地震や東南海・南海地震など、大地震の切迫性が高い

と想定される地域での水道施設の耐震化を推進する（基幹管路の耐震化率31％：平成22年

度）。 

 

○東日本大震災からの復興や大規模災害などへの対応に関する研究の実施（復興） 

                                 ２５億円（２５億円） 

東日本大震災からの復興を早期に遂げるとともに、地震、津波などによる自然災害から

国民の生命などを守り、より安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、必要な研

究を行う。 
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平成２５年度厚生労働省予算概算要求の主要事項一覧表 

 

項目 主要事項 
平成 24 年度 

予 算 額 

平成 25 年度 

要求・要望額 

すべての人々のための

社会・生活基盤の構築 

第１ 安心して子ども

を産み育てることの

できる環境の整備 

 

 

 

 

第２ 「全員参加型社 

会」の実現に向けた雇 

用・生活安定の確保 

 

 

 

 

 

第３ 「ディーセント・ 

ワーク（働きがいのあ 

る人間らしい仕事）」 

の実現 

 

 

 

 

 

第４ 自立した生活の

実現と暮らしの安心

確保 

 

 

 

 

 

 

１ 待機児童の解消などに向けた取組 

２ 児童手当制度 

３ 児童虐待・DV 対策、社会的養護の充実 

４ ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進 

５ 母子保健医療対策の推進 

６ 仕事と育児の両立支援策の推進 

 

１ 働く「なでしこ」大作戦の推進（女性の活

躍促進による経済活性化） 

２ 「全員参加型社会」の実現 

３ 成長分野などでの雇用創出、人材の育成の

推進 

４ 重層的なセーフティネットの構築 

５ 震災復興のための雇用対策 

 

１ 「望ましい働き方ビジョン」の実現に向け

て（非正規雇用労働者の雇用の安定・処遇の

改善） 

２ ワーク・ライフ・バランスの実現 

３ 労働者が安全で健康に働くことができる

職場づくり 

４ 良質な労働環境の確保 

５ 震災復興のための労働安全衛生対策 

 

１ 生活困窮者の経済的困窮と社会的孤立か

らの脱却、「貧困の連鎖」の防止 

２ 自殺・うつ病対策の推進 

３ 災害救助法による災害救助など 

４ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の

援護など  

 

 

 

491,875 

1,458,515 

96,326 

187,981 

27,064 

9,197 

 

14,887 

 

98,927 

282,528 

 

432,609 

87,630 

 

28,339 

 

 

10,873 

7,729 

 

7,418 

899 

 

2，818,157 

 

5,084 

49,355 

38,245 

 

 

531,013

1,431,099

98,911

191,652

26,203

7,826

18,710

107,056

245,980

388,203

112,328

32,467

9,306

8,306

 

7,125

916

2,970,366

6,508

68,324

35,404

（単位：百万円）
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第５ 信頼できる年金

制度に向けて 

 

 

 

 

どこに住んでいても、そ

の人にとって適切な医

療・介護サービスが受け

られる社会の実現 

第１ 安心で質の高い

医療・介護サービ

スの安定的な提

供 

 

 

 

第２ 健康で安全な生

活の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 持続可能で安心できる年金制度の運営 

２ 年金記録問題への取組 

３ 厚生年金保険や国民年金の適用・保険料収

納対策の取組強化 

４ 日本年金機構が行う公的年金事業に関す

る業務運営 

 

 

 

 

１ 医療イノベーションの推進など 

２ 医療提供体制の機能強化 

３ 安定的で持続可能な医療保険制度の運営

の確保 

４ 安心で質の高い介護サービスの確保 

５ 福祉・介護人材の確保対策の推進 

 

１ 新型インフルエンザなどの感染症対策 

２ がん対策 

３ 肝炎対策 

４ 難病などの各種疾病対策、移植対策、健康

増進対策 

５ 健康危機管理対策の推進 

６ 保健衛生施設などの災害復旧に対する支

援 

７ 食の安全・安心の確保 

８ 水道事業の適切な運営など 

９ 生活衛生関係営業の指導や振興の推進な

ど 

10 B 型肝炎訴訟の給付金などの支給 

11 原爆被爆者の援護 

12 ハンセン病対策の推進 

13 カネミ油症患者に対する新たな総合的な

支援策の実施 

14 血液製剤対策の推進 

15 違法ドラッグを含む薬物乱用・依存症対策

の推進 

8,094,508 

94,434 

890 

 

337,521 

 

 

 

 

 

28,966 

60,470 

10,231,587 

 

2,431,413 

209,076 

 

13,446 

27,456 

23,897 

57,979 

 

653 

0 

 

13,020 

58,159 

2,551 

 

34,484 

147,793 

38,849 

210 

 

422 

901 

 

10,752,517

73,729

3,670

326,159

 

61,747

88,131

10,589,627

2,582,376

163,547

14,200

39,223

24,232

60,193

822

734

12,905

67,117

2,736

57,200

147,725

38,115

626

325

953
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第３ 障害者支援の総

合的な推進 

 

 

 

 

 

施策横断的な課題への

対応 

 

 

１ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援な

どの障害児・者支援の推進 

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者

施策の推進 

３ 発達障害者など支援施策の推進 

４ 障害者への就労支援の推進 

 

 

 

１ 社会保障に対する国民の理解の推進 

２ 国際問題への対応 

３ 科学技術の振興 

 

1,274,437 

 

27,453 

 

873 

23,345 

 

 

 

350 

15,222 

152,472 

1,382,456

28,635

898

24,172

343

16,760

170,956
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第１　安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備

項　　　　　目 担当部局課室名

１　待機児童の解消などに向けた取組

　（１）待機児童解消策の推進など保育の充実　 雇用均等・児童家庭局保育課（内７９２７）

　（２）放課後児童対策の充実　 雇用均等・児童家庭局育成環境課（内７９０９）

　（３）地域の子育て支援の充実
雇用均等・児童家庭局総務課少子化対策企画室（内７７９３）
雇用均等・児童家庭局育成環境課（内７９０７）
雇用均等・児童家庭局保育課（内７９２７）

　（４）児童福祉施設などの災害復旧に対する支援 雇用均等・児童家庭局総務課（内７８３０）

２　児童手当制度
雇用均等・児童家庭局育成環境課（内７９１３）
雇用均等・児童家庭局育成環境課（内７９１０）

３　児童虐待・DV対策、社会的養護の充実

　（１）児童虐待防止対策の推進、社会的養護の充実 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８８７）

　　　①児童虐待防止対策の推進 雇用均等・児童家庭局総務課（内７８２９）

　　　②家庭的養護の推進 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８８７）

　　　③被虐待児童などへの支援の充実 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８８７）

　　　④要保護児童の自立支援の充実　 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８８７）

　（２）児童養護施設などの家庭的養護への転換を図るための施設整備の充実 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８８７）

　（３）配偶者からの暴力（DV）防止 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８９２）

４　ひとり親家庭の総合的な自立支援の推進

　（１）ひとり親家庭の就業・生活支援などの推進 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８９２）

　（２）自立を促進するための経済的支援 雇用均等・児童家庭局家庭福祉課（内７８９２）

　（３）女性の就業希望の実現 職業安定局首席職業指導官室（内５７７９）

５　母子保健医療対策の推進

　（１）不妊治療などへの支援　 雇用均等・児童家庭局母子保健課（内７９３８）

　（２）小児の慢性疾患などへの支援　 雇用均等・児童家庭局母子保健課（内７９３７）

６　仕事と育児の両立支援策の推進 雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課（内７８５７）

～すべての人々のための社会・生活基盤の構築～
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第２　「全員参加型社会」の実現に向けた雇用・生活安定の確保

項　　　　　目 担当部局課室名

１　働く「なでしこ」大作戦の推進（女性の活躍促進による経済活性化）

　（１）女性の活躍促進のための営業大作戦の本格実施 雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課（内７８３９）

　（２）女性の就業希望の実現 職業安定局首席職業指導官室（内５７７９）

　（３）仕事と育児の両立支援策の推進 雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課（内７８５７）

　（４）仕事と介護の両立支援策の推進 雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課（内７８５７）

　（５）パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進 雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働課（内７８７０）

　（６）改正労働契約法などの円滑かつ着実な施行（有期労働契約に関する新たな
　　　　ルールなどの円滑な実施）

労働基準局労働条件政策課（内５５８７）

　（７）有期・短時間・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト(仮称)の推進 職業安定局派遣・有期労働対策部企画課（内５２７１）

２　「全員参加型社会」の実現

　（１）「若者雇用戦略」の推進（若者の安定雇用の確保）

　　　①大学などの新卒者・既卒者に対する就職支援の推進 職業安定局派遣・有期労働対策部若年者雇用対策室（内５３３１、５３３３）

　　　②若者と中小企業とのマッチングの強化（「若者応援企業」宣言の実施） 職業安定局派遣・有期労働対策部若年者雇用対策室（内５３３１、５３３３）

　　　③キャリア教育の推進 職業能力開発局キャリア形成支援室（内５９３７）

　　　④キャリア・コンサルティングの活用促進 職業能力開発局キャリア形成支援室（内５９３７）

　　　⑤フリーターなどのキャリア形成・正社員転換などの支援 職業安定局派遣・有期労働対策部若年者雇用対策室（内５３３１、５３３３）

　　　⑥ジョブ・カード制度の推進 職業能力開発局実習併用職業訓練推進室（内５９５９）

　　　⑦ニートなどの若者の職業的自立支援の強化

　　　　ア 地域若者サポートステーションの拡充 職業能力開発局キャリア形成支援室（内５９３７）

　　　　イ サポステ・学校連携推進事業 職業能力開発局キャリア形成支援室（内５９３７）

　　　⑧高校中退者などに対する学卒者訓練の受講支援 職業能力開発局能力開発課（内５９２４）

　（２）働く「なでしこ」大作戦の推進（女性の活躍促進による経済活性化）

　（３）障害者の就労促進（障害者が誇りと生きがいを持って働ける社会の実現）

　　　①障害者権利条約の批准などに向けた障害者雇用促進制度の見直し 職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課（内５７８３）

　　　②中小企業への支援などの強化や、地域の就労支援力の更なる強化 職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課（内５７８３）

　　　③障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実・強化 職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課（内５７８３）

　　　④障害者の職業能力開発支援の充実 職業能力開発局能力開発課（内５９２４）

　（４）高齢者の就労促進（「生涯現役社会」の実現）

　　　①年齢にかかわりなく意欲と能力に応じて働くことができる「生涯現役社会」
　　　　の実現に向けた高齢者の就労促進

職業安定局高齢・障害者雇用対策部高齢者雇用対策課（内５８１５）

　　　②高齢者などの再就職の援助・促進 職業安定局高齢・障害者雇用対策部高齢者雇用対策課（内５８１５）

　　　③高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大 職業安定局高齢・障害者雇用対策部高齢者雇用対策課（内５８１５）

　（５）治療と職業生活の両立支援の推進

　　　①疾病を抱える労働者に対する就労継続支援 労働基準局安全衛生部労働衛生課（内５４９５）

　　　②長期にわたる治療などが必要な疾病を抱えた求職者に対する就職支援 職業安定局首席職業指導官室（内５７７４）

３　成長分野などでの雇用創出、人材の育成の推進

　（１）成長分野などでの雇用創出の推進

　　　①都道府県による産業政策と一体となった雇用創造の支援の抜本的な強化
　　　　（「地域雇用創造総合プログラム」の創設）

職業安定局地域雇用対策室（内５８４６）

　　　②成長分野での積極的な雇用創出・人材育成・就職支援 職業安定局雇用政策課（内５７３４）

　　　③成長分野などの中小企業による魅力的な職場づくりの取組の支援 職業安定局雇用開発課（内５７９８）

　　　④介護・医療・保育職種の人材確保に向けた支援の強化

労働基準局労働条件政策課（内５３５６）
労働基準局安全衛生部安全課（内５４８１）
労働基準局安全衛生部労働衛生課（内５４９８）
職業安定局首席職業指導官室（内５７７９）

　（２）成長分野などでの人材育成の推進

　　　①成長分野・ものづくり分野での離職者訓練や在職者訓練の推進 職業能力開発局能力開発課（内５９２４）

　　　②長期の訓練コースの開発・設定 職業能力開発局能力開発課（内５９２４）

　　　③ものづくり立国の推進 職業能力開発局能力評価課（内５９４３）

　　　④新事業展開地域人材育成支援事業の推進 職業能力開発局能力評価課（内５９４３）

　（３）職業生涯を通じたキャリア形成支援の一層の推進

　　　①労働者・企業に対する職業能力開発への支援
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項　　　　　目 担当部局課室名

　　　　ア 政策課題に沿った人材育成への支援
職業能力開発局育成支援課（５９３５）
職業能力開発局実習併用職業訓練推進室（内５３１３）

　　　　イ 中小企業などでのキャリア形成支援
職業能力開発局キャリア形成支援室（内５９３７）
職業能力開発局育成支援課（内５９３５）
職業能力開発局海外協力課（内５９５７）

　　　②キャリア・コンサルティングの活用促進 職業能力開発局キャリア形成支援室（内５９３７）

　　　③ジョブ・カード制度の推進 職業能力開発局実習併用職業訓練推進室（内５９５９）

　　　④職業能力評価基準の整備・活用促進 職業能力開発局能力評価課（内５９４３）

　　　⑤技能検定制度の整備 職業能力開発局能力評価課（内５９４３）

４　重層的なセーフティネットの構築

　（１）生活保護受給者などの生活困窮者に対する就労支援の抜本強化（「生活保護
　　　　受給者等就職実現プロジェクト（仮称）」の創設）

職業安定局派遣・有期労働対策部企画課就労支援室（内５７９６）

　（２）公共職業訓練、求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給を通じた
　　　　能力開発や訓練機関とハローワークとの連携を通じた就職支援

職業安定局首席職業指導官室（５７７４）
職業安定局雇用保険課（内５７６３）
職業安定局派遣・有期労働対策部求職者支援室（内５２７３）
職業能力開発局能力開発課（内５９２４）

５　震災復興のための雇用対策

　（１）震災等緊急雇用対応事業の拡充 職業安定局地域雇用対策室（内５７９４）

　（２）福島避難者帰還就職支援総合プロジェクト
職業安定局地域雇用対策室（内５８６４）
職業安定局首席指導官室（内５７７１）
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第３　「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）」の実現

項　　　　　目 担当部局課室名

１　「望ましい働き方ビジョン」の実現に向けて（非正規雇用労働者の雇用の安
　　定・処遇の改善）

　（１）有期・短時間・派遣労働者等安定雇用実現プロジェクト(仮称)の推進 職業安定局派遣・有期労働対策部企画課（内５２７１）

　（２）パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進 雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働課（内７８７０）

　（３）改正労働契約法などの円滑かつ着実な施行（有期労働契約に関する新たな
　　　　ルールなどの円滑な実施）

労働基準局労働条件政策課（内５５８７）
労働基準局監督課（内５５４３）

　（４）今後の労働者派遣制度の在り方についての検討 職業安定局派遣・有期労働対策部需給調整事業課（内５７４７）

　（５）職業能力評価基準の整備・活用促進 職業能力開発局能力評価課（内５９４３）

　（６）最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援や最低賃金の
　　　　遵守の徹底

労働基準局労働条件政策課（内５５４６）

　（７）フリーターなどのキャリア形成、正社員転換などの就職支援の強化 職業安定局派遣・有期労働対策部若年者雇用対策室（内５３３１、５３３３）

　（８）ジョブ・カード制度の推進 職業能力開発局実習併用職業訓練推進室（内５９５９）

２　ワーク・ライフ・バランスの実現

　（１）過重労働の解消と仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み方の見直し 労働基準局労働条件政策課（内５５２４）

　（２）医療従事者の勤務環境の改善に向けた取組の推進
医政局看護課（内４１２３）
労働基準局労働条件政策課（内５３５６）

　（３）バス、トラック、タクシーの自動車運転者の長時間労働抑制 労働基準局監督課（内５５４３）

　（４）適正な労働条件下でのテレワークの推進、良好な在宅就業環境の確保など
労働基準局労働条件政策課（内５３５３）
雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働課（内７８７０）

　（５）仕事と育児の両立支援策の充実 雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課（内７８５７）

　（６）仕事と介護の両立支援策の推進 雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課（内７８５７）

　（７）疾病を抱える労働者に対する就労継続支援 労働基準局安全衛生部労働衛生課（内５４９５）

　（８）短時間正社員制度の導入・定着の促進 雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働課（内７８７０）

３　労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり

　（１）業種の特性に応じた労働災害防止対策の推進 労働基準局安全衛生部安全課（内５４８１）

　（２）復興工事に従事する労働者の安全確保 労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室（内５４８６）

　（３）東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策 労働基準局安全衛生部労働衛生課電離放射線労働者健康対策室（内５５９２）

　（４）原発事故からの復旧・復興事業者の適正な放射線管理実施の指導 労働基準局安全衛生部労働衛生課電離放射線労働者健康対策室（内２１８１）

　（５）石綿ばく露防止対策の推進 労働基準局安全衛生部化学物質対策課（内５５１４）

　（６）職場での化学物質対策の強化 労働基準局安全衛生部化学物質対策課（内５５１４）

　（７）職場でのメンタルヘルス対策の推進 労働基準局安全衛生部労働衛生課（内５４９２、５４９５）

　（８）職場での受動喫煙防止対策の推進 労働基準局安全衛生部労働衛生課環境改善室（内５５０６）

４　良質な労働環境の確保

　（１）最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援や最低賃金の
　　　　遵守の徹底

労働基準局労働条件政策課（内５５４６）

　（２）労働問題に関するワンストップ相談体制の整備 大臣官房地方課（内７７３６）

　（３）職場のパワーハラスメント予防・解決に向けた環境整備 労働基準局労働条件政策課（内５３７３）

　（４）労働法制の基礎知識の普及促進
大臣官房地方課（内７７３６）
労働基準局労働条件政策課（内５５８７）

　（５）義肢等補装具費支給制度の拡充 労働基準局労災補償部補償課（内５５６６）

　（６）労働保険未手続事業一掃対策の推進と労働保険料の収納率の向上 労働基準局労災補償部労働保険徴収課（内５１５４）

５　震災復興のための労働安全衛生対策

　（１）復興工事に従事する労働者の安全確保 労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室（内５４８６）

　（２）東京電力福島第一原発の緊急作業従事者への健康管理対策 労働基準局安全衛生部労働衛生課電離放射線労働者健康対策室（内５５９２）

　（３）原発事故からの復旧・復興従事者の適正な放射線管理実施の指導 労働基準局安全衛生部労働衛生課電離放射線労働者健康対策室（内２１８１）
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第４　自立した生活の実現と暮らしの安心確保

項　　　　　目 担当部局課室名

１　生活困窮者の経済的困窮と社会的孤立からの脱却、「貧困の連鎖」の防止

　（１）生活困窮者支援体系の確立

　　　①「包括的」かつ「伴走型」の支援態勢の構築など 社会・援護局（社会）地域福祉課（内２８５７）

　　　②生活保護受給者などの生活困窮者に対する就労支援の抜本強化（「生活保護
　　　　受給者等就職実現プロジェクト（仮称）」の創設）

職業安定局派遣・有期労働対策部企画課就労支援室（内５７９６）

　　　③生活保護受給者への居住支援 社会・援護局（社会）保護課（２８２４）

　　　④ニートなどの若者の職業的自立支援の強化 職業能力開発局キャリア形成支援室〈内５９３７）

　　　⑤子どもの貧困対策支援の充実（「貧困の連鎖」の防止） 社会・援護局（社会）保護課（２８２４）

　　　⑥介護福祉士等修学資金貸付事業の拡充 社会・援護局（社会）福祉基盤課福祉人材確保対策室（内２８４５）

　　　⑦ひきこもりの人やその家族への支援 社会・援護局（社会）総務課（内２８１６）

　（２）国民の信頼に応えた生活保護制度の構築

　　　①生活保護に係る国庫負担 社会・援護局（社会）保護課（２８２４）

　　　②生活保護受給者への居住支援 社会・援護局（社会）保護課（２８２４）

　　　③子どもの貧困対策支援の充実（「貧困の連鎖」の防止） 社会・援護局（社会）保護課（２８２４）

２　自殺・うつ病対策の推進

　（１）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）体制の整備 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（２）認知行動療法の普及の推進 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（３）地域での効果的な自殺対策の推進と民間団体の取組支援 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（４）自殺予防に向けた相談体制の充実と人材育成
労働基準局安全衛生部労働衛生課（内５４９２、５４９５）
障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（５）災害時心のケア支援体制の整備 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（６）被災地心のケア支援体制の整備 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

３　災害救助法による災害救助など

　（１）災害救助法による災害救助 社会・援護局（社会）総務課災害救助・救援対策室（内２８１９）

　（２）社会的包摂ワンストップ相談支援事業の継続実施 社会・援護局（社会）地域福祉課（内２８５９）

　（３）福祉避難所の設置促進 社会・援護局（社会）総務課災害救助・救援対策室（内２８１９）

４　戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護など

　（１）戦没者等の妻及び戦没者の父母等に対する特別給付金の継続（支給事務費） 社会・援護局（援護）援護課（２４２５）

　（２）戦没者慰霊事業などの推進
社会・援護局（援護）援護企画課（内３４０８）
社会・援護局（援護）援護企画課外事室（内４５１０）
社会・援護局（援護）業務課（内３４４９）

　（３）中国残留邦人等の援護など
社会・援護局（援護）援護企画課中国孤児等対策室（内３４８８）
社会・援護局（援護）業務課（内３４４９）

第５　信頼できる年金制度に向けて

項　　　　　目 担当部局課室名

１　持続可能で安心できる年金制度の運営
年金局総務課（内３６４６）
年金局年金課（内３３３６）

２　年金記録問題への取組

　（１）紙台帳とコンピュータ記録との突合せの促進　 年金局事業企画課（内３６５３）

　（２）ねんきんネットを活用した年金記録の確認・記録問題の再発防止 年金局事業企画課（内３６５３）

　（３）その他必要な記録問題対策の推進など 年金局事業企画課（内３６５３）

３　厚生年金保険や国民年金の適用・保険料収納対策の取組強化 年金局事業管理課（内３６４５）

４　日本年金機構が行う公的年金事業に関する業務運営 年金局事業企画課（内３５４５）
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第１　安心で質の高い医療・介護サービスの安定的な提供

項　　　　　目 担当部局課室名

１　医療イノベーションの推進など

　（１）医療イノベーション５か年戦略の着実な推進

　 （ⅰ）革新的医薬品・医療機器の創出

　　　①創薬支援ネットワークの構築 大臣官房厚生科学課（内３８０５）

　　　②重点領域の創薬研究開発の推進

　　　　ア がん
健康局がん対策・健康増進課（内２３３９）
健康局疾病対策課臓器移植対策室（内２３６３）

　　　　イ 難病・希少疾病 健康局疾病対策課（内２３５５）

　　　　ウ 肝炎 健康局疾病対策課肝炎対策推進室（内２９４８）

　　　　エ 感染症
健康局結核感染症課（内２３８６）
健康局疾病対策課（内２３５８）
大臣官房国際課（内７２８５）

　　　　オ 糖尿病・脳心血管系疾患 健康局がん対策・健康増進課（内２３３９）

　　　　カ 精神・神経疾患
障害保健福祉部企画課（内３０１９）
障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５３）
老健局総務課（内３９４２）

　　　　キ 小児の先天性疾患など 雇用均等・児童家庭局母子保健課（内７９３７）

　　　③臨床研究・治験環境の整備

　　　　ア 臨床研究中核病院の整備 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　　　　イ 国際水準で実施する臨床研究などの支援 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　　　　ウ 橋渡し研究などの推進 医政局国立病院課（内線２６１３）

　　　④審査の合理化・迅速化・質の向上と安全対策の強化など

　　　　ア 審査基準の明確化
医薬食品局総務課（内２７１０）
医薬食品局審査管理課（内２７３５）
医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室（内２７８６）

　　　　イ グローバル化への対応
医薬食品局審査管理課（内２７３５）
医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室（内２７８６）
医薬食品局監視指導・麻薬対策課（内２７６１）

　　　　ウ 中小・ベンチャー企業などの実用化支援
医薬食品局審査管理課（内２７３５）
医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室（内２７８６）

　　　　エ 安全対策の強化 医薬食品局安全対策課（内２７４９）

　　　　オ 医療機器の特性を踏まえた制度 医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室（内２７８６）

　　　⑤イノベーションの適切な評価 保険局医療課（内３２７７）

　　（ⅱ）世界最先端の医療実現

　　　①再生医療の推進 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　　　②個別化医療の推進

　　　　ア 個別化医療推進のためのインフラ整備と研究の推進 医政局国立病院課（内線２６１３）

　　　　イ 個別化医療に資する医薬品開発の推進 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　（２）臨床研究中核病院の整備 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　（３）国際水準で実施する臨床研究などの支援 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　（４）早期・探索的臨床試験拠点の整備 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　（５）先進医療評価の迅速化・効率化 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　（６）日本主導のグローバル臨床研究拠点の整備 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　（７）再生医療の推進 医政局研究開発振興課（内２５４３）

　（８）後発医薬品の使用促進

医政局経済課（内２５２５）
医薬食品局審査管理課（内２７３５）
医薬食品局監視指導・麻薬対策課（内２７６１）
保険局高齢者医療課（内３１９３）
保険局医療課（内３２７７）

　（９）被災地域の復興に向けた医薬品・医療機器の実用化支援 医政局研究開発振興課（内２５４３）

２　医療提供体制の機能強化

　（１）地域医療の強化のための緊急対策

　　　①在宅医療の充実強化

　　　　ア 病状急変時の対応などを強化した在宅医療連携体制の推進 医政局指導課（内２６６２）

　　　　イ 小児在宅医療患者の相談支援体制の整備 医政局指導課（内４１２１）

　　　　ウ 薬局を活用した薬物療法提供体制の強化 医薬食品局総務課（内２７０８）

～どこに住んでいても、その人にとって適切な医療・介護サービスが受けられる社会の実現～
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項　　　　　目 担当部局課室名

　　　②へき地や救急医療でのアクセス強化

　　　　ア へき地患者の輸送支援 医政局指導課（内２５５１）

　　　　イ ドクターヘリ運航体制のさらなる拡充 医政局指導課（内２５５０）

　（２）地域医療確保対策

　　　①地域医療支援センターの整備の拡充 医政局指導課（内２５５７）

　　　②専門医に関する新たな仕組みの導入に向けた体制整備 医政局医事課（内４１２３）

　　　③医療提供体制の在り方などの検討 医政局総務課（内２５２０）

　　　④医療計画の評価などの支援 医政局指導課（内２５５７）

　　　⑤チーム医療の推進

　　　　ア チーム医療の普及推進
医政局医事課（内２５６８）
医政局看護課（内４１７３）

　　　　イ 看護補助者の活用 医政局看護課（内４１７３）

　　　⑥女性医師の離職防止・復職支援 医政局医事課（内２５６８）

　　　⑦看護職員の確保対策の推進 医政局看護課（内４１７３）

　　　⑧歯科口腔保健の推進 医政局歯科保健課（内２５８３）

　　　⑨歯科診療情報の活用 医政局歯科保健課（内２５８３）

　　　⑩保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）普及・啓発事業 医政局研究開発振興課（内２６８４）

　　　⑪医療情報連携・保全基盤の整備 医政局研究開発振興課（内２６８４）

　（３）在宅医療の推進

　　　①在宅チーム医療を担う人材の育成 医政局指導課（内２６６２）

　　　②病状急変時の対応などを強化した在宅医療連携体制の推進 医政局指導課（内２６６２）

　　　③災害時の安心につながる在宅医療連携体制の推進 医政局指導課（内２６６２）

　　　④小児在宅医療患者の相談支援体制の整備 医政局指導課（内４１２１）

　　　⑤薬局を活用した薬物療法提供体制の強化 医薬食品局総務課（内２７０８）

　（４）救急・周産期医療などの体制整備

　　　①救急医療体制の充実 医政局指導課（内２５５０）

　　　②救急勤務医の離職防止・確保対策 医政局指導課（内２５５０）

　　　③周産期医療体制の充実 医政局指導課（内４１２１）

　　　④へき地保健医療対策の推進 医政局指導課（内２５５１）

　（５）災害医療体制の強化

　　　①災害派遣医療チーム（DMAT）の体制強化 医政局指導課（内２５４８）

　　　②国立病院機構の災害対応設備の充実・強化 医政局国立病院課（内２６１３）

　　　③災害時に拠点となる薬局の整備 医薬食品局総務課（内２７０８）

　　　④災害時に拠点となる血液センターの整備 医薬食品局血液対策課（内２９０３）

３　安定的で持続可能な医療保険制度の運営の確保

　（１）各医療保険制度などに係る医療費国庫負担 保険局総務課（内３２１４）

　（２）高額療養費制度の見直し 保険局保険課（内３１６９）

　（３）高齢者医療制度の負担軽減措置 保険局高齢者医療課（内３２３７）

　（４）特定健診などの推進
保険局総務課医療費適正化対策推進室（内３１８１）
保険局総務課保険システム高度化推進室（内３２６９）

　（５）警戒区域などでの医療保険制度の特別措置

保険局総務課（内３２１４）
保険局保険課（内３１６９）
保険局国民健康保険課（内３２５６）
保険局高齢者医療課（内３２３７）

４　安心で質の高い介護サービスの確保

　（１）認知症を有する人の暮らしを守るための施策の推進

　 （ⅰ）認知症施策推進５か年計画の着実な実施

　　　①標準的な認知症ケアパスの作成・普及 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　②認知症の早期診断・早期対応の体制整備（初期集中支援チームの設置など） 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　③地域での生活を支える医療・介護サービスの構築

　　　　ア 一般病院・介護保険施設などでの認知症対応力向上の推進 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　　イ グループホームなどでの在宅生活継続支援のための相談・支援 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　④地域での日常生活・家族の支援の強化や医療・介護サービスを担う人材の
　　　　育成

－112－

123



項　　　　　目 担当部局課室名

　　　　ア 認知症地域支援推進員の設置 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　　イ 高齢者虐待防止対応の推進 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　　ウ 市民後見人の育成とその活動への支援 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　　エ 認知症の人の家族への支援 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　　オ 認知症ケアに携わる多職種の協働研修などの実施 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　　　⑤地域ケア会議の活用推進 老健局振興課（内３９８２）

　 （ⅱ）認知症施策の総合的な推進 老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室（内３８６９）

　（２）持続可能な介護保険制度の運営

老健局介護保険計画課(内２２６４)
老健局振興課(内３９８２)
保険局総務課（内３２１４）
保険局国民健康保険課（内３２５６）

　（３）地域での介護基盤の整備 老健局高齢者支援課（内３９２８）

　（４）福祉用具・介護ロボットの実用化の支援 老健局振興課（内３９８５）

　（５）介護職員の研修に係る代替職員の確保 老健局振興課（内３９３６）

　（６）適切なサービス提供に向けた取組の支援
老健局振興課(内３９３６)
老健局高齢者支援課(内３９２５)
老健局老人保健課(内３９５９)

　（７）介護施設・事業所などの災害復旧に対する支援
老健局高齢者支援課（内３９２８）
老健局振興課（内３９８３）

　（８）介護などのサポート拠点に対する支援 老健局振興課(内３９８５)

　（９）警戒区域などでの介護保険制度の特別措置 老健局介護保険計画課（内２２６４）

５　福祉・介護人材の確保対策の推進

　（１）介護福祉士等修学資金貸付事業の拡充 社会・援護局（社会）福祉基盤課福祉人材確保対策室（内２８４５）

　（２）介護職員の研修に係る代替職員の確保 老健局振興課（内３９３６）

　（３）介護・医療・保育職種の人材確保に向けた支援の強化

労働基準局労働条件政策課（内５３５６）
労働基準局安全衛生部安全課（内５４８１）
労働基準局安全衛生部労働衛生課（内５４９８）
職業安定局首席職業指導官室（内５７７９）

　（４）成長分野での離職者訓練の推進 職業能力開発局能力開発課（内５９２４）

　（５）政策課題に沿った人材育成への支援
職業能力開発局育成支援課（内５９３５）
職業能力開発局実習併用職業訓練推進室（内５３１３）
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第２　健康で安全な生活の確保

項　　　　　目 担当部局課室名

１　新型インフルエンザなどの感染症対策

　（１）新型インフルエンザ対策の強化 健康局結核感染症課（内２３８２、２３７９）

　（２）予防接種の推進 健康局結核感染症課予防接種室（内２３８３）

　（３）HTLV-1関連疾患に関する研究の推進 健康局結核感染症課（内２３７９）

２　がん対策

　（１）がんに対する質の高い医療提供体制の構築

　　　①がんの早期発見 健康局がん対策・健康増進課（内２９４６）

　　　②がんと診断された時からの緩和ケアの推進 健康局がん対策・健康増進課（内２９４６）

　　　③がん患者などの治療と職業生活の両立 健康局がん対策・健康増進課（内２９４６）

　（２）小児がん対策の推進 健康局がん対策・健康増進課（内２９４６）

　（３）がん治療薬創薬研究の推進 健康局がん対策・健康増進課（内２３３９）

　（４）禁煙対策の強化 健康局がん対策・健康増進課（内２９４６）

３　肝炎対策

　（１）早期発見・早期治療の促進のための環境整備 健康局疾病対策課肝炎対策推進室（内２９４８）

　（２）肝炎治療研究などの強化 健康局疾病対策課肝炎対策推進室（内２９４８）

　（３）肝炎総合対策推進国民運動による普及啓発の推進 健康局疾病対策課肝炎対策推進室（内２９４８）

　（４）肝炎患者の就労に関する相談支援体制の強化 健康局疾病対策課肝炎対策推進室（内２９４８）

４　難病などの各種疾病対策、移植対策、健康増進対策

　（１）難病対策

　　　①難病患者の生活支援などの推進 健康局疾病対策課（内２３５５）

　　　②難病に関する調査・研究などの推進 健康局疾病対策課（内２３５５）

　（２）各種疾病対策

　　　①エイズ対策の推進 健康局疾病対策課（内２３５８）

　　　②リウマチ・アレルギー対策の推進 健康局疾病対策課（内２３５９）

　　　③腎疾患対策の推進 健康局疾病対策課（内２３５９）

　（３）移植対策

　　　①造血幹細胞移植対策の推進 健康局疾病対策課臓器移植対策室（内２３６３）

　　　②臓器移植対策の推進 健康局疾病対策課臓器移植対策室（内２３６５）

　（４）健康増進対策

　　　①健康づくり・生活習慣病対策の推進 健康局がん対策・健康増進課（内２９４６）

　　　②生活習慣病予防に関する研究などの推進

　　　　ア 生活習慣病の新規治療薬の開発など 健康局がん対策・健康増進課（内２３３９）

　　　　イ 新規治療薬の臨床応用に向けた基盤整備 健康局がん対策・健康増進課（内２３３９）

５　健康危機管理対策の推進

　（１）健康安全・危機管理対策総合研究の推進 
健康局がん対策・健康増進課地域保健室（内２３９８）
大臣官房厚生科学課（内３８１８）

　（２）健康危機管理体制の整備 大臣官房厚生科学課（内３８１８）

　（３）国際健康危機管理対策の推進 大臣官房厚生科学課（内３８１２）

６　保健衛生施設などの災害復旧に対する支援 健康局総務課指導調査室（内２３２２）

７　食の安全・安心の確保

　（１）輸入食品の安全確保対策の推進
食品安全部監視安全課（内２４７２）
食品安全部検疫所業務管理室（内２４６７）

　（２）食品中の放射性物質対策の推進 食品安全部企画情報課（内２４０４）

　（３）食中毒対策の推進 食品安全部監視安全課（内２４７２）

　（４）残留農薬等の安全確保対策の推進

　　　①残留農薬等のポジティブリスト制度などの推進 食品安全部基準審査課（内２４４４）

　　　②食品汚染物質に係る安全確保対策の推進 食品安全部基準審査課（内２４４４）

　　　③食品用容器包装等の安全確保対策の推進 食品安全部基準審査課（内２４４４）

　　　④健康食品の安全確保対策の推進 食品安全部基準審査課（内２４４４）

　（５）食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 食品安全部企画情報課（内２４５２）
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項　　　　　目 担当部局課室名

　（６）食品の安全の確保に資する研究の推進 食品安全部企画情報課（内２４５２）

８　水道事業の適切な運営など

　（１）安全で安心できる水道水の供給に向けた高度浄水処理の推進 健康局水道課（内４０２６）

　（２）水道事業の適切な運営 健康局水道課（内４０２６）

　（３）水道施設の防災対策 健康局水道課（内４０２６）

　（４）水道施設の復旧・復興 健康局水道課（内４０２６）

９　生活衛生関係営業の指導や振興の推進など

　（１）生活衛生関係営業の指導や振興の推進 健康局生活衛生課（内２４３７）

　（２）被災した生活衛生関係営業者への支援 健康局生活衛生課（内２４３７）

１０　Ｂ型肝炎訴訟の給付金などの支給 健康局結核感染症課Ｂ型肝炎訴訟対策室（内２０８０）

１１　原爆被爆者の援護 健康局総務課（内２３１８）

１２　ハンセン病対策の推進 健康局疾病対策課（内２３６９）

１３　カネミ油症患者に対する新たな総合的な支援策の実施 食品安全部企画情報課（内２４９２）

１４　血液製剤対策の推進 医薬食品局血液対策課（内２９０３）

１５　違法ドラッグを含む薬物乱用・依存症対策の推進

  （１）違法ドラッグ対策の強化 医薬食品局監視指導・麻薬対策課（内２７６１）

　（２）薬物などの依存症対策の推進 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）
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第３　障害者支援の総合的な推進

項　　　　　目 担当部局課室名

１　障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・者支援の推進

　（１）障害者の日常生活・社会生活支援のための体制の整備（障害者の「居場
　　　　所」と「出番」のある「全員参加型」の共生社会の実現）

障害保健福祉部企画課自立支援振興室（内３０７７）
障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５）

　（２）良質な障害福祉サービスの確保 障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５）

　（３）地域生活支援事業の着実な実施 障害保健福祉部企画課自立支援振興室（内３０７７）

　（４）障害者への良質かつ適切な医療の提供 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（５）障害児・者への福祉サービス提供体制の基盤整備 障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５）

　（６）障害者虐待防止などに関する総合的な施策の推進 障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室（内３１４９）

　（７）障害者スポーツに対する総合的な取組などの推進 障害保健福祉部企画課自立支援振興室（内３０７７）

　（８）障害支援区分の施行に向けた所要の準備 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（９）重度訪問介護などの利用促進に係る市町村支援事業 障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５）

　（１０）障害福祉サービス事業所などの災害復旧に対する支援 障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５）

　（１１）障害福祉サービスの再構築支援 障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５）

　（１２）警戒区域などでの障害福祉制度の特別措置 障害保健福祉部障害福祉課（内３０３５）

２　地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進

　（１）地域で生活する精神障害者へのアウトリーチ（訪問支援）体制の整備 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（２）精神科救急医療体制の整備　 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（３）高齢・長期入院の精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（４）認知行動療法の普及の推進 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（５）災害時心のケア支援体制の整備 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

　（６）心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保など 障害保健福祉部精神・障害保健課医療観察法医療体制整備推進室（内３０９６）

　（７）被災地心のケア支援体制の整備 障害保健福祉部精神・障害保健課（内３０５９）

３　発達障害者など支援施策の推進

　（１）発達障害者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成など

　　　①支援手法の開発、人材の育成 障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室（内３０３８）

　　　②発達障害に関する理解の促進 障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室（内３０３８）

　（２）発達障害者の地域支援体制の確立 障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室（内３０３８）

　（３）発達障害の早期支援 障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室（内３０３８）

４　障害者への就労支援の推進

　（１）障害者の就労促進（障害者が誇りと生きがいを持って働ける社会の実現）

　　　①障害者権利条約の批准などに向けた障害者雇用促進制度の見直し 職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課（内５７８３）

　　　②中小企業への支援などの強化や、地域の就労支援力の更なる強化 職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課（内５７８３）

　　　③障害特性・就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実・強化 職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課（内５７８３）

　　　④障害者の職業能力開発支援の充実 職業能力開発局能力開発課（内５９２５）

　（２）工賃向上のための取組の推進 障害保健福祉部障害福祉課（内３０４４）
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項　　　　　目 担当部局課室名

１　社会保障に対する国民の理解の推進

　（１）社会保障教育の推進 政策統括官（社会保障）（内７６８０）

　（２）社会保障分野での情報化・情報連携の推進 政策統括官（社会保障）（内２２４４）

２　国際問題への対応

　（１）国際機関を通じた国際協力の推進

　　　①世界保健機関(WHO)などを通じた国際協力などの推進 大臣官房国際課（内７２８５）

　　　②国際労働機関(ILO)などを通じた国際協力の推進 大臣官房国際課（内７２８５）

　（２）高齢化対策に関する国際貢献の推進 大臣官房国際課（内７２８５）

　（３）放射性物質による食品などの汚染に対する取組みへのWHOなどによる支援 大臣官房国際課（内７２８５）

　（４）開発途上国向け医薬品開発の促進 大臣官房国際課（内７２８５）

　（５）外国人労働者問題などへの適切な対応

　　　①外国人の適正な就業の促進 職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課（内５６４３)

　　　②日系人などの定住外国人に対する職業訓練の推進
職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課（内５６４３)
職業能力開発局能力開発課（内５９２４）

　　　③外国人労働者の労働条件の確保 労働基準局監督課（内５５４３）

　　　④技能実習制度の適切な運用 職業能力開発局外国人研修推進室（内５９５２）

　　　⑤技能評価システムの移転など職業能力開発分野の国際協力の推進 職業能力開発局海外協力課（内５９５７）

　（６）経済連携協定の円滑な実施
医政局看護課（内４１７３）
職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課（内５６４３)
社会・援護局（社会）福祉基盤課福祉人材確保対策室（内２８６７）

３　科学技術の振興 大臣官房厚生科学課（内３８０９）

～施策横断的な課題への対応～
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（ 単位：億円 ）

区 分
平 成 24 年 度
計 画 額

平 成 25 年 度
要 求 額

摘 要

 ○独立行政法人福祉医療機構 3,912 4,423
民間社会福祉事業施設等及び民間医療施設
等に対する融資（日本再生戦略関連）

 ○株式会社日本政策金融公庫 1,150 1,202

　 １．生活衛生資金貸付 1,150 1,150 ・生活衛生関係営業者に対する融資

　 ２．企業活力強化貸付 - 52

・実践型地域雇用創造事業で開発した商
品・ノウハウ等を活用して創業・事業拡大
し、地域で雇用を増加させる事業主を対象
とする融資

 ○独立行政法人国立病院機構 687 712
・老朽建替整備、再編成整備、医療機械等
整備等

 ○国立高度専門医療研究
　 センター

40 61

合 計 5,789 6,398

平成２５年度厚生労働省関係財政投融資資金要求の概要

独立行政法人国立がん研究センター
　・独立行政法人国立がん研究センター中
　　央病院治療棟整備、医療機器整備
　・独立行政法人国立がん研究センター東
　　病院手術関連施設等整備

独立行政法人国立国際医療研究センター
　・独立行政法人国立国際医療研究センタ
　　ー病院外来棟新築等整備
　・独立行政法人国立国際医療研究センタ
　　ー国府台病院外来管理治療棟新築等整
　　備
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区 分 改 善 内 容 等

独立行政法人福祉医療機構

福祉医療貸付事業 貸付条件の改善等

　【福祉貸付】
　　（１）認知症高齢者グループホーム等の整備に係る融資条件の優遇措置
　　　　　【特別重点要求関連】

　　（２）障害者自立支援基盤整備事業に係る融資条件の優遇措置【重点要求関連】

　　（３）児童養護施設等の家庭的養護への転換の対象となる整備に係る融資条件
　　　　　の優遇措置【重点要求関連】

 　 （４）都市部における社会福祉施設等の整備に係る融資条件の優遇措置

 　 （５）国有地等の定期借地権制度を活用した社会福祉施設等の整備に係る融資
　　　　　条件の優遇措置

　　（６）社会福祉施設等における大規模災害等への対応に係る融資条件の優遇措置　等

　【医療貸付】
　　（１）国際戦略総合特別区域計画及び地域活性化総合特別区域計画に係る融資
　　　　　率等の優遇措置

　　（２）医療施設等における大規模災害等への対応に係る融資条件の優遇措置

　　（３）社会医療法人の特定病院への追加

　　（４）経営安定化資金に係る融資条件の優遇措置

　　（５）在宅復帰・在宅療養強化型介護老人保健施設等に係る融資率の優遇措置　等

株式会社日本政策金融公庫

生活衛生資金貸付 貸付条件の改善等

（１）振興計画に基づき営業を行う者に対する貸付条件の拡充

（２）振興計画に基づき営業を行う者に対する特別利率適用施設設備の拡充　　　等
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平成２５年度厚生労働省関係財政投融資資金計画の原資の内訳 （参考）

（単位：億円）

平成２４年度 平成２５年度
区 分 原        資

計 画 額 財政融資資金等 自己資金等 要 求 額 財政融資資金等 自己資金等

独立行政法人福祉医療機構 3,912 3,588 324 4,423 3,963 460

(注１) (330) (330)

株式会社日本政策金融公庫 1,150 - - 1,202 - -

１．生活衛生資金貸付 1,150 - - 1,150 - -

(注２)

２．企業活力強化貸付 - - - 52 - -

(注３)

独立行政法人国立病院機構 687 291 396 712 291 421

(注１) (50) (50)

国立高度専門医療研究 40 39 1 61 48 13

センター

　独立行政法人国立がん研究 30 30 0 18 18 0

　センター

　独立行政法人国立国際医療 10 9 1 43 30 13

　研究センター

合 計 5,789 3,918 721 6,398 4,302 894

(注１)

(380) (380)

（注１）自己資金等の欄の（ ）書は、財投機関債の発行額（自己資金等の額の内数）である。

（注２）原資については、株式会社日本政策金融公庫（国民一般向け業務）に一括計上している。

（注３）原資については、株式会社日本政策金融公庫（国民一般向け業務、中小企業者向け業務）に一括計上している。

原        資

－120－

131



132


	●01-02
	01-1 表紙（しばり）
	01-2 （120903）表紙の裏の記載
	01-3 （120902）目次
	01-4 （25要求）総括表
	01-5 フレーム
	01-6 概算要求フレームの別紙（特別枠）
	02-1 #表紙
	02-2 #ポイント（日本再生戦略の実現に向けた取組）
	02-3 #ポイント（主な新規施策等）（240903ネガチェック後）
	02-4 #ポイント（特別重点・重点要求）
	02-5 #ポイント（復興に向けた主な施策）

	●03-04-05
	03-1 � 主要事項（240903・22時半）
	0000029875-04-1 # 主要事項（復興関連）（240903・22時半）
	0000029875-05-1  主要事項一覧表
	05-2 H25 ＰＲ版担当部局一覧（差替え）
	0000029875-05-3（夏）25'財投ＰＲ版



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.5
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 600
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.66667
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 600
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.66667
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages false
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.5
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 600
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.66667
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 600
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.66667
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages false
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 移動 左 by 4.25 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904132848
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
     Fixed
     Left
     4.2520
     0.0000
            
                
         Both
         4
         AllDoc
         21
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     10
     12
     11
     12
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904132848
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
     None
     Left
     4.2520
     0.0000
            
                
         Both
         4
         AllDoc
         21
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     4
     12
     11
     12
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 移動 下 by 5.67 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904132848
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
     Fixed
     Down
     5.6693
     0.0000
            
                
         Both
         4
         CurrentPage
         21
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     11
     12
     11
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 移動 下 by 5.67 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904132848
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
     Fixed
     Down
     5.6693
     0.0000
            
                
         Both
         4
         CurrentPage
         21
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     5
     12
     5
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 移動 下 by 5.67 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904132848
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
    
     Fixed
     Down
     5.6693
     0.0000
            
                
         Both
         4
         CurrentPage
         21
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     0
     12
     0
     1
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base




 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 移動 左 by 5.67 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904072753
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
     Fixed
     Left
     5.6693
     0.0000
            
                
         Both
         9
         CurrentPage
         72
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     1
     3
     1
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 現在のページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 移動 左 by 1.42 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904072753
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
    
     Fixed
     Left
     1.4173
     0.0000
            
                
         Both
         9
         CurrentPage
         72
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     2
     3
     2
     1
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base




 
 
    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 移動 左 by 5.67 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904072142
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1340
     564
    
     Fixed
     Left
     5.6693
     0.0000
            
                
         Both
         9
         AllDoc
         72
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     1.4173
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     2
     3
     2
     3
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base




<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.5
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 600
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.66667
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 600
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.66667
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages false
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



 
 
    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  ページと同じ 1
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
     1
     786
     294
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsPage
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  ページと同じ 1
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
     1
     1434
     258
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsPage
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  ページと同じ 1
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
     1
     1434
     258
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsPage
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  ページと同じ 1
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
     1
     1434
     258
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsPage
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  ページと同じ 1
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
     1
     1434
     258
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsPage
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  ページと同じ 1
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
     1
     1434
     258
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsPage
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   InsertBlanks
        
     場所: 現在のページの後
     ページ番号: 1
     ページサイズ:  ページと同じ 1
      

        
     Blanks
     Always
     1
     1
     1
     1434
     258
     qi3alphabase[QI 3.0/QHI 3.0 alpha]
     1
            
       CurrentAVDoc
          

     SameAsPage
     AfterCur
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 同サイズ 8.268 x 11.693 インチ / 210.0 x 297.0 mm
     シフト: 無し
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904134400
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1419
     411
     None
     Down
     14.1732
     0.0000
            
                
         Both
         3
         AllDoc
         6
              

       CurrentAVDoc
          

     Uniform
     25.5118
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     15
     132
     131
     132
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 無し
     シフト: 移動 上 by 14.17 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904134400
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1419
     411
     Fixed
     Up
     14.1732
     0.0000
            
                
         Both
         3
         AllDoc
         6
              

       CurrentAVDoc
          

     None
     25.5118
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     0
     132
     131
     132
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   TrimAndShift
        
     範囲: 全てのページ
     トリム: 無し
     シフト: 移動 下 by 14.17 ポイント
     ノーマライズ(オプション): オリジナル
      

        
     32
            
       D:20120904134400
       841.8898
       a4
       Blank
       595.2756
          

     Tall
     1
     0
     No
     1419
     411
     Fixed
     Down
     14.1732
     0.0000
            
                
         Both
         3
         AllDoc
         6
              

       CurrentAVDoc
          

     None
     25.5118
     Right
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     0
     132
     131
     132
      

   1
  

    
   HistoryItem_V1
   DefineBleed
        
     範囲: 全てのページ
     要求: 裁ち落とし 左 0.00,右 0.00,上 19.84,下 19.84 ポイント
     表示領域の外に裁ち落とし: はい
      

        
     19.8425
     1
     0.0000
     8.5039
     0
     1
    
     0.0000
     Margin
            
                
         Both
         1
         AllDoc
         2
              

       CurrentAVDoc
          

     19.8425
      

        
     QITE_QuiteImposingPlus3
     QI+ 3.0b
     QI+ 3
     1
      

        
     0
     132
     131
     132
      

   1
  

 HistoryList_V1
 qi2base





